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第１章 調査研究の実施概要 

I． 調査研究の⽬的 

児童虐待相談対応において親⼦関係の修復や再構築等は重要な⽀援であるが、保護者⽀援プログラ
ム等の⽀援メニューが増えているものの、適切な⽀援につながっていないケースも多い。 

また、社会保障審議会児童部会社会的養護専⾨委員会報告書において「親⼦再統合⽀援事業の提
供において家庭復帰が唯⼀の結論ではなく、また当該事業を利⽤したことのみを以って⼦どもを保護者のも
とに返すといったことがないよう」と指摘されているとおり、親⼦再統合⽀援事業の活⽤・展開のための施策
検討を⾏うにあたり、親⼦再統合⽀援は親⼦関係の再構築⽀援であることを再確認するとともに、そのため
の⽀援のあり⽅とその実現のための課題を明らかにする意義は⼤きい。 

過年度の調査研究では、保護者⽀援プログラムの実施状況や実施体制に焦点をあてた調査等がなされ
てきたが、プログラムの実施には当事者である保護者⾃⾝の意志や参加意欲が重要であり、そのための⽀
援が必要となる。またどのプログラムがよいかを含め、保護者や家庭の状況に応じた⽀援を選択するアセスメ
ント能⼒や、プログラム受講後のフォローも必要となるなど、実態としてはプログラム以外で⾏うべき親⼦関係
の再構築⽀援の体制やノウハウが確保されていない等の課題が⼤きいと推察される。そのため、親⼦関係の
再構築⽀援の体制検討にあたっては、保護者⽀援プログラムに限定せず、児童相談所等が⾏うべき親⼦
関係の再構築⽀援全体を対象とした課題分析が必要であると考える。 

そこで、本調査研究では、都道府県等が実施する親⼦再統合⽀援事業等を活⽤した、各家庭の状況
に応じた適切な親⼦関係の再構築⽀援を⾏うための体制整備を図ることを⽬的とし、親⼦関係の再構築
⽀援の取組状況や課題等を明らかにしたうえで、事業実施に向けたガイドライン案の作成を⾏う。 

II． 調査研究の全体構成 

図表 １-1 調査のフロー 
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(1)  グループディスカッションによる聴き取り・意⾒交換の実施 

本調査研究では、保護者⽀援プログラムや親⼦再統合による家庭復帰に限定せず、児童相談所が⾏う
保護者⽀援を親⼦関係の再構築⽀援と広くとらえ、その実態等を把握することが重要である。 

そこで、アンケートのような仮説検証型の調査ではなく、広く具体的な意⾒を聴いたり、深掘りして確認す
ることが可能であるグループディスカッションによる聴き取り、意⾒交換を⾏うこととした。また、本調査における
「親⼦関係の再構築⽀援」の考え⽅等についても明確に伝える必要があり、グループディスカッションにおいて
は、その点を意識したプログラムとした。 

(2)  児童福祉主管課を対象とした調査の実施 

親⼦再統合⽀援事業の活⽤にあたっては、都道府県・政令市の児童福祉主管課の⽅針も重要である
ことから、本調査研究では、主管課も対象に含めた調査を実施し、児童相談所以外の機関を含めた親⼦
関係の再構築⽀援の体制や各々の役割分担、⼈材育成の施策を広く検討する機会とした。 

(3)  グループディスカッションは市区町村にも案内 

親⼦関係の再構築⽀援においては市区町村での取組みや、市区町村と児童相談所との連携も重要で
あることから、各児童福祉主管課管轄の市区町村１⾃治体を対象としてグループディスカッションを案内し、
意⾒交換等を⾏う機会を設けるとともに、対話会や研修会、インタビュー調査においては市区町村も対象と
して実施した。 

(4)  取組事例集作成のためのインタビュー調査の実施 

ガイドライン案とあわせて作成する取組事例集を作成するために、グループディスカッションで参考となり得る
取組みを紹介された児童相談所、⾃治体を対象としてインタビュー調査を実施した。 

(5)  対話会の実施 

グループディスカッションに加え、親⼦関係の再構築⽀援について前向きに取り組みたいと思われている児
童相談所や都道府県、市区町村を対象に、各児童相談所・⾃治体が⾏っている親⼦関係の再構築⽀
援の取組について共有したり、本事業の検討委員会委員が⾏っている取組を紹介する場を設け、児童相
談所等における実践を⽀援する機会として、対話会を実施した。 

(6)  保護者へのアンケート調査 

令和６年度より法定事業となる「親⼦再統合⽀援事業」の有効活⽤等、各家庭の状況に応じた適切
な親⼦関係再構築に向けた⽀援を⾏うための体制強化に向けたガイドライン案の策定等を進めるにあたり、
当事者である親の意⾒等を本ガイドラインに反映させるため、児童相談所において親⼦関係の再構築に向
けた⽀援を⾏っている「親」を対象としたアンケート調査を実施した。 

(7)  親⼦再統合⽀援事業実施に向けたガイドラインの作成及び事例集の作成 

調査結果を踏まえ、親⼦関係の再構築⽀援の⽬的を明確にしたうえで、親⼦関係再構築⽀援に必要
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な体制づくりに関する「親⼦関係再構築のための⽀援体制強化に関するガイドライン（案）」（以下、「ガ
イドライン案」という。）と、取組事例集を作成した。 

(8)  親⼦関係再構築⽀援に関する研修会の実施 

ガイドライン案の内容を紹介するとともに、グループディスカッションや対話会での意⾒、取組事例、検討委
員会講師の実践例などを紹介する親⼦関係の再構築⽀援に関する研修会を開催した。 
 

III． 成果の公表⽅法 

本事業の成果をとりまとめた本報告書は、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社のホームページに
て公開する。 

 

IV． 検討委員会 

1． 委員構成 

検討委員会の構成委員は以下のとおり。 

図表 １-2 検討委員会構成委員    

※敬称略、五⼗⾳順 ◎︓座⻑    

⽒名 所属等 
 稲葉 史恵 神奈川県中央児童相談所 虐待対策⽀援課 課⻑ 
 井上 直⼦ 堺市⼦ども相談所 参事役 

◎ 上⿅渡 和宏 早稲⽥⼤学 ⼈間科学学術院 ⼈間科学部 教授 
 久保 樹⾥ 花園⼤学 社会福祉学部 社会福祉学科准教授 
 児⽟ 彩奈 広島県⻄部こども家庭センター 相談第 1 課 初期対応係 係⻑  
 畠⼭ 由佳⼦ 神⼾⼥⼦短期⼤学 幼児教育学科 教授 

 

2． 開催概要 

検討委員会の開催概要は以下のとおり。 

図表 １-3 検討委員会の開催概要 

回 開催⽇時 主な検討内容 
第 

１ 

回 

令和４年 
８⽉９⽇（⽕） 
18 時〜20 時 
 

（１）実施計画書案について 
※「社会的養育推進における在宅指導措置のあり⽅に関する調査研究」の紹介 

（２）児童相談所における保護者⽀援に関する認識について（各委員より） 
（３）グループディスカッションについて 
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第 

２ 

回 

令和４年 
10⽉31⽇（⽉） 
15 時〜18 時 
 

（１）グループディスカッションの報告 
・主な意⾒の内容 
・他⾃治体・児童相談所の参考になり得る事例 

（２）主管課と児童相談所への調査について 
（３）ガイドライン⾻⼦案について 
（４）親への調査について 
（５）親⼦関係再構築⽀援に関する「対話会」について 

第 

３ 

回 

令和４年 
12⽉15⽇（⽊） 
16 時〜19 時 

（１）親⼦関係再構築のための⽀援体制強化に関するガイドライン案について 
・ガイドライン案の構成 ※前回からの変更点 
・ガイドライン素案について 

（２）好事例に関するインタビュー調査 
（３）親への調査について（報告） 
（４）親⼦関係再構築⽀援に関する「対話会」について（報告） 
（５）研修会について 

第
４
回 

令和５年 
３⽉ 15 ⽇（⽔） 
10 時〜12 時 

（１） 親⼦関係再構築⽀援に関する「対話会」の報告 
（２） 事例集について（インタビュー調査結果） 
（３） 親への調査結果の報告 
（４） 親⼦関係再構築のための⽀援体制強化に関するガイドライン案について 
（５） 報告書の考察について 
（６） 報告書の構成について 
（７） 研修会について 
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第２章 グループディスカッション 

I． 開催概要 

(1)  実施⽬的 

児童虐待相談対応において親⼦関係の修復や再構築は重要な⽀援であり、保護者⽀援プログラム等の
⽀援メニューの充実が図られている。しかし、プログラムの実施には当事者である保護者⾃⾝の意思や参加意
欲の引き上げの難しさ、プログラム実施のための予算確保等、多様な課題があり、プログラムにつながらないケ
ースも多い。 

国では、児童福祉法等の⼀部を改正する法律により、令和６年度より「親⼦再統合⽀援事業」が法定
事業となるなど、各家庭の状況に応じた適切な親⼦関係再構築⽀援※を⾏うための体制強化を⾏うこととさ
れ、これらの事業の有効な活⽤が期待されている。 

そこで、児童相談所等が⾏う親⼦関係再構築⽀援における課題や取組み事例等を把握することで、当該
事業の制度設計等がより現場にとって活⽤しやすいものとなるよう、その検討に寄与することを⽬的とし、親⼦
関係再構築⽀援に係る担当者からの率直な意⾒等を得るため、児童相談所設置⾃治体主管課、児童相
談所、市区町村の職員を対象としたグループディスカッションを実施した。 

 ※虐待や親⼦分離などにより傷ついた親⼦関係の修復や再構築のために実施する保護者⽀援、家族⽀援をいい、
家族分離後の家庭復帰を⽬標とするものに限らず、また、保護者⽀援プログラムに限定しない。 

 

(2)  プログラム 

①本調査研究とグループディスカッションの⽬的 
②令和 4 年の児童福祉法等改正について 
③グループディスカッション（主管課・児相・市区町村毎のグループで協議） 
  － 親⼦関係の再構築⽀援の取組状況と課題 
  － 親⼦関係再構築⽀援の充実に向けて必要なこと 
④報告会（意⾒等の共有） 
⑤本調査研究で実施予定の今後の調査研究について 
 

(3)  グループディスカッションの対象 

①児童相談所設置⾃治体児童福祉主管課  
保護者指導・カウンセリング強化事業（児童虐待防⽌対策⽀援事業）担当者 
②児童相談所 親⼦関係再構築⽀援担当者 
③市区町村 児童相談所との連携担当者 
  ※児童相談所設置⾃治体児童福祉主管課（以下、「主管課」という。）より１⾃治体に案内 
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(4)  開催⽇時 

各回の開催概要は以下のとおり。 

図表 ２-1 親⼦関係再構築⽀援に関するグループディスカッション 各回開催概要 

第１回 
名古屋会場 

⽇ 時 ９⽉５⽇（⽉）13 時〜16 時 
場 所 オフィスパーク名駅プレミアホール＆会議室 403ABC 会議室 
対 象 岐⾩・静岡・愛知・三重 

第２回 
東京会場 

① 

⽇ 時 ９⽉ 12 ⽇（⽉）13 時〜16 時 
場 所 ビジョンセンター品川 305 会議室 
対 象 茨城・栃⽊・群⾺・埼⽟・千葉・東京・神奈川・⼭梨 

第３回 
仙台会場 

⽇ 時 ９⽉ 21 ⽇（⽔）13 時〜16 時 
場 所 TKP ガーデンシティホール 21A 
対 象 北海道・⻘森・岩⼿・宮城・秋⽥・⼭形・福島 

第４回 
東京会場 

② 

⽇ 時 ９⽉ 26 ⽇（⽉）13 時〜16 時 
場 所 ビジョンセンター品川 305 会議室 
対 象 茨城・栃⽊・群⾺・埼⽟・千葉・東京・神奈川・⼭梨 

第５回 
⼤阪会場 

⽇ 時 ９⽉ 29 ⽇（⽊）13 時〜16 時 
場 所 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング ⼤阪 19 階セミナー室 
対 象 滋賀・京都・⼤阪・兵庫・奈良・和歌⼭  

第６回 
⾦沢会場 

⽇ 時 10 ⽉５⽇（⽔）13 時〜16 時 
場 所 ※オンラインのみ 
対 象 新潟・富⼭・⽯川・福井・⻑野 

第７回 
広島会場 

⽇ 時 10 ⽉ 19 ⽇（⽔）13 時〜16 時 
場 所 TKP ガーデンシティ PREMIUM 広島駅前 ホール 7A 
対 象 ⿃取・島根・岡⼭・広島・⼭⼝・徳島・⾹川・愛媛・⾼知 

第８回 
福岡会場 

⽇ 時 10 ⽉ 20 ⽇（⽊）13 時〜16 時 
場 所 博多バスターミナル貸ホール ９階 ⼤ホール 
対 象 福岡・佐賀・⻑崎・熊本・⼤分・宮崎・⿅児島・沖縄 

  ※案内時に参加意向とあわせて希望する参加⽅法を確認。 
    ⾦沢会場の対象⾃治体から現地参加希望がなかったため、オンラインでのみ開催。 

 

(5)  参加⽅法 

現地会場での参加またはリモートでの参加。 
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(6)  参加状況 

グループディスカッション各回の参加⾃治体・児童相談所数は以下のとおり。 

図表 ２-2 グループディスカッション参加⾃治体・児童相談所数 

 主管課 児童相談所 市区町村 合計 

第１回 名古屋会場 3 5 3 11 

第２回 東京会場① 0 6 3 9 

第３回 仙台会場 4 14 4 22 

第４回 東京会場② 7 12 3 22 

第５回 ⼤阪会場 4 10 5 19 

第６回 ⾦沢会場 5 9 6 20 

第７回 広島会場 4 14 2 20 

第８回 福岡会場 5 10 3 18 

合計 32 80 29 141 
 
 
 
 
 

  



8 

II． グループディスカッションの主な意⾒ 

1． 主管課 

(1)  児童相談所内での親⼦関係再構築⽀援の実施体制の構築 

・ 児童相談所の役割、持つべき専⾨性の観点から、親⼦関係再構築⽀援は児童相談所が⾏うべき⽀
援として、実施できる体制を構築するべきではないか。 

・ 児童相談所職員の増員が進められている状況下であり、外部委託を⾏う必要性は低いのではないかと
の財政課からの指摘もあり、委託費等の予算を確保するのが難しい。⼀⽅で、児童相談所のみで⾏うこ
とが適切なわけではなく、⺠間を含めて地域の資源に関わってもらうことも検討していく必要がある。どう関
わってもらうべきか、その際に児童相談所がどのような役割を担うべきか、整理しておく必要がある。 

(2)  親⼦関係再構築⽀援とは何なのか、⾔葉の共通理解がまずは重要 

・ 児童相談所によっては、親⼦関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラム、というイメージになっているとこ
ろもある。しかし、実際にはプログラムにつなげるまでが⼤変であり、それらも含めて親⼦関係再構築⽀援
であることを改めて整理することが必要である。 

・ 親⼦関係再構築⽀援には、親がいない⼦どもへの⽀援や家庭復帰のアフターフォローも含めるべきではな
いかとの意⾒もあり、ガイドラインではその整理が必要である。 

・ 効果を説明する指標設定においても、親⼦関係再構築⽀援を⾏うことでの「改善」とは何かの整理が必
要である。 

(3)  主管課と児童相談所間での連携体制の強化 

・ 主管課が現場のニーズを把握・理解しやすい、ニーズにあった取組みを進められるようにするためには、児
童相談所経験者が主管課にいる、中央児童相談所に企画調整機能があるのが望ましい。 

(4)  限られた研修予算における児童相談所職員のスキルアップ、ノウハウ蓄積の⼯夫 

・ 職員研修の予算はあるが、その中で受講しなくてはいけない法定研修も多く、親⼦関係再構築⽀援に
関する研修は、職員の⾃⼰負担で受講しているケースが多いのが実態である。 

・ スキルアップを職員個⼈の意志・意欲に頼らざるを得ない状況では、個々の職員のスキルの有無が⽀援
の可否に影響する属⼈的な⽀援体制となる懸念がある。 

・ 各年度での新規採⽤や⼈事異動があるため、毎年継続的に研修ができるような体系づくりが必要である。 
・ 組織としてのノウハウの蓄積、スキルアップに取り組めるよう、任⽤前研修等の法定研修にサインズのプロ

グラムを組み込んだり、親⼦関係再構築⽀援の担当者を配置し、外部研修の受講はその担当職員に
⾏ってもらい、所内で共有するようにするなどの⼯夫が⾒られた。 

・ 安定して親⼦関係再構築⽀援ができる体制を構築するために、専任職員の配置、親⼦関係再構築⽀
援チームつくるなどの取組みも⾒られる。 
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(5)  市区町村への⽀援 

・ 家庭復帰後の継続的な⽀援等、市区町村における親⼦関係再構築⽀援の役割も⼤きく、市区町村
のスキルアップは重要である。しかし、市区町村のレベル・意識の温度差は⼤きく、その差を少しでも無くし
ていくためにも、都道府県全体での底上げが必要であり、県主導で取り組んでいくべき事項である。 

・ 市区町村に対して実際に⽀援を⾏うのは児童相談所の職員であっても、現場同⼠での交流だけでなく、
主管課から市区町村の担当課にアプローチすることも重要であり、その点でも主管課の役割は⼤きい。 

・ 市区町村における親⼦関係再構築については、こども家庭センターの⼀機能として位置づけ、体制を整
えていくことも必要ではないか。 

(6)  資源の発掘・育成も主管課で取り組むべき重要な取組み 

・ 児童相談所と協働で親⼦関係再構築⽀援ができる資源の発掘・育成も主管課の役割。 
・ 児童家庭⽀援センターをはじめ、障害系の事業者を含めて視野を拡げていく必要がある。また、資源が

少ない地域では、施設の多機能化・⾼機能化（FSW 等の専⾨職の活⽤等）への期待は⼤きいが、
施設への⽀援にも取り組んでいく必要がある。 

・ 管内に MYTREE や CSP をやりたいという団体があるなど、主管課としてそのスキルアップを⽀援できれば
協働先になり得る。 

(7)  「親⼦関係再構築⽀援」の必要性への理解・計画等への位置づけ 

・ 関係機関や地域等を含めた、親⼦関係再構築の重要性の理解促進が必要である。 
・ 社会的養育推進計画において、親⼦関係再構築⽀援に関する取組みを位置付けることで、管内市区

町村とその重要性を共有したり、具体的な取組みの実施につなげていきやすくなる。 
・ 「事業」とすることにより、専任職員を置くことができるようになったという⾃治体もあり、予算を取りやすくす

る、実⾏⼒を⾼めるための⼯夫も必要である。 

(8)  外部機関との協働に関する予算確保のための、「効果」を説明する観点からの⼯夫 

・ 「職員研修」「保護者⽀援プログラムの受講費」「カウンセリング委託」等の予算化の実績はある。 
・ 親⼦再統合⽀援事業が法定事業となることで、親⼦関係再構築⽀援の必要性が明確になり、予算確

保はしやすくなる可能性がある。 
・ 新規または継続的に必要な予算を確保し続けるためには、その効果の説明が求められることも多く、効

果を図るための指標設定が必要であり、その観点から親⼦関係再構築⽀援の⽬標や⽀援対象者を考
慮する⼯夫も必要である。 

・ プログラムを活⽤するためには予算が必要だが、そもそもプログラム⾃体を知らないと動けないので、ガイド
ラインにはぜひプログラムの説明も記載してほしい。 
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2． 児童相談所 

(1)  児童相談所での⽀援における親⼦関係再構築⽀援の位置づけの再確認 

・ 「介⼊」は⽐較的若⼿でも取り組みやすい⼀⽅、「⽀援」は経験が浅いと対応が難しく、親への⽀援まで
⼿が回っていないのが現状である。 

・ 職員⾃体が親⼦関係再構築⽀援における児童相談所の役割を明確に理解できていないため、基本認
識の共有が必要である。 

・ プログラム適⽤はツールの⼀つであり、プログラムの実施が⽬的にならないようにする必要がある。 
・ 児童相談所からのアプローチを「課題が課される」と受け取る親も多いため、情報発信など広報を強化す

ることで児童相談所の役割を正しく認識してもらう必要がある。 

(2)  児童相談所における体制の検討 

・ 職員が急激に増え、児童相談所内での情報共有が⼗分にできていないのが現状である。また、組織規
模が⼤きくなり分業化が進んだことにより、⼀連の流れでケースをみることができていないという課題もある。 

・ 本来は全職員が親⼦関係再構築⽀援を⾏える状態を⽬指すべきではあるが、職員にも得⼿・不得⼿
があり、モチベーションにもばらつきがあるため、職員の適材適所を意識した組織づくりも重要であり、親⼦
関係再構築を⽀援する専任者・チームを配置し、必要な時にサポートが得られる環境を整えるというのも
1 つの⽅法である。 

・ 親⼦関係再構築⽀援における児童福祉司と児童⼼理司の役割が曖昧である児童相談所もあり、改め
て整理する必要があるのではないか。 

・ 親⼦関係再構築⽀援という観点からの、援助指針表の充実（作成マニュアルを分かりやすいよう修正す
る等）や定期的なケースの⾒直しも重要である。 

(3)  児童相談所内での職員のスキルアップに関する取組みの⼯夫 

・ 若⼿職員が増えており、親⼦関係再構築⽀援を⾏える職員が不⾜している。また、職員の異動により、
ノウハウが蓄積されていかないことも課題である。 

・ トレーナー資格をもつ職員を配置するなど、児童相談所内で研修が実施できる体制が望ましい。 
・ 育成する側の⼈材も不⾜しており、SV クラスで職員育成について話し合う場もあるとよい。 
・ 研修受講の費⽤が予算化されることで研修を受けやすくはなっているが、受けた研修を個⼈のノウハウ蓄

積にとどめるのではなく、組織としての財産・蓄積につなげるための取組みが重要である。 
・ 中央児童相談所に研修等の企画調整機能を置くなど、主管課と児童相談所をつなぐ体制づくりを⾏う

ことが、予算化等の⾃治体全体として組織的な動きにつながりやすくなる。 

(4)  外部資源との協働においては児童相談所職員のスキルアップが不可⽋ 

・ 保護者⽀援プログラムの適⽤前のアセスメントが上⼿くできていないのが現状である。プログラム適⽤にも
向き不向きがあるため、親⾃⾝の⽣育歴をアセスメントに含める指針をつくる必要がある。 
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・ 「プログラム」となると親から受け⼊れられにくい、親のモチベーションが維持できない、仕事等の都合により
プログラムにかける時間を確保できない等でプログラムの継続が難しく、プログラムを上⼿く活⽤できていな
いため、他⾃治体での取組事例の紹介や、実施主体からの説明・質疑ができる機会があるとよい。 

・ プログラムの実施が⾏動変容につながっているかなど、効果測定がしきれていないため、指標についても事
例があるとありがたい。 

(5)  ⺠間と協働する⽅法についてのノウハウを知りたい 

・ 委託を含め、⺠間とどのように協働すればよいのか、具体的なイメージが持てていない児童相談所も多い。 
・ ⺠間との協働は、児童相談所ではない第三者がかかわることで親が⽀援を受け⼊れやすくなったり、休⽇

の⽀援も可能になるなどのメリットがある。 
・ 委託をする場合には、委託先との関係性の構築や⽅針のすり合わせが重要であるため、カンファレンスを

⼀緒に⾏う等の情報連携を密に⾏うための⼯夫が必要である。また、委託先と親との調整も難しいため、
この部分を担える職員を育てることも必要である。 

・ 協働したくとも協働しうる資源がない地域もある。また、児童相談所単体で、新しい資源の発掘・育成に
取り組むのは難しく、活⽤可能な外部資源の情報が整理されるとありがたい。 

・ 委託先、親、児童相談所との信頼関係が重要であることから、リモートによる⽀援は難しいのではないか。 

(6)  関係機関を含めた市区町村における⽀援体制の充実が必要 

・ きめ細やかな⽀援をしていくためには、市区町村での⽀援の充実も必要である。また、家庭復帰をした後
は、⼦どもの所属機関の役割が⼤きいため、保育園や学校の理解を進めてもらうことも重要であり、市区
町村には保護者への⽀援体制の充実を期待したい。 

・ 現状はノウハウや受け⼊れ体制がなく、役割分担が難しい市区町村もあるため、主管課や児童相談所
が研修を⾏うなど、市区町村職員のスキルアップに取り組めるのが望ましい。また、親⼦再構築⽀援にお
ける児童相談所・市区町村の役割分担を整理することも必要であり、そのためには共通⾔語も必要では
ないか。（プログラムを受けていると、市区町村への移⾏時にお互いの共通理解を深めるのに役⽴つ） 

・ ⽣活保護申請が上⼿くいかないこともあり、他課との連携にも課題がある。 
・ 乳幼児に関しては、保健師のアセスメント・指導が効果的であるため、保健センターを活⽤して予防的介

⼊を⾏うなど、⺟⼦保健に関して市区町村からの協⼒が得られると望ましい。 
・ 施設⼊所中は市区町村との関りが薄いため、措置解除前から児童家庭⽀援センター等と情報共有・連

携を⾏うなど、市区町村との関りを強化してく必要がある。 
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3． 市区町村 

(1)  市区町村側の体制の強化が必要 

・ 職員が少なく、異動も多いため、職員育成や専⾨性の確保が難しい。研修を受けてもノウハウが蓄積さ
れなかったり、構築してきた保護者との信頼関係が切れてしまうことがある。 

・ 市町村指導の実績がなく、具体的なケース・⽀援のイメージがわからない。児童相談所による相談や、ノ
ウハウを教えてもらう機会、都道府県による困りごとのヒアリングや研修の提供など、市区町村側がレベル
アップするための⽀援があると良い。 

・ ⼦ども家庭総合⽀援拠点ができたことで、拠点が中⼼になって親⼦関係再構築⽀援を実施するように
なった。 

・ 適切なアセスメントや社会資源への繋ぎ、保護者への専⾨的なアドバイスを⾏えるよう、専⾨職の配置を
充実させることが必要である。 

(2)  「市区町村の強み」を⽣かした市区町村の役割・⽀援の実施 

・ 市区町村は保護者から直接相談をうけることが多いため、親⼦の分離の際には、保護者と児童相談所
の間に⼊り、保護者に寄り添う役割を担うことが重要である。 

・ ⼦どもの所属機関や障害関係の機関など、対象家庭に関わっている関係機関も多く、連携して情報収
集や⽀援⽅針の検討を⾏っている。 

・ 当事者にも⽀援会議に参加してもらい、⼀緒に考えることも重要である。 
・ 放課後等デイサービス、社会福祉協議会、⺠⽣委員・児童委員、児童家庭⽀援センターなど、地域資

源を活⽤して⽀援を⾏っている。どこかの関係機関に保護者が繋がっていることが⼤切なので、ケース検
討会議で当事者の意⾒も踏まえ、地域資源に繋げていくことが必要である。 

・ 保護者⾃⾝のトラウマ治療のために専⾨医に繋ぎたくても受け⽫がないなど、連携先の開拓も必要であ
る。 

・ ⺟⼦保健や⽣活困窮の部⾨と連携することで、家庭の状況の把握や家庭訪問、物資の⽀給による家
族との信頼関係の構築ができる。 

・ 保護者のニーズによって、ショートステイやヘルパー派遣の利⽤を勧めている。要対協登録ケースではメニ
ューを無料で使えるようにするなど、保護者がそういった⽀援を気軽に受けられるような⼯夫が必要である。 

(3)  市区町村の役割を踏まえた、職員の⽀援スキルの習得 

・ 虐待の予防につながると、普段の業務軽減にもつながるので、ペアトレを積極的に進めていくことが重要で
ある。集団のプログラムにより、参加者同⼠で刺激し合うことで効果が出る場合がある⼀⽅、保護者ごと
に困りごとが複雑化していることも多く、個別の対応が必要な場合もある。 

・ 発達関係の担当課や保健センターなどと連携し、そこで実施しているペアトレを紹介するなど、庁内での
連携も重要である。 

・ 市独⾃の事業で社会福祉法⼈等に外部委託し、講師を招いてプログラムを保護者向け・職員向けに実
施したり、相談員による独⾃プログラムを実施している市区町村がある⼀⽅、連携できる外部機関がない
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ことや職員不⾜から実施できない市区町村もある。各地域での取組を底上げするため、県からのバックア
ップが必要である。 

・ 職員の余⼒がないため、プログラム等の実施のために外部委託をしたくても、どこに委託・連携をすれば良
いかわからないので、信頼できる委託先の情報を都道府県が収集してくれると良い。 

・ 市町村が実施するプログラム等のターゲットはどことするべきか。⼀般の⼦育てに不安のある保護者と⾃⾝
にトラウマがあり治療と合わせて実施すべき保護者を⼀緒に扱うのは難しい。 

・ プログラムの実施や研修の受講に予算がついている市区町村もあれば、予算の必要性を訴えても、財政
状況が厳しく計上してもらえなかったり、かつてプログラムを実施していても県の補助⾦がなくなり実施でき
ないといったケースもある。 

(4)  児童相談所と市区町村の役割分担を踏まえた、各々のかかわり⽅・引継ぎが重要 

・ 保護者と市の関わりがない状態での家庭復帰は、その後の⽀援につながりづらい。家庭復帰前から市区
町村が親⼦に関与し、関係性を構築したり、児童相談所や関係機関と情報共有・協議をすることで、
地域で暮らしていくにあたっての準備をすることができる。 

・ ケースを引き継ぐ場合に、どこから市がかかわるか、児童相談所との役割分担を含めた判断が必要である。
児童相談所がプログラムを開始する段階で市町村も関与できると、そのあとの⽀援がスムーズに進む。 

・ 市区町村や関係機関が懸念を抱いているにもかかわらず、家庭復帰ありきで協議が進むことがある。市
区町村と児童相談所が同じ⽅向を向いて、密な連携を図ることが重要である。 

・ 虐待への介⼊については、児童相談所と市区町村の役割分担が明確化されているが、親⼦関係再構
築⽀援については曖昧な部分があるため、共通のツールなどによりどちらが何をすべきか整理がされている
と良い。 

・ 児童相談所は専⾨性をもって対応することが必要なケースに取り組み、市はポピュレーションアプローチで
広く⼦育ての悩みに対応できると良い。 

(5)  ⺠間との協働による⽀援の難しさ 

・ ⺠間団体に事業を委託しても、⾏政が期待する役割を⺠間側が⼗分に理解していなかったり、考え⽅に
相違が出てくると、事業の⽬的が達成されないことがある。 

・ 委託先として信頼できる⺠間団体の⾒極めが必要であり、連携の際にも⾏政側がしっかりとビジョンを持
って事業を進めることが重要である。 

・ 連携可能な外部団体の開拓は１⾃治体では困難なので、国や都道府県に協⼒を仰ぎたい。 
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III． グループディスカッション参加者アンケート 

1． グループディスカッションに参加して良かった点、気づき等 

(1)  主管課 

・ この度の法改正における本事業の創設趣旨等の認識が深まった。 
・ 他⾃治体の取組状況や現状における課題を共有することができ、今後の⽅向性について考える契機と

なった。 
・ 実際に⾏っている外部委託事業の取組みや、市区町村との連携の実際などを学ぶ機会となったのは有

意義だった。 
・ 他⾃治体と意⾒交換する機会が少ないため、とても良いグループディスカッションとなった。 
・ 事業展開における課題（予算・⼈材育成・⼈材確保など）についてはどの⾃治体も同じような悩みを抱

いていることが再確認でき、安⼼した。 
・ 普段やっている調査だと、当⾃治体の状況だけ⼊⼒・回答し、後は結果の冊⼦を確認するだけだったの

に対し、他⾃治体から直接を聞けてその場で質問もできるので、他⾃治体の現状把握、情報交換という
意味合いでも有意義だった。  

・ 調査票を⽤いた調査だと、どうしても⾔葉を選んでしまい硬い⽂章や回答になりがちだが、ディスカッション
形式だと⾔葉として話せるので、思いの部分を話しやすかった。 

・ 厚労省の⽅とも率直な意⾒交換ができてとても良い機会になった。 

(2)  児童相談所 

・ 親⼦関係再構築⽀援について検討している最中であり、他児相の体制や取組み内容についてリアルな
話を聞くことができて有意義だった。 

・ どこの児相でも同じような悩みを抱えていることが分かり、⾃分と同じように戦っている⽅がたくさんおられる
ことを感じられてよかった。 

・ 親⼦関係再構築⽀援の取組みについて、地域差が⼤きい⼀⽅で、保護者への⽀援についての課題は
地域差が少なく共通の意識を持っていることが分かった。 

・ 他児相の話を聞くことで、今後の当所での⽀援の在り⽅や業務分担等に関して、参考になる情報を得る
ことができた。 

・ ⾃分たちの児相の当たり前と思っていたことや、逆に⾜りていないところなど、強み・弱みに気づくことができ
た。もっとこうしてみたい、という点も分かった。 

・ 今回のグループディスカッションのように、情報共有する場所は⼤切だと感じた。他児相の取組みを⾃児
相にも取り⼊れられるよう、情報を提供していきたい。 

・ 児相で業務していると、事業を客観的に検討することが少なく、実務を⾏う上でも必要な視点を振り返る
ことができた。 

・ ⽀援＝プログラムでは決してなく、親との関係づくりや関係機関との連携が⼤切であることをあらためて感じ
た。⼀⽅で、様々なプログラムについて学ぶ場を職員に保障してあげたいとも思う。 
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・ 外部機関利⽤について今まで全く考えたこともなかったが、他児相の話を聞きながら発⾔したことで、連携
の⽷⼝について考えることができた。 

・ 外部委託について、これまで外部に丸投げだったため、協働の在り⽅について知ることができたのは興味
深かった。 

・ これから保護者⽀援プログラムの導⼊を検討しているが、事業化に⾄っていない児相が多いことを知って
安⼼した⼀⽅で、今後の課題であると認識した。  

・ 外部委託のメリットを知ることができた⼀⽅で、組織内に家族⽀援専⾨職員を配置する事で⽀援の共
通理解を図りやすく、担当職員と家族を総合的に⾒ながら必要に応じた介⼊ができる点もあるなど、⼀
⻑⼀短だと感じた。 

・ 厚⽣労働省の関りについて知り、考えを聞くことができてよかった。ぜひ現場の意⾒を参考にしてもらいたい。 

(3)  市区町村 

・ 他⾃治体の状況や具体的な⽀援内容について知ることができ、思いや課題を共有できた。 
・ ⾃治体によって職員の⽀援体制が異なり、⾃⾃治体でも新たに取り組めることもあるのか、と可能性を感

じた。  
・ 他⾃治体の取組みや考えを聞ける機会はなかなか無いので、貴重な機会になった。 
・ 主管課の事業なので市区町村は関りが薄いと思っていたが、市区町村の意⾒を聞いてもらえてよかった。 
・ 親⼦関係再構築⽀援について知識を深められた。ペアトレを取り⼊れることは⼤変な⾯もあるが、虐待

予防等、職員も学ぶことでスキルアップにつながると思った。 
・ 各⾃治体の悩みはどこも似ていると感じた。 児相との連携不⾜は課題であることが分かった。 

 

2． グループディスカッションについて、こうしたほうがよいと思ったこと 

(1)  主管課 

・ もっと多くの⼈が参加できて⾊々な話が聞けるとよい。 主管課・児相・市区町村が交わって意⾒交換で
きる場があるとお互いの⽴場の思いも聞けて良いのではないか。 

・ 今回のグループディスカッションは地域ごとの開催だったため、他の地域の⾃治体の話も聞けると、情報が
広がりやすいと思う。 

・ もっと細かく聞きたいことなどもあったため、ディスカッションの時間がもう少し欲しかった。 

(2)  児童相談所 

・ 「児相の〇〇の業務」における〇〇のテーマなど、テーマ設定を絞ることで実態に迫るディスカッションになる
のではないかと感じた。 

・ ⼤⼈数だと話す⼈が偏ってしまうため、もっと少⼈数で、より深い話ができたら良かったと思う。 
・ 現状の報告については、参加する⾃治体・児相のプロフィールを事前に共有できるようなものがあったら、

それを踏まえた上でプラスアルファの議論ができたように思う。 
・ 保護者⽀援プログラムや援助指針について時間が多く割かれたが、在宅ケースの親⼦関係再構築をどう

進めるかなど、もっと幅広な話だと思うので、網羅的に意⾒交換するには時間が短いと感じた。  
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・ 今後策定されていく「親⼦関係再構築⽀援事業」に必要な課題や、ガイドラインに期待したい内容などを
活発に議論することを想定して臨んだが、職員の育成や⽀援課を所内にいかに設けるかというような話題
が後半の話題の中⼼になったことは、期待していたテーマの本質とは、ややずれたように感じ残念だった。 

・ ⾃治体ごとに現時点での体制、資源、取り組み状況が異なるため、 同じレベルでの課題を抱える⾃治
体同⼠でも、話ができる機会があればよいと感じした。 

・ 様々な年齢の⼈（新しく児相の業務に就いた⼈など）の⽣の声を聴けると、何に困り、何を必要として
いるのかより分かるのではないかと思う。若⼿向けのディスカッションの場があるとよい。 

・ 児童家庭⽀援センターも含めてディスカッションができるとよい。 
・ 親⼦関係再構築⽀援といっても、そこに絡む施設・⾥親諸々の課題とつながっているため、その⾃治体全

体の事情の中で抱える課題を共有できるとより勉強になったかと思う。 
・ 児相には社会から求められているさまざまな⽴場があることから、グループディスカッションでどれくらい本⾳や

実情が語られたか疑問が残る様⼦のように感じた。現場の⽣の声を聞くためには、さらに何らかの⼯夫が
必要となるように感じた。 

(3)  市区町村 

・ 当⽇のテーマについて、事前にもっと詳しく（提供された資料以上に）わかっていれば、もう少し準備した
上で参加できたと思う。 

・ 参加している⾃治体の基礎情報（⼈⼝規模、相談員の配置状況、出席者の所属、担当、連絡先な
ど）があった上で話ができるとより良かったと思う。  

・ 主管課の職員ともディスカッションができればよかった。 
 

3． その他意⾒・感想等 

(1)  主管課 

・ 法令改正に伴う新規事業の⽴ち上げとなる⾃治体がほとんどとなると思うので、この調査研究の結果が
事業化に⼤きく影響を与えると思う。 

・ 児相だけでなく主管課、市区町村のグループがあったのは⾯⽩い試みだった。なかなか時間が取れないが、
⾃治体単位で同様の機会が作れるとよい。 

・ ガイドラインとしてとりまとめるにあたり、意⾒の多かった部分に関しては、ぜひ盛り込んでもらいたい。 
・ 他⾃治体の状況についてのとりまとめの情報提供や、⽀援プラン・プログラムの好事例の共有をしてもらえ

るととても参考になる。 
・ 外部委託先の⼀覧や取組⾃治体、委託予算規模など、全国の状況が分かる⼀覧がほしい。  

(2)  児童相談所 

・ 全国的な事業として、より具体的な指針の必要性を感じた。 
・ 全国で⾏われている親⼦関係再構築⽀援事業の事例や内容と、どこで提供を受けられるかのとりまとめ

につながることを期待している。 
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・ 児相の各職員は、再統合、再構築と⾔われると、特に経験の浅い職員はプレッシャーに感じてしまうことも
あるかと思うので、安⼼材料として、家庭復帰だけが家族の在り⽅ではないということもガイドラインで⽰し
てもらいたい。 

・ 時間の関係もあって難しいと思うが、⼀つのテーマを深ぼりしながら話を出し尽くすような話し合いもしてみ
たいと思う。 

・ 今回のグループディスカッションは地域ごとに分けられたが、今後意⾒や情報交換する際には、地域を⾶び
越えてグルーピングすることも検討してほしい。 

・ 法定事業となるが、各⾃治体によって内容に⼤きく差が出ると考える。 実施して、そのあり⽅を持ち寄っ
て検討し、各⾃治体がさらにより良いものに変えていくような、よい意味での競争となればよいと思う。 

・ 親⼦を⽀える CW・⼼理司・学校・病院がつながるように、⽀援・⾒守りをし、みなが⾒通しをもてるように
関係を取り持つ児相であるように⽅向性を確認できるとよい。児相の仕事は共に考えるところであると全
体、全国⺠に広報してほしい。 

・ ⼼理司及び⼼理的なプログラムにしぼるのではなく、児相の家庭復帰担当や親⼦⽀援担当といった役
割に精通した⼈の協⼒を得て、児相における「親⼦関係再構築」の全体像を明確にするところから始めら
れるとよいと思った。 

・ 親⼦関係の再構築に関しては、必ずしも何らかのプログラムを実施する、またはそれを外部委託する、とい
うミクロな取組みではなく、①家庭が抱える問題や⼦どもの特性等について保護者と共に理解する段階、
②親⼦の歩み寄りのステップ、③同じ⽬標を掲げる段階、④⼀緒の時間を過ごす中で問題を解決してい
く段階、というような⽀援の流れ全体に⽬を向ける必要があるのではないかと思う。 

・ 親⼦関係再構築⽀援と、その⽀援の結果家庭に戻るかは別のもので、家庭に戻って虐待が再発したり、
虐待死が起これば児相は⾮難される。今回の研究の⽬的から仕⽅ないのかもしれないが、再構築⽀援
を掲げるとき、児相は並⾏してその改善結果や虐待リスクへのアセスメントが迫られる。アセスメントの必要
性についても何らかの形で触れてほしい。 

・ 「親も助けて欲しかった」という、最後に委員の先⽣が紹介していたことが⼼に残った。⼦どもだけでなく、親
を助けるためにはどうすればよいか。児相は⼦どもを守る組織という認識を変える必要があるのか︖ 

・ 保護者⽀援に向けた保護者のモチベーションや意欲に関する部分について、事業化や選択肢が増えてき
たときに、⽀援の中でどのくらいアシストしていけるか、それも含めて⼈材のレベルアップも必要かと思う。 

・ 外部に委託できるような⺠間の機関がないところが多いと思われるので、実態に即した対応が求められる
と思われる。 

・ 現場の意⾒や困りごとを聞いてもらえて、今後、現場が動きやすいよう施策に反映されることを期待したい。 
・ 次々施策や事業が打ち出されるが、児相の⼈員増の中で⾜固めをしっかりしたいところに、新たなお題が

次々出てくる印象がある。少なくとも、地域に合わせた事業展開を選択できるような予算事業にしてほし
い。  

(3)  市区町村 

・ ⼦どもたちのためにどういう仕組み作りがよいのか、ぜひ調査研究を⾏いまとめてもらいたい。 
・ 各⾃治体の連携⼒、役割分担能⼒、⾃主性等に委ねるものではなく、都道府県、児相、市区町村の

役割を⽰してもらいたい。 
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・ 市区町村が⽀援している在宅の保護者等の中にも、親⼦関係の再構築が必要だと思われるケースがあ
る。市区町村が置き去りにならない形でガイドライン等の作成をしてもらいたい。 

・ 早期発⾒・重度化防⽌の観点からして、市区町村に保護者⽀援施策を⼿厚く講じるべきだと考える。 
児相に⼿厚く親⼦関係再構築施策を講じても、市区町村をおろそかにしていては児童虐待の現状は変
わらないのではないか。 
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第３章 対話会 

I． 開催概要 

(1)  実施⽬的 

グループディスカッションに加え、親⼦関係の再構築⽀援について前向きに取り組みたいと思われている児
童相談所や都道府県、市区町村を対象に、各児童相談所・⾃治体が⾏っている親⼦関係の再構築⽀
援の取組について共有したり、本事業の検討委員会委員が⾏っている取組を紹介する場を設け、児童相
談所等における実践を⽀援する機会として、対話会を実施した。 

 

(2)  参加対象 

グループディスカッションに参加した児童相談所・⾃治体のうち、参加希望者 
 

(3)  開催⽇時 

第１回 令和 4 年 11 ⽉ 29 ⽇（⽕）16 時〜17 時 30 分 
第２回 令和 4 年 12 ⽉ 13 ⽇（⽕）13 時〜15 時 
第３回 令和 5 年 2 ⽉ 3 ⽇（⾦）16 時〜17 時 30 分 

 

(4)  参加状況 

図表 ３-1 対話会 参加⾃治体・児童相談所数 

 主管課 児童相談所 市区町村 合計 
第１回 3 13 4 20 
第２回 3 13 2 18 
第３回 1 15 1 17 
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II． 対話会での主な質問・話題 

(1)  第１回  

①話題提供のテーマ ≪親⼦関係再構築⽀援の取組み≫ 
・ ⼤阪市家族回復⽀援事業⽴ち上げをふりかえって 
・ 堺市の親⼦関係再構築⽀援に関する取組みについて 

  ②参加者からの質問事項 
・ 堺市の職員が受講した認知⾏動療法の研修について 
・ 家族単位のプログラムの有効性について 
・ 当事者参画の重要性、ラップアラウンドによる⽀援について 
・ ⾃治体独⾃の保護者⽀援プログラムの取組みについて 
・ 組織内の認識や意識づけを変える為に必要なことについて 
・ 児相との連携における、市区町村への期待や市区町村の強みについて 

(2)  第 2 回 

①話題提供のテーマ︓ 
・ 福岡市児童相談所における親⼦関係再構築⽀援の取組み（福岡市児相） 

 家族移⾏⽀援チームの活動について 
 実態調査に基づく施設⼊所⻑期化ケースに対する介⼊の⾒直しについて 
 ⺠間団体（CRC）との協働について など 

  ②参加者からの質問事項 
・ CRC のプログラムを福岡市で実施するようになった経緯について 
・ ⾥親委託率の向上と家庭復帰について 
・ 実態調査を⾏った経緯、どのような指標を⽤いて調査を⾏ったのかについて 
・ ⼦どものパーマネンシー保障について 
・ 早稲⽥⼤学と⼭梨県協働で実施している家庭養育推進⾃治体モデル事業の紹介 
・ IFCA の活動と⼦どもの意⾒を聞き取るのみ効果的なツール（本）紹介 

(3)  第３回 

①各児童相談所・⾃治体における親⼦関係再構築⽀援に関する取組みについて概要紹介 
②参加者からの質問事項 

・ 親⼦関係再構築⽀援を⾏う上での必要性の把握や⽀援⽅針の決定について 
・ 京都府家庭⽀援総合センターの寄り添い⽀援チームについて 
・ ⻑野中央児童相談所のケース進⾏管理⽅法について 
・ 外部と協働して実施しているプログラム・メリットについて 
・ 名古屋市⻄部児童相談所、堺市こども相談所より取り組んでいるプログラムの紹介 
・ プログラム実施後の効果測定やフォローアップについて 
・ 保護者への動機づけを⾏うためのアプローチ⽅法について 
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第４章 インタビュー調査 

I． 実施概要 

(1)  実施⽬的 

グループディスカッションで出された親⼦関係再構築⽀援に関する取組みのうち、他の児童相談所・⾃治
体に参考になり得ると考えられる事例について取組み事例集を作成することを⽬的として、インタビュー調査
を実施した。 

 

(2)  調査対象 

他の児童相談所・⾃治体に参考になり得る親⼦関係再構築⽀援の取組みを⾏う児童相談所・⾃治体。 
 

(3)  調査⽇程 

⽇程︓令和 5 年１⽉下旬〜3 ⽉上旬 
⽅法︓ZOOM 

図表 ４-1 インタビュー調査⽇程・調査対象 

 ⽇時 児童相談所・⾃治体 
1 １⽉ 25 ⽇（⽔) ⻑野県 県⺠⽂化部⼦ども若者局こども・課程児童相談・養育⽀援室 
2 １⽉ 26 ⽇（⽊） 福岡県 福祉労働部児童家庭課 ＆ 福岡児童相談所 
3 １⽉ 27 ⽇（⾦） ⼭形県 中央児童相談所 
4 １⽉ 27 ⽇（⾦） ⽯狩市 保健福祉部⼦ども相談センター 
5 ２⽉ 1 ⽇（⽔） 京都府家庭⽀援総合センター 
6 ２⽉２⽇（⽊） 名古屋市中央児童相談所（企画調整担当） 
7 ２⽉３⽇（⾦） 堺市⼦ども相談所 
8 ２⽉８⽇（⽔） 福岡市こども総合相談センター 
9 ２⽉９⽇（⽊） 加東市 福祉総務課 家庭児童相談室 

10 ２⽉９⽇（⽊） ⻑野県伊那市 教育委員会学校教育課⼦ども相談係 
11 ２⽉ 10 ⽇（⾦） ⾼知県いの町 教育委員会事務局 
12 ２⽉ 27 ⽇（⽉） 奈良市⼦育て⽀援センター 
13 ３⽉ 1 ⽇（⽔） さいたま市児童相談所 
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II． 取組み事例の概要 

取組み事例の概要は以下のとおり。 
詳細については、別添の「親⼦関係再構築⽀援に関する取組事例集」に掲載。 

図表 ４-2 取組事例の概要 

 児童相談所・⾃治体 取組み内容 
事例 1 ⾼知県いの町 当事者や関係機関が参加する「家族応援会議」により、親⼦を中

⼼とした⽀援体制が充実 
事例 2 ⻑野県伊那市 親と⼦ども、その関係機関が参加するケース⽀援会議により、個々の

家族にあった⽀援を実施 
事例 3 ⻑野県 虐待が主訴の全措置児童を対象に、児童相談所と施設職員が⼀

緒に親⼦関係再構築の視点でアセスメントして⾃⽴⽀援計画策定
事例 4 福岡県 定期的なスクリーニングの「仕組み」と、児童相談所の組織として⽀

援する体制を構築 
事例 5 ⼭形県 児相所内に「家庭⽀援」のプロジェクトチームを設置し、組織としての

⽀援体制構築を⽬指す 
事例 6 京都府 「寄り添い⽀援チーム」がハブ役を担うことで、当事者や委託先との

調整をスムーズに 
事例 7 埼⽟県さいたま市 サインズ・オブ・セーフティ・アプローチを組織的に導⼊し、⽀援を展開 
事例 8 福岡県福岡市 実態調査から⽀援の⽅向性を明確にし、措置を適切に活⽤するた

めの様々な取組みを展開 
事例 9 ⼤阪府堺市 外部との連携と内部プログラムの活⽤で多様な⽀援を実施 
事例 10 奈良県奈良市 ラップアラウンドのマインドをもとに、地域のチカラを活かした当事者主

体の⽀援を実施 
事例 11 愛知県名古屋市 事業の⽬的を明確にして対象者を設定し、⽀援効果を「⾒える化」 
事例 12 茨城県 県内全市町村でのペアトレ開催により、県全体としての⽀援体制を

充実 
事例 13 北海道⽯狩市 市職員が作成した⼦育て講座を実施し、それを通じて得たノウハウを

個別の⽀援にも展開 
事例 14 兵庫県加東市 周辺市町からも参加者を募集し、市が実施するプログラムを広域で

提供 
 
 
 



23 

第５章 保護者（親）へのアンケート調査 

I． 実施概要 

(1)  調査の⽬的 

令和６年度より法定事業となる「親⼦再統合⽀援事業」の有効活⽤等、各家庭の状況に応じた適切
な親⼦関係再構築に向けた⽀援を⾏うための体制強化に向けたガイドライン案の策定等を進めるにあたり、
当事者である保護者の意⾒等を本ガイドラインに反映させるため、児童相談所において親⼦関係の再構
築に向けた⽀援を⾏っている保護者にアンケート調査を実施した。 

 

(2)  実施期間 

令和４年 12 ⽉ 12 ⽇から令和５年２⽉ 28 ⽇まで 
 

(3)  調査対象 

「児童相談所が親⼦関係の再構築に向けた⽀援をしている（していた）保護者」を対象として実施 
 

(4)  配布・回収⽅法 

・ Web アンケート形式で実施 
・ 本調査研究事業のグループディスカッションに参加した児童相談所 83 か所に、調査協⼒依頼をメール

送付 
・ 調査対象者に、各児童相談所から Web アンケートページの QR コード・URL を記載した依頼⽂を案内 
・ 各調査対象者が Web アンケートページにアクセスし、回答・回収 
 

(5)  回収状況 

回収状況は以下の通り。 
 

回答数 有効回答数 
16件 16件 
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II． 調査結果 

1． 回答者の属性 

(1)  性別 

性別は、「男性」が４件、「⼥性」が 10 件、「答えたくない」が２件だった。 

(2)  年代 

年代は、「20 代」が２件、「30 代」が５件、「40 代」が８件、「無回答」が１件だった。 

(3)  ⼦どもの⼈数 

⼦どもの⼈数は、「２⼈」が７件、「３⼈」が７件、「４⼈」が１件、「無回答」が１件だった。 

(4)  ⼦どもの年齢 

⼦どもの年齢について、「⼀番上の⼦ども」は、最⼤値が 17 歳、最⼩値は５歳、平均値は 10.8 歳だっ
た。「⼀番下の⼦ども」は、最⼤値が 11 歳、最⼩値は０歳、平均値は 6.7 歳だった。 

(5)  児童相談所とかかわりはじめた時期 

児童相談所とかかわりはじめた時期は、「１年以上前」が 10 件、「１か⽉以上前〜１年未満」が５件、
「１か⽉未満」が０件、「無回答」が１件だった。 

 

2． 意⾒を聞いてもらえたか、希望や想いが反映されていると感じるか 

児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想いや意⾒を聞いてもらえたかを聞いたところ、「そう思う」が 11 件、
「ややそう思う」が２件、「あまり思わない」が２件、「思わない」が１件だった。 

また、親⼦の今後や、児童相談所のかかわり⽅などについて、希望や想いが反映されていると感じるかにつ
いて聞いたところ、「そう思う」が８件、「ややそう思う」が５件、「あまり思わない」が２件、「思わない」が１件
だった。「そう思う」・「ややそう思う」、「あまり思わない」と回答した保護者の、そう感じた理由や出来事につい
ての回答は以下の通り。 

 

■「そう思う」「ややそう思う」と回答した保護者 

○職員に寄り添ってもらい、⾃分の思いや希望をしっかり聞いてもらえた 
 児童相談所さんと直接⾯談をして、⾃分の思いや希望もしっかり聞いてもらっているし、⼦ども達の

疑問もちゃんと向き合ってくれて、親⼦⾯談をしてくれました。（30代⼥性︓児童相談所とのかか
わり１年以上前／児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想いや意⾒を聞いてもらえたか「そう思
う」） 

 親の、⼦どもに対する考え⽅を聞いてもらい、不安の解消につながると思いました。（40代男性︓
児童相談所とのかかわり１年以上前／児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想いや意⾒を聞い
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てもらえたか「そう思う」） 
 ⼦どものその時の気分次第でなかなかゆっくり話す時間をとれないですが、短い時間の中でも話を

聞いてくれて気持ちに寄り添ってもらえ、⼦どもの⾏動になかなか気持ちがついていけず感情も出て
しまうけど、反論するのではなく同感してもらえ、あたたかい⾔葉をかけてもらえて本当に助かります。
児童相談所へ⾏ったときも⼦どもが暴れたり、迷惑をかけてしまい、「すみません」と何度も謝ること
が多々あったのですが「ここでは申し訳ないと思わないで下さい︕⼤丈夫ですから︕気兼ねしないで
ここへ来て下さい︕」と⾔っていただき、本当に嬉しく思いました。（40代⼥性︓児童相談所との
かかわり１か⽉以上前〜１年未満／児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想いや意⾒を聞いて
もらえたか「そう思う」） 

 解決策が必要なことは⼀緒に考えてくださり、ただの愚痴のような形になってしまってもしっかり聞いて
いただけているので、どんな事でも安⼼して相談する事ができています。絶妙に良いタイミングでご連
絡を頂いたり、⾯談⽇時や電話に関してもこちらの都合に合わせていただいているのでとても助かり
ます。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前／児童相談所との⾯接の中で、⾃分
の想いや意⾒を聞いてもらえたか「そう思う」） 

 
■「あまり思わない」と回答した保護者 

○担当が変わり、職員間の情報共有がされていない 
 担当が変わってしまった。⼦ども担当と、親担当者とで情報の共有がされている感じがしない。

（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前／児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想
いや意⾒を聞いてもらえたか「ややそう思う」） 

○職員に思いを伝えても答えてもらえず、寄り添ってもらえない 
 ⾃分の思いを⾔っても、それはお答えできませんと⾔うばかり。虐待してもいないのに虐待したみたい

な。虐待は、暴⼒を振るう・精神的ダメージを与える等の事だと思うけど、両親が喧嘩してるだけで
も精神的虐待だと⾔われた。どこの夫婦でも夫婦喧嘩くらいしてると思う。だからもっとしっかりと内情
を調べて保護するべきだと思う。そのため、嫁は鬱になるし、私⾃⾝も仕事と今回の件で相当な精
神的ダメージを味わった。（40代男性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以上前〜１年未満／
児童相談所との⾯接の中で、⾃分の想いや意⾒を聞いてもらえたか「あまり思わない」） 
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3． 児童相談所とかかわる前と今での考え⽅や気持ちの変化 

児童相談所とかかわる前と今での考え⽅や気持ちの変化について、「変化した」が８件、「やや変化した」
が６件、「あまり変化しなかった」が１件、「変化しなかった」が０件、「無回答」が１件だった。「変化した」
「やや変化した」と回答した保護者に、そのきっかけや、どのように考え⽅や気持ちが変化したかについて尋ね
た質問への回答は以下の通り。 

 
■「変化した」「やや変化した」と回答した保護者 

○職員に親⾝に対応してもらえた 
 困っている時にすぐに対応し、親⾝になってくださいました。担当の⽅の⼈柄が良く、温かいので⾃⾝

が前向きになれました。（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以上前〜１年未満） 

○職員に素直に思いを話せる 
 親としての善し悪しは別として、親として⼦どもに対してどうしてしまうかを素直に話せる⼈がいたから。

（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 

○⼦どもとのかかわり⽅を考え直せた 
 今までの⼦どもに対する接し⽅などを⾒つめ直せると思った。（40代男性︓児童相談所とのかかわり

１年以上前） 
 ⼦どもとの関わり⽅について、改めて考え直すきっかけとなった。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわ

り１年以上前） 
 まずは絶対に⼿をあげてはいけない、ということをしっかり教わったので、そこは改善できたと思います。

⽇々の出来事や、何か問題がなかったかを定期的に確認していただくことによって、腹が⽴つ出来事が
あったとしても、ふっと頭をよぎり、思いとどまる事ができています。話を聞いてもらうことでストレス発散にな
り、落ち着いて⼦どもと接する事ができるようになったと思います。（30代⼥性︓児童相談所とのかか
わり１年以上前） 

○必要な⽀援を受けられて助かっている 
 ⾥親制度を利⽤したおかげで、1番上の⼦の治療に専念出来たし、⾃分⾃⾝も病気なので、レスパイ

トや治療に専念出来る事が、とても助かっている。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以
上前） 
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4． 児童相談所とかかわって良かったこと 

児童相談所とかかわってよかったと思うかを聞いたところ、「そう思う」が９件、「ややそう思う」が４件、「あま
り思わない」が１件、「思わない」が２件だった。 

児童相談所とかかわってよかったと思うかについて、「そう思う」「ややそう思う」と回答した⼈に、児童相談所
とかかわって良かったと思うことを聞いたところ、以下のような回答があった。 

 

○困った時に相談できる、助けを求められる、寄り添ってもらえる 
 ⼦どもとの接し⽅を学ぶ機会になったり、今まで困った時に⼀⼈で悩んでいましたが、すぐに相談でき

る場所が出来て⼼が軽くなりました。とてもありがたいです。（40代⼥性︓児童相談所とのかかわ
り１か⽉以上前〜１年未満） 

 助けて欲しい時に、助けて欲しいと⾔える先があることは、すごく⼼の⽀えになります。いつもありがとうござ
います。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 

 気持ちをリセットできる（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 

○しんどい時に話を聞いてもらえる 
 夫婦で気持ちを寄り添っていけたら⼀番いいのですが、なかなか夫には⼦どものこと理解してもらえず⼀

番近くにいる⼈には気持ちを打ち明けたり相談ができず、⼀番⻑く⼦供の側にいて⾏動を⾒ている私に
は⾟くなることが多々あり、めげそうになったりします。児童相談所に⾏った時にこんなことがあったとか話を
聞いてくれる⽅がいるだけでも本当に助かります。（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以
上前〜１年未満） 

 ⼀⼈で抱え込まなくなった。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 
 気持ちのはけ⼝になった。聞いてもらえるだけで、⾃⼰満⾜できる。（30代⼥性︓児童相談所とのか

かわり１年以上前） 

○助⾔を受けられる、勉強になる 
 ⾊々な相談を受けている専⾨家なので助⾔を受け、気持ちを理解してもらえたことなど。（40代男

性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 
 ⾊々と勉強になったが、精神的ダメージが⼤き過ぎた。もっと我々に寄り添って欲しかった。（40代男

性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以上前〜１年未満） 

○必要な⽀援を受けることができた 
 ⾝内に頼れないので、児童相談所と関わっていなければ、路頭に迷うところでした。医療ケア児を持つ

親としては、きょうだいのいる⼦どもたちを誰が⾯倒をみるかの問題が出てくるので、⾥親制度を利⽤でき
て、本当に良かったです。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 

 
  



28 

5． 児童相談所や他の⽀援者とかかわる中で気になった点、改善した⽅が良いと思った点 

児童相談所や他の⽀援者とかかわる中で気になった点、改善した⽅が良いと思った点を聞いたところ、以
下のような回答があった。 

 

○もっと寄り添って対応をしてほしい 
 教科書通りの対応ばかりでもっと寄り添って欲しい。⼦どもを保護したならどんな理由で、何がダメな

のか詳しく教えて精神的ダメージを和らげて欲しい。本当に虐待してるなら話は別だけど。（40代
男性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以上前〜１年未満） 

○児童相談所が多忙で、連絡がとれない 
 児童相談所は忙しそうで、担当者が不在の時があり、直接連絡が取れない事が何回かあった。⾯

談の予定などが遅れていき、つらい思いをした。（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１か⽉以
上前〜１年未満） 

○担当者間の情報共有ができていない、担当者を選べない 
 情報の共有が不⾜している点があったり、以前も話した内容を聞かれていると感じることもあった。

⼦どもが男性嫌いなため、担当者を男性か⼥性かで選べない点が残念だった。（30代⼥性︓児
童相談所とのかかわり１年以上前） 

○⼦どもの様⼦を教えてもらいたい 
 親⼦別々の⾯談の後、⼦どもがどんな気持ちでいるのかなどを教えてくれると良い。気持ちの変化や

様⼦など。（40代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 

○⼤変なときに⼦どもを預けられる場所があるとよい 
 どうしても今、⼦どもたちと距離を取らないと何かしてしまいそう、という状況に陥った時に、すぐに預け

られたり、⾒てもらえる先があると安⼼かなぁと思いました。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり
１年以上前） 

○⾃分の⼦どもと接する際に、他の⾥⼦に気を遣うのが⼤変 
 ⾥親さんに⼦どもたちを預けているのですが、ファミリーホームなので、他の⾥⼦さんに気を遣わなけ

ればならないのが⼤変です。誕⽣⽇プレゼントを渡せない、⾥⼦さんの前では、あまり話が出来ない
など、気を遣う。（30代⼥性︓児童相談所とのかかわり１年以上前） 
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III． 考察 

1． 保護者が求める児童相談所について 

(1)  話を聞いてもらうことが当事者の安⼼と安定につながっている 

・ 保護者からの児童相談所に対するポジティブな意⾒として、「考えを聞いてもらい、不安の解消につながる」
「愚痴もしっかり聞いてくれる」「話を聞いてもらうことでストレス発散になり、落ち着いて⼦どもと接することが
できる」「児童相談所で話を聞いてもらえるだけで助かる」「話を聞いてもらえるだけで気持ちのはけ⼝にな
り、満⾜感を得られる」といった意⾒があり、特別な⽀援以前に、⽇々の相談・⾯談の中で話を聞いても
らえること、想いを受け⽌めてもらえること⾃体が保護者にとっての安⼼・安定につながり、⼦どもとの関係
性の改善にもつながっている。 

(2)  ⾃分を否定せず、共感してくれる相⼿に⼼を開ける 

・ 話を聞く姿勢として、「反論ではなく同感してもらえる」「親としての善し悪しを判断されない」「気持ちを理
解してもらえた」といった意⾒もあった。話を聞く際に、⾃分を否定せず、受け⽌めてもらうことが求められて
いる。 

・ 逆に、「希望を伝えても⼗分な説明なく否定される」「措置の理由を説明してほしい」「担当者間の情報
共有がなく、以前話した内容をまた聞かれた」といった意⾒もあり、想いを受け⽌めてもらえないこと、納得
感のないまま物事が進められることは不信感につながっている。 

・ 「話を聞いてもらえた」「同感してもらえた」という感想を書いている保護者で肯定的な評価が多いことから、
児童相談所としていきなり指導的なスタンスで接するのではなく、まずは保護者に寄り添って関係性を構
築することが⼤切であるといえる。この関係性構築がしっかりできていないと、児童相談所からの助⾔等も
全て否定的に取られてしまうと思われる。 

・ たとえ最終的に保護者の希望通りにはならなかったとしても、少なくとも⾃分の想いが伝わった、受け⽌め
てもらえたと保護者が感じられ、納得できる受け⽌め⽅や、事実の伝え⽅・説明の仕⽅が重要である。 

(3)  困った時に助けを求められる場所があること⾃体も⼼の⽀えになっている 

・ 「周りに頼る⼈がなく、相談できる唯⼀の場所」という意⾒があり、児童相談所が駆け込み寺のような存
在になっている。 

・ 「⼀⼈で悩んでいたがすぐに相談できる場所ができて⼼が軽くなった」「助けてほしいときに助けを求められ
る先があることが⼼の⽀え」といった意⾒もあり、何かあった時に頼ってよい場所があること⾃体が保護者の
⼼の負担・不安を和らげることにつながっている。 

・ 児童相談所が、こどもの最善の利益を第⼀として、こどもの命を守ることを最優先事項としつつも、保護者
にとっても「悩みや不安があれば相談できる機関」となることで、保護者にとっての「⼼の⽀えになる場所」が
できる、増えるのではないか。そのためには、児童相談所における上記(1)、(2)の実践が重要である。 
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(4)  ⾃分が中⼼にされているということが⾏動で伝わると信頼関係が構築される 

・ 「困っているときにすぐに対応してくれる」「⾯談等を⾃分の都合に合わせてくれる」「⼀緒に考えてくれる」な
ど、職員の⾔動から、職員が⾃分のことを考えてくれている、⾃分のことを優先してくれている、と感じられる
ことが、児童相談所への信頼につながっていると考えられる。 

・ 逆に、「担当者が多忙で連絡が取れず、⾯談予定が遅れてつらかった」「担当者が変わり職員間の情報
共有がされていない」「教科書通りの対応をしないでほしい」といった意⾒もあり、優先順位が低い、蔑ろに
されていると思われる対応が保護者の不信感の要因の１つになっている。 

・ 職員の多忙さや担当者間の引継ぎについては、制度⾯や組織全体での改善が必要な事項である。児
童相談所の制度・組織としての課題が、ケースにもマイナスの影響を与えていることも改めて認識する必
要がある。 

・  (1)〜(3)は児童相談所ではない機関や⼈でもできることであり、(4)については現状の児童相談所より
もそれが可能な機関や⼈がいる可能性がある。 

・ 児童相談所での(1)〜(4)の実施とともに、当事者をそういった姿勢で受け⽌めてくれて、困った時に頼れ
る⼈・場所が多数できることが期待される。 
 

2． 「当事者の声を聴く」ことについて 

(1)  当事者へのアンケートの意義 

・ グループディスカッションにおいて、当事者の想いに寄り添った⽀援ができるとケースの改善につながりやすい
といった話を⽀援者側から聞いたが、保護者側からも思いを受け⽌めてもらうこと⾃体が変化のきっかけに
なるという裏付けの声を聞くことができた。 

・ 今回のアンケート調査については、依頼しても問題ないと児童相談所が判断した保護者に案内したため、
児童相談所との関係がよい状態にある保護者からの回答が多いと推察される。しかし、児童相談所に対
して否定的な意⾒からも、保護者が児童相談所に求めていることは同じであるということを確認できた。 

・ 児童相談所職員からは「これまで保護者に感謝されたことはない」との意⾒もあるが、⽇常業務の中で保
護者からこのようなフィードバックを受ける機会がないだけではないかと思われる。また、アンケートからはネガ
ティブな意⾒や要望が多く出てくることを想像しがちではあるが、適切な聞き⽅をすることで、今回のような
意⾒を得られることも確認できた。 

・ ⾃分の担当ケースでなくとも、こういった⽣の声を聞くことで⽇々の業務の意義を再確認できるのではない
か。 

(2)  当事者の声の意味 

・ 今回の調査における⾃由意⾒の内容は、本事業を含め、これまでの児童相談所に関する調査研究等
でも児童相談所における相談⽀援の在り⽅として確認されてきたところである。しかし、保護者の⽣の声と
して聴くと、そのように思った理由や想いの部分まで伝わってくるため、⼀つひとつの⾔葉に重みがあり、「当
事者の声を聴くこと」の⼤切さと必要性を改めて感じることができた。 
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・ 今回の調査結果を児童相談所とも共有することで、当事者の声を聴ける機会をどうつくっていくか、その
取組みを始めるきっかけになることを期待したい。 
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第６章 親⼦関係再構築⽀援に関する研修会 

I． 実施概要 

(1)  実施⽬的 

親⼦関係再構築⽀援に関するグループディスカッションや対話会、インタビュー調査において得られた意⾒
等をもとにとりまとめを⾏った「親⼦関係再構築のための⽀援体制強化に関するガイドライン(案)」の内容に
ついて⾃治体・児童相談所へ紹介するとともに、本調査研究を通して得られた親⼦関係再構築⽀援に関
する各地での取組み等について共有するため、研修会を開催した。 

(2)  対象 

児童相談所設置⾃治体における児童相談所関係業務担当の職員 
児童相談所の職員 
市区町村児童福祉関係業務主管課（室）職員 

(3)  開催⽇時 

令和５年３⽉ 15 ⽇（⽔）13 時 15 分〜15 時 45 分  

(4)  開催⽅法 

ZOOM 

(5)  参加状況 

図表 ６-1 研修会 参加⾃治体・児童相談所数 

 主管課 児童相談所 市区町村 不明※ 合計 
参加アカウント数 26 132 191 28 377 

    ※アカウント名から所属の判断不可 
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II． 研修会のプログラム 

研修会のプログラムは下記の通り。 
詳細は、巻末の「資料編」に掲載する研修会資料を参照。 

 
   ＜当⽇プログラム＞ 

①令和４年児童福祉法改正における「親⼦関係再構築⽀援」について  -厚⽣労働省 

②本調査研究の報告         -三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 
- グループディスカッション・対話会の概要 
- 当事者アンケート調査結果の概要 
- 親⼦関係再構築⽀援に関する課題・気づき等について 

③親⼦関係再構築のための⽀援体制強化に関するガイドライン(案)の紹介 
- ガイドライン（案）の⽬的・全体構成 
- 親⼦関係再構築⽀援及びガイドライン（案）のポイント  -本調査研究 検討委員会委員 

・親⼦関係再構築⽀援の意義と定義 
・児童相談所における親⼦関係再構築⽀援 
・当事者や当事者を⽀える⼈・機関と⼀緒に考える 
・⺠間との協働の仕⽅と可能性 
・市区町村を含めた親⼦関係再構築⽀援体制の充実のために 

④親⼦関係再構築⽀援に関する取組事例の紹介 
- 取組事例集で紹介する事例の説明 

⑤質疑 
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第７章 本調査研究の考察 

1． 「親⼦関係再構築⽀援」の認識・理解や取組み状況について 

 パーマネンシー保障の観点からの親⼦関係再構築⽀援 
親⼦関係再構築⽀援にあたっては、⼦どもの権利に根差して、⼦どもの健やかな育ちのため、パーマネンシー保

障を⽬指す中で、⼦どもの最善の利益を実現することを⽬的として実施する必要がある。 

令和４年２⽉にとりまとめられた社会保障審議会児童部会社会的養育専⾨委員会報告書において、「親⼦

の『再統合』は虐待や親⼦分離などにより傷ついた親⼦関係の修復や再構築に取り組むものであるが、必ずしも家

庭復帰を唯⼀の⽬標とするものではない。」とされ、在宅で⽣活する親⼦を対象とした⽀援を含む、家族の状況や

課題等に応じた関係修復や再構築のための⽀援を対象とするものであることが再確認された。 

しかし、家庭復帰が唯⼀の⽬標ではないが、「新しい社会的養育ビジョン」のとおり、⼦どもの権利保障の観点か

らは、「パーマネンシー保障は家庭養護の観点に加えてリーガルパーマネンシ―（親⼦の法律的安定に基づいたパ

ーマネンシー）保障も視野に⼊れると、まず家庭復帰に向けた努⼒を最⼤限に⾏う」ことが必要である。 

また、親⼦関係再構築⽀援には、親のいない⼦どもについても、その⽣い⽴ちの整理や、親族・きょうだいなどとの

関係性の構築や永続的な養育環境を構築するための⽀援が含まれることも再確認が必要である。 

 

 「親⼦関係再構築⽀援とは何か」の再確認が必要 
児童相談所が関わるケースは、どの親⼦についても、親⼦関係や親⼦が置かれている環境についてアセスメント

をし、現状とその課題、ニーズ、強みについても把握する必要がある。そして、アセスメントの結果を踏まえて⾏う親

⼦関係の再構築を⽬標とした⽀援全てが親⼦関係再構築⽀援である。 

しかし、グループディスカッションにおいて、各々での取組みを紹介いただくと、「保護者⽀援プログラムが実施できて

いるか」を説明するところが多く、親⼦関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラムという認識の児童相談所や⾃治

体（以下、「児童相談所等」という。）が多いのではないかと推察された。 

親⼦関係再構築⽀援は保護者⽀援プログラムの活⽤だけではない、特別な⽀援ではないということを再確認し

たうえで、親⼦関係再構築⽀援にどう取り組んでいくかを検討し、体制を構築していくことが必要である。 

 
 保護者⽀援プログラムの活⽤には課題を感じている児童相談所・⾃治体が多い 

保護者⽀援プログラムは、そこにつながるまでの⽀援が難しく、時間がかかるものということが共通の課題としてあ

げられており、その要因として、そのための⽀援に時間をかける余裕がないことや、経験年数の短い職員が増えてい

ることなどが多くあげられた。 

また、保護者⽀援プログラムの実施には、「プログラムの提供者が必要」「研修費・受講料等の費⽤負担がある」

の２点も⼤きなハードルとなっており、「親⼦関係再構築⽀援に取り組めていない」という児童相談所等では、親⼦

関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラムと認識している可能性があると考えられる。 

 
 親⼦関係再構築⽀援がソーシャルワークから切り離されてしまっている児童相談所も 

「⼦どもへの⽀援」「親への⽀援」が切り離され、親⼦関係再構築⽀援は、第２ステージのような扱いになってい
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るように⾒受けられた。 

また、⼦どもの安全確保のための介⼊⽀援が優先され、⼦どもの安全を確保するために親⼦分離や施設⼊所、

⾥親委託を選択し、⼦どもの⾃⽴を⽀援するのが基本的なソーシャルワークの進め⽅になっている可能性がある。 

⼦どもは安全な場所で⽣活できればよいということではなく、⼦どもには⼦どもの⾃尊感情や⾃⼰肯定感の回復

が必要であり、そのためには親との関係性を回復することが重要である。⼦どもと親がその相互の肯定的つながりを

主体的に回復することを通して、⼦ども⾃⾝が愛され⼤切にされているということを実感しながら、⾃分の存在や価

値を肯定して⽣きていけるようになるためである。 

親⼦関係の再構築は、⼦どもの回復のためにも重要な⽀援であることを再認識する必要がある。そのためには、

親⾃⾝の回復も必要であり、親への⽀援が後回しとなるのは適切ではない。 

児童相談所が関わるケースにおいては、その全てにおいて親⼦関係再構築の視点からアセスメントを⾏うこと、援

助指針や⾃⽴⽀援計画に親⼦関係再構築に向けた⽬標設定と必要な⽀援が盛り込まれること、つまりソーシャル

ワークの⼀環として親⼦関係再構築⽀援を位置づけることを基本として再整理する必要がある。 

 

 親⼦分離がゴールではない／親⼦関係再構築に向けては早期の⽀援が重要 
親も⼦どもも離れて暮らすことに同意して施設⼊所や⾥親委託となったケースの場合、⼦どもの⾃⽴に向けた⽀

援の検討が中⼼となり、親⼦関係の再構築についての⽀援ができていないという課題があげられた。 

当初は親⼦が共に「分離」での⽣活を望んでいたとしても、⼈の気持ちや状況は変わっていくものであり、それぞれ

の気持ちや状況を定期的に確認しながら、双⽅が望む親⼦関係の形を考えていかなくてはならない。施設⼊所や

⾥親委託中の⼦どもについても、定期的に状況の説明とこどもの気持ちや意向の確認を⾏う適切な進⾏管理が

必要である。 

また、福岡市が⼊所児童に関して⾏った調査では、「施設⼊所期間が３年を超えると実親または親族の元への

家庭復帰率が急激に下がる」「乳児院から児童養護施設に措置変更したケースは施設⼊所が⻑期化しやすい」と

いった実態が明らかになっており、親⼦関係再構築に向けた⽀援を早い段階から⾏っていくことが重要であるといえ

る。 

 

 全ケースで⾏うべきことと、対象者を絞って⾏うべき⽀援との整理が必要 
前述の通り、親⼦関係に関するアセスメントならびに親⼦関係再構築に向けた⽬標設定と援助指針等の⽀援

計画の作成は、全ケースにおいて⾏われるべきである。しかし、当然ながらケースごとに課題は異なり、当事者の状

況や想いも様々であり、全ケースで同じように親⼦関係再構築⽀援が⾏えるわけではなく、児童相談所等が提供

できるメニューに応じて対象者が限定される⽀援もある。 

つまり、児童相談所等が⾏う親⼦関係再構築⽀援は、全ケースを対象として⾏う必要があることと、対象者を

限定して集中的に⾏うべき⽀援があり、それを混同しないよう注意が必要である。 

逆にいえば、⽀援メニューによって適切な対象者が異なるからこそ、対象者の課題や状況に応じた⽀援を提供で

きるよう、児童相談所等には提供できるメニューの選択肢を増やしていくことが求められている。 
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2． 親⼦関係再構築のための⽀援体制について 

 属⼈的な取組みから、組織としての取組みへの移⾏が必要 
親⼦関係再構築⽀援における課題として、特定の職員が持っている経験・スキルに頼っており、「職員の異動に

より、⽀援ができなくなる可能性がある」「ケースを担当する職員により⽀援できるレベルに差がある」といった「属⼈

的な⽀援体制」があげられた。 

しかし、職員の研修受講の予算があっても、職員の増員や異動をカバーできるだけの⼗分な額の確保は難しく、

職員が休⽇に⾃費で研修受講をしている児童相談所等が多いのが現状である。 

そのため、組織全体でのノウハウ・スキルの共有や、組織としてスキルアップしていくための仕組みづくりが必要という

意⾒が多くあげられ、「専⾨チームの設置や⺠間への委託を⾏っている場合でも、そこに任せきりにはせずに担当の

福祉司等もカンファレンス等に参加することでケースを通じて学べるようにしている」「専⾨チーム等による定期的な説

明会・研修会を開いている」などの取組み事例があげられた。 

恐らく、全員が同じレベルを⽬指すのは難しい。そのため、専⾨性を持った⼈を置く、ただしそこに任せきりにはしな

いこと、そして、少なくとも当事者等に説明できるだけの知識は全職員が知っている状態を⽬指すのが適切ではない

か。 

全職員が説明できるだけの知識を持つことは、組織としての汎化と共通⾔語しての基盤をつくることであり、それが

なければ⾃⾝のソーシャルワークの中に組み⼊れる発想も浮かんでこない。 

また、外部の専⾨家や機関と協働での取組みを⾏う場合には、その専⾨家や機関を含めたチームアプローチを

⾏うことになり、児童相談所はそのケースマネジメントの責任をもつことになるが、協働先の特徴やそこが⾏う⽀援内

容が当事者の何に働きかけていくかを知らなければマネジメントは困難である。しかし、それを専⾨チームの役割とし、

専⾨チームで個々のケースマネジメントまで引き受けるとなると対応できるケース数に限界が⽣じ、かつ担当の児童

福祉司や⼼理司の伴⾛が途切れてしまう可能性もある。 

専⾨チームを置く場合でも、専⾨チームが孤⽴化・属⼈化しないような専⾨チームの役割とチーム体制のあり⽅

を考えることが重要である。 

 

 ケース担当とは別の職員や機関が関わることができる⽀援体制の検討を 
児童相談所等における親⼦関係再構築の⽀援体制は、「専⾨部署を設置」「専任を配置」「外部機関に委託」

等、様々であった。 

児童相談所等の規模や職員体制、地域資源の状況も異なるため、⼀概にこうあるべきというものではないが、

「ケースの担当者だけでのかかわりには限界があり⼀⼈で抱えると視野が狭くなってしまう」「当事者にもケース担当に

は話しにくいこと、他の⼈の⽅が相談しやすいこともある」「その親⼦に関わってくれる⼈を増やしていくことで、いろんな

可能性を様々な視点から考えられるようにしていくことが重要」との意⾒のとおり、ケースの担当という垣根を越えたサ

ポート体制をつくることは必要であると考えられる。 

⺠間等との協働を含め、組織としてのサポート体制をつくることで、「担当者のノウハウや時間だけに左右されずに

児童相談所等として必要な⽀援が⾏えるようになった」との意⾒もあげられており、継続的に、安定的な⽀援を⾏う

ための体制づくりが必要である。 

なお、児童相談所によっては、親⼦関係再構築⽀援をはじめ、注⼒していくべきテーマ（施設⽀援、⾥親⽀援、
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市区町村⽀援等）を設定して「プロジェクト」をつくり、全ての児童福祉司・児童⼼理司がいずれかのプロジェクトに

参加するという取組みをしているところもあった。 

プロジェクト型については、最初は負担に感じるかもしれないが、「ケース以外での職員同⼠のコミュニケーションが

⽣まれて相談しやすい職場となった」「担当プロジェクトについて勉強したり、議論することで意識や専⾨性があがった」

「個⼈ではなく組織として、組織の⼀員として取り組むという意識になった」など、様々な効果もあげられており、参考

にできる取組みと考えられる。 

 

 重層的・継続的・複合的な⽀援体制をいかに構築していくか 
多くの児童相談所等が「難しい」と感じているとおり、親⼦関係を再構築していくためには様々なハードルがあり、

その親⼦が抱える課題を１つずつ紐解きながら、適切な⽀援⽅法を適切なタイミングで選択し、丁寧にかかわって

いくことが必要となる。また、⼦どもや親、そしてその関係性の回復には時間がかかることも多く、親⼦を⾒守り、寄り

添い続ける⽀援も必要である。 

そのような⽀援を児童相談所だけ⾏うのは困難であり、親⼦を⽀える様々な⼈や機関と連携しながら⽀援の選

択肢を増やすこと、そして、親⼦のニーズに応じた⽀援につないでいくことで、親⼦とかかわる⼈や機関を増やしていく

ことも児童相談所の重要な役割である。 

市区町村をはじめ、児童家庭⽀援センター等の地域の⽀援団体、医療機関、⼦どもの所属機関、施設や⾥

親、そして親族等、⽀援者となり得る⼈や機関には様々な選択肢があり、これらの多様な⽀援者・機関をコーディ

ネートしていくこと、そしてそのコーディネート機能を市区町村等に引き継ぐ等により、継続的な⽀援につないでいくこ

とが求められる。 

また、市区町村においては、親⼦を⽀える⼈や機関との連携によるポピュレーションアプローチへの期待も⼤きい。 

 

 外部機関を活⽤した親⼦関係再構築のメリットと体制構築 
親⼦関係再構築⽀援においては、親⼦のニーズに応じた⽀援メニューの選択肢をいかに増やすか、そして親⼦を

⽀える⼈や機関をどれだけつくれるかが重要となる。 

そのためには、できるだけ地域の資源を活⽤していくことが望ましく、⺠間の⽀援機関もその資源の１つとして考え

ていく必要があるが、多くの児童相談所等において、「委託できる機関がない」「外部機関に依頼することが不安」

「児相内の体制強化が図られている中で、外部に依頼することの必要性が理解されにくい」等の課題があげられた。 

⼀⽅で、⺠間を上⼿く活⽤し、⽀援体制を構築している児童相談所や⾃治体もあり、次のような事例や意⾒

があげられた。 

【協働先】 
○ 医療機関にカウンセリング事業を委託。 
○ 児童相談所職員の OB が運営する団体の活⽤。 
○ 児童家庭⽀援センター等に、依頼したい親⼦関係再構築⽀援における機能等を伝え、ノウハウ・スキ

ル等を習得してもらって委託先とした。 
○ 福祉系の学部がある⼤学との連携。（有識者等によるスーパーバイズや研究におけるモデル事業として

の実践。） 
○ 保護者⽀援プログラムに関⼼を持つ団体がノウハウ・スキルを習得できるよう、都道府県として⽀援する
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ことを検討中。 
 【協働の⽅法】 

○ 「委託」となると事業者公募が必要であり、特定した団体等に依頼しにくい、または⼿続きに時間を要す
る等の課題があるが、「謝⾦」の⽅法であれば依頼しやすい。 

○ 外部に委託等の協⼒を依頼する場合には、まずは⾃治体としてまたは児童相談所としての⽅針を持つ
必要がある。何が課題になっていて、何に取り組みたいか、どのような⽀援メニューを必要としているかを
具体的にすることが必要。 

○ 委託＝任せきり、ではなく、マネジメント主体は委託元である児童相談所等である。委託先と各ケース
の課題と⽬標を共有し、⽀援後の振り返りは⼀緒に⾏うなど、どのように「協働」していくか、各々がどの
ような役割を担うのかが重要である。 

○ 何を、なぜ⺠間に依頼したいのか、その場合の児童相談所等の役割は何か（なぜ児童相談所や⾃
治体の職員ではできないのか、外部に依頼することが親⼦にとってどんなメリットがあるのか）、予算確
保の⾯でもその説明が必要である。 

○ 協働していく中で⾒えてくる課題もあるが、まずは「外部を活⽤してみる」という実践が⼤切である。そして、
そこで出てきた課題を確認・調整しながら、協働できる先をつくっていく、育てていくことも必要である。た
だ、それが難しい先があることも事実であり、その⾒極めも重要。 

 【協働の効果】 
○ 児童相談所等の担当者では聞けなかったことを、当事者が協働先に相談するようになった。 
○ 児童相談所等として提供できる・選択できる⽀援メニューが増えた。 
○ 協働先が増えることで、多様な視点からアセスメントや⽀援の⽅針を考えることができるようになった。 
○ 協働先とのカンファレンス等を通して、職員も新たな気づきを得ることができたり、スキルの習得につながっ

ており、別ケースでの⽀援等にも展開できている。 
 
 主管課中⼼となり、都道府県全体での市区町村の⽀援体制の充実を 

児童相談所が多様な⼈や機関と連携しながら、⼦どもと親を⽀える環境をコーディネートしていけるようにするた

めには、連携先となり得る⼈や機関等の資源の発掘と育成が必要となる。 

特にその核となる市区町村の⽀援⼒の向上は重要であり、児童相談所による市区町村への⽀援や連携体制

の強化の取組みは、今後ますます期待されるところであろう。 

しかしそれを児童相談所だけで⾏うには限界があり、主管課が中⼼となった取組みも必要である。 

実際に、都道府県全体としての課題と施策の⽅向性について社会的養育推進計画に位置付け、市区町村向

けの研修やＳＶ体制の構築、児童家庭⽀援センター等の⺠間団体の発掘や育成等に主管課が中⼼となって取

り組んでいる、それが主管課に求められている役割だと思っている、という都道府県があった。 

また、市区町村においては、連携・活⽤ができる機関やサービス等の資源は豊富にあるものの、実際の利⽤には

相当の説明や調整が必要となったり、⼦どもの家庭復帰についてなかなか地域の理解を得られないといった課題も

あげられた。 

親⼦関係再構築の必要性・重要性、親⼦関係再構築のための⽀援体制、施策について社会的養育推進計

画に位置付けることは、施策推進のための予算の確保だけでなく、親⼦関係再構築に向けた課題と⽬標を都道
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府県全体で共有し、実現していくきっかけにもなると考えられ、その意義は⼤きいと思われる。 

 

 市町村間での協働の可能性 
市区町村での親⼦関係再構築⽀援の取組みは進められているものの、マンパワー、活⽤可能な資源、職員の

経験・スキル、予算等、様々な⾯から市区町村が単独で⾏えることには限界があるとの意⾒が多くあげられた。 

だからこそ、市区町村間をまたいだ広域での取組みの推進役が都道府県には期待されている。 

また、グループ形式で⾏う⽀援メニューの場合、参加者が顔⾒知りだと話をしにくくなるため、近隣市に協⼒を依

頼し、市外にも参加者公募を⾏っている⾃治体もあった。近隣の市区町村間での連携が進むことで、⾃⾝の住所

地以外のプログラム等にも参加できるようになったり、市区町村で役割分担して異なる⽀援メニューが提供されるよ

うになると、参加者にとっての選択肢が拡がり、参加しやすい環境にもなると考えられ、今後検討していくべき⽅向性

の１つではないか。 

 

3． 親⼦関係再構築⽀援のあり⽅・求められている⽅向性 

 当事者を中⼼とした⽀援へのシフト 
親⼦関係の再構築において重要なのは、⽀援者の判断で「⽀援を受けてもらう」「プログラムに参加させる」ので

はなく、親⾃⾝の意志で「⽀援を受ける」「プログラムに参加する」ことである。⽀援者主体で⽀援者が思う家族の

形をつくるのではなく、親と⼦どもが望む家族の形を、当事者⾃⾝でつくっていけるようにするために必要な⽀援を⾏

うという意識をもたなくてはならない。 

そのためには、当事者である親⼦も⼀緒に、⽬標を共有し、その実現のためにはどのような課題があって、それをど

う変えていくか、どのようなサポートがあったらよいか等を確認していく必要があり、「当事者参加型」でのケース会議や、

⽀援計画書等の共有を前提としたソーシャルワークにシフトしていく必要がある。 

また、親⼦関係再構築に向けては、当事者の「変わりたい」が第⼀歩であり、そのタイミングを逃さずに適切な⽀

援やサービスにつなげられるようにすることが重要である。つまり、児童相談所等には、そのタイミングを逃さないための

かかわりと、つなぐことができる⽀援・メニューの準備＝⽀援体制の構築が求められている。 

 
 当事者・関係者の参加型ケース会議の開催 

親や⼦どもの⽀えになってくれる⼈や機関と親⼦とのかかわりをつくっていくことを⽬的として、ケース会議に⼦どもの

所属機関や医療機関、また親族や当事者の知⼈などインフォーマルな⽀援者に参加してもらっている事例もあった。

また、当事者や関係者が参加しやすいように学校でケース会議を開催する等の⼯夫も⾏われており、「当事者中

⼼」の⽀援の 1 つの形といえる。 

なお、ケース会議に当事者を中⼼として様々な関係者が参加するようになったことで、「当時者の声を直接聞け

る機会になるので関係者の動きが早くなった」「いろんな可能性を様々な視点から考えられるようなった」「⽀援の主

担当者だけで抱え込まなくてよくなった」といった効果もあげられており、⽀援者にとっても協働することのメリットを感じ

られる、参考となる取組みである。 
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 課題の共有／効果の可視化／やってよかったという実感が取組みの第⼀歩に 
児童相談所等により親⼦関係再構築⽀援の取組み状況の差は⼤きく、これから実践に取り組んでいくところに

とっては負担感が⼤きいと思われる。 

現在取組みが進んでいる児童相談所等からは、「『やってよかった』と感じられる機会や新しい気づきがあることで

職員の意識やモチベーションがかわっていく」との意⾒が多く、特に当事者参加型でのケース会議等については、「モ

デル実施的に取り組んでみることにより親⼦が変わっていくことを⽀援者が体感できることで、⽀援者側も取り組んで

いこうというパワーが出てくる」との話があり、このような実践から得られた感想等を、これから取り組もうとしている児童

相談所等にいかに共有していくかが重要であると考えられる。 

また、地域によって課題やその緊急度にも差があり、各地域における課題を調査等により⾒える化することも重要

な第⼀歩となる。 

親⼦の課題やニーズ、そして児童相談所等に求められることも変わっていく中で、「新しいことに取り組むということ

に慣れることも⼤切」との意⾒も出されたが、そのような児童相談所等では、親⼦関係再構築⽀援に限らず、課題

に対する組織的な取組みがなされているのが実態であろう。 

 

 児童相談所等間での情報共有・意⾒交換の場があることが望ましい 
本調査研究ではグループディスカッションや対話会を開催したが、両企画ともに、業務が多忙な中でも多くの児童

相談所や主管課、市区町村の参加を得た。 

逆にいえば、現場の職員が、課題や実践事例に関して意⾒交換したり質問したりする場を必要としていると感じ

ることもできた。 

他での実践例を聞くことは、新しく何かを始めるきっかけになる。また、始めたあとに相談したりする先があるか否か

も、やってみようと思えるかに⼤きく影響すると考えられ、今後もグループディスカッションや対話会のように、他の取組

みを知るだけでなく、課題を共有できる場としても、⾃治体間・児童相談所間で話ができる場があることが期待され

る。 

 

4． 「親」が求める児童相談所とは（親へのアンケート調査より） 

 親とのかかわりにおいて児童相談所に求められること 
親へのアンケート調査から、親にとってまずは話を聞いてもらうことが安⼼と安定につながり、⼦どもとの関係性の改

善にもつながっていることがうかがえる。⾃分を否定せず共感してくれる相⼿だからこそ⼼を開けるのであり、それがで

きていないと児童相談所からの助⾔等が受け⽌められない、あるいは否定的にとらえてしまうが、職員が⾃分のこと

を考えてくれている、⾃分のことを優先してくれている、と感じられることが児童相談所への信頼につながっていること

などが推察され、児童相談所としていきなり指導的なスタンスで接するのではなく、まずは保護者に寄り添って関係

性を構築することが⼤切であるといえる。 

また、困ったときに助けを求められる場所があること⾃体も親にとっての⼼の⽀えになっており、児童相談所が、こど

もの最善の利益を最優先事項としながらも、保護者にとっても「悩みや不安があれば相談できる機関」となることで、

保護者にとっての「⼼の⽀えになる場所」ができる、増えることになる。 

このような親とのかかわりは児童相談所ではない機関や⼈でもできることあり、「⾃分を優先してくれていると感じら
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れるか」については現状の児童相談所よりもそれが可能な機関や⼈がいる可能性がある。 

これらの親の想いを踏まえた児童相談所での親とのかかわりを実施するとともに、当事者をそういった姿勢で受け

⽌めてくれ、困った時に頼れる⼈・場所が多数できることが期待される。 

 

 「当事者の声を聴く」ことの意味 
今回の調査における⾃由意⾒の内容は、本事業を含め、これまでの児童相談所に関する調査研究等でも児

童相談所における相談⽀援の在り⽅として確認されてきたところであるが、保護者の⽣の声として聴くと、そのように

感じた理由や想いの部分まで伝わってくるため、⼀つひとつの⾔葉に重みがあり、「当事者の声を聴くこと」の⼤切さと

必要性を改めて感じることができた。 

多くの児童相談所において、⽇常業務の中で保護者からこのようなフィードバックを受ける機会はほとんどないので

はないかと推察されるが、⾃分の担当ケースでなくとも、こういった⽣の声を聞くことで⽇々の業務の意義を再確認で

きるのではないか。 

アンケートからはネガティブな意⾒や要望が多く出てくることを想像しがちではあるが、適切な聞き⽅をすることで、

今回のような意⾒を得られることも確認できた。 

今回の調査結果を児童相談所と共有することで、当事者の声を聴ける機会をどうつくっていくか、その取組みを

始めるきっかけになることを期待したい。 

 

5． 主管課と児童相談所との情報連携 

本調査研究では、グループディスカッションをはじめ、対話会、研修会の案内、ならびに親へのアンケート調査の協

⼒依頼を、厚⽣労働省から主管課宛てにメールで連絡する⽅法により児童相談所や市区町村に展開した。 

しかし、児童相談所から「案内が来ていない」「知らなかった」との声が多く聞かれ、児童相談所や担当者に情報

が届いていないという課題があることが明らかになった。 

グループディスカッションにおいても、親⼦再統合事業等の実施にあたり、「現場のニーズにあった取組みを進める

ためには、主管課と児童相談所をつなぐ体制づくりを⾏うことが、⾃治体全体として組織的な動きにつながりやすくな

る」といった意⾒があげられ、「児童相談所経験者が主管課にいる、中央児童相談所に企画調整機能があるのが

望ましい」との提案があったが、主管課と児童相談所との情報連携の在り⽅については改めて検討する必要がある。 

あわせて、厚⽣労働省からの連絡事項等を児童相談所も直接確認できる、また膨⼤なメール等の中に重要な

情報が埋もれないようにするためにも、掲⽰板型とするなど、情報の発信・共有⽅法の⼯夫も期待する。 
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第１章 はじめに 

１． 親⼦関係再構築⽀援の定義 
 「親⼦関係再構築⽀援」とは、「こどもと親がその相互の肯定的つながりを主体的に回復するた

めに（⽬的）、虐待をはじめとする養育上の課題や問題により傷ついた親⼦関係の修復や再構築
に取り組むこと」である。 

親⼦関係再構築⽀援にあたっては、⼦どもの権利に根差して、⼦どもの健やかな育ちのため、パ
ーマネンシー保障を⽬指す中で、⼦どもの最善の利益の実現を⽬的として実施する必要がある。 

社会的養護関係施設における親⼦関係再構築⽀援ガイドライン（平成 26 年 3 ⽉）におい
て、親⼦関係再構築は「⼦どもと親がその相互の肯定的なつながりを主体的に回復すること」と定義
されている通り、親⼦関係再構築⽀援は、親⼦分離等によって施設等に⼊所しているこどもとその
親を対象とした施設や⾥親等からの家庭復帰を唯⼀の⽬的とするものではなく、在宅で⽣活する親
⼦を対象とした⽀援も含む、家族の状況や課題等に応じた関係修復や再構築のための⽀援を指
すものである。 

また、親のいないこどもについても、その⽣い⽴ちの整理や、親族・きょうだいなどとの関係性の構築、
永続的なつながりや養育環境を構築するための⽀援も含まれる。 

 
＜親⼦関係再構築⽀援の種類＞ 

○ 分離となった家族に対して 
① 親の養育⾏動と親⼦関係の改善を図り、⼦どもが家庭に復帰するための⽀援 
② 家庭復帰が困難な場合は、親⼦が⼀定の距離をとった交流を続けながら、納得してお

互いを受けいれ認めあう親⼦の関係を構築するための⽀援 
③ 現実の親⼦の交流が望ましくない場合、あるいは親⼦の交流がない場合は、⼦どもが

⽣い⽴ちや親との関係の⼼の整理をしつつ、永続的な養育を受けることのできる場の
提供 

○ ともに暮らす親⼦に対して 
④ 虐待リスクを軽減し、虐待を予防するための⽀援 
⑤ 不適切な養育を改善し、親⼦関係を再構築し維持するための⽀援 
⑥ 家庭復帰後等における虐待の再発を防⽌し良好な親⼦関係を維持するための⽀援

（アフターケア） 

出典）社会的養護関係施設における親⼦関係再構築⽀援ガイドライン（平成２６年３⽉） 
URL:https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/

syakaiteki_yougo/dl/working9.pdf 
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２． こどもの回復のための親⼦関係再構築⽀援の意義 
 親⼦関係再構築⽀援の意義は、「こどもと親がその相互の肯定的つながりを主体的に回復する

ことを通して、こども⾃⾝が愛され⼤切にされているということを実感しながら、親と⼦互いの存在や価
値を肯定して⽣きていけるようになること」である。 
 こどもにとって不適切な親⼦関係、養育環境から物理的に分離するだけでは、こどもの⾃尊感情
や⾃⼰肯定感を回復することは難しく、特に家庭からの分離を経験したこどもの中には、⾃分のせい
で家庭に居られなくなったと⾃らの存在や価値を⾃⼰否定することで、親から⾒捨てられたという不
安を取り除こうとする場合がある。こどもが抱えている不安や⾟さを理解しながら、親⼦関係の問題
や課題にはさまざまな背景要因があり、それらが複合的に作⽤し合って問題が⽣じていることを、こど
もの発達状況にあわせてこどもが理解できるように丁寧に伝えながら、親⼦関係の再構築に向けた
課題をこども⾃⾝が主体的に理解して取り組んでいけるように⽀援していくことが必要である。 
 また、親⾃⾝も⾃らの⽣育歴や家族関係の中でさまざまな課題や問題、葛藤等を抱えており、そ
の中でうまく養育ができずに、結果として虐待をはじめとする親⼦関係に問題が⽣じている可能性が
⾼く、親⾃⾝の回復のための⽀援も必要である。そして、それらの⽀援を通して、親も⾃分をわかって
くれる信頼できる⽀援者ができたり、⽣活の基盤が安定していくことなどにより、これまでの養育を振り
返りながら、親⼦関係の課題や問題となっている原因や要因を認識しながら、それらを取り除いてい
くために主体的に取り組んでいけるようになる。 

こどもの⾃尊感情や⾃⼰肯定感の回復には、こどもと親が相互の肯定的なつながり（関係性）
を主体的に回復していくことが必要であり、こども⾃⾝の⾃尊感情や⾃⼰肯定感が⾼まっていくことが
⼈や社会を肯定的に受け⽌めて⽣きていける⼒につながっていく。つまりこどもが⾃分や家族に起こっ
ていることを理解し、そのうえでこどもと親とが、お互いを受⼊れ、認め合えるような関係性の構築を⽬
指す親⼦関係再構築⽀援は、こどもの将来に⼤きく影響を及ぼす⼤切な⽀援であり、そのために必
要な⽀援をこどもと親との双⽅に⾏うとともに、こどもと親を⽀える家族・親族や地域を含めて総合的
なサポートをすることが児童相談所や市区町村をはじめとする⽀援者・⽀援機関に求められている。 

こどもは適切な養育環境や健全なアタッチメントの形成により安⼼感を求めている。また、親から
分離されたこどもの中には、「親を助けて欲しかった」「親を助けてくれる⼈がいたら、離れることなく、⼀
緒に暮らしていけたのではないか」と振り返るこどもや、⾃分⾃⾝だけでなく、家族も⽀えてもらいたい
と感じているこどももおり、こどものためにも早期からの親への⽀援は重要である。 

 
親への⽀援は容易ではなく、親の意思や意欲を醸成するためにさまざまな⽀援が必要であること、

またこどもの安全確保のための介⼊⽀援に追われていることもあり、親への⽀援や親⼦関係を再構
築するための⽀援に⼗分な時間が避けていない児童相談所も多いのが現状である。しかしながら、
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「⼦どもの最善の利益を優先して考慮」という、児童相談所の相談援助活動の理念・⽬的において、
親⼦関係再構築はその根幹をなすものであるいう認識のもと、親への⽀援を含めた親⼦関係再構
築⽀援への取組みが必要である。 
 
コラム︓児童相談所における、親⼦関係に関する⽀援の変遷  
■虐待が社会問題化される前まで 

・ 親からの相談をきっかけに⽀援が開始されるケースがほとんどであり、親の主訴や親から聞くこども
の成育歴等の情報をもとに⽀援⽅針が検討されていた。 

・ 虐待ケースにおいても、親とこどものニーズは同じもの＝家族のニーズであり、それをかなえるように
していくことがこどもの幸せにつながるという考え⽅が基本的な⽀援のスタイル。 

・ 親との相互関係を優先したアプローチであり、親の養育問題に対しては直⾯化せず、こどもの問
題としてその解決のためにこどもを施設に預けることを提案し親を説得することで、こどもを家庭から
分離していた。 

■児童虐待の防⽌等に関する法律（以下、「児童虐待防⽌法」という）の成⽴（2000 年） 
・ こどもの安全確保が第⼀とされ、こどもの安全に問題があると判断すれば「こどもを保護する」が原

則となり、職権保護や⽴⼊調査が積極的に⾏われるようになった。 
・ 親と対⽴関係になることはやむを得ないというアプローチであり、「こどもを保護した」との連絡が

親と児童相談所とのかかわりの始まりになるケースもあるなど、こどもとの関係の困難さに悩んでい
ても児相とのかかわりを避ける親も出てくるようになり、児童相談所と親の対⽴構造が増えてきた。 

■児童福祉法及び児童虐待防⽌法の改正（2004 年） 
・ 児童虐待防⽌法の改正により、「虐待を⾏った親に対する親⼦再統合の促進への配慮」が児童

相談所業務に追加された。 
・ ⼀時保護や施設⼊所・⾥親委託等による親⼦分離が⽬標ではなく、こどもが安全で健全な⽣

活を送れるようにするためにはどうしたらよいか、親等の家族にどうしたらよいか、親⼦の再統合や
再構築のためのアプローチが求められるようになった。 

・ 介⼊⽀援が増加する中で、親⼦関係の課題に⼗分な時間や体制をかけることが難しい中で、親
⼦の再統合・再構築のために「こういうことをしてください」と親に提案し指導していくという、児童相
談所主導での親⼦の再統合・再構築⽀援を実施。 

・ 同時に、こどもの家庭相談の第⼀義的な相談窓⼝が市区町村となり、児童相談所は市区町村
の後⽅⽀援と、より専⾨的な相談対応を⾏う機関に移⾏した。 

■児童福祉法改正（2022 年） 
・ 2024 年より「親⼦再統合⽀援事業」が制度化された。 
・ 家庭復帰を唯⼀の⽬標とせず、パーマネンシー保障を含めた親⼦関係再構築の重要性が再確

認され、児童相談所の重要な⽀援機能の１つとなり、そのための体制整備が求められている。 
・ また、親⼦関係再構築⽀援においては、こどもと親双⽅の声を引き出し、そのニーズを把握して適

切な⽀援メニューにつなげていく、当事者参画型でのアプローチの必要性の再確認も必要となっ
ている。 

出典）⿊⽥公美（2022）「⼦ども虐待を防ぐ養育者⽀援」 岩崎学術出版 
鈴⽊浩之（2020）「児童相談所における⼦どもと家庭への⽀援の現状と課題」 社会福祉研究 138 号 
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第２章 本ガイドラインについて 

１． 令和４年児童福祉法改正における親⼦関係再構築⽀援 
児童福祉法等の⼀部を改正する法律（令和４年法律第 66 号）において、「都道府県は、児

童の健全な育成及び措置解除者等の⾃⽴に資するため、その区域内において、親⼦再統合⽀援
事業※１、（中略）が着実に実施されるよう、必要な措置の実施に努めなければならない。」とされ、
児童相談所における保護者⽀援等が、親⼦再統合⽀援事業として法定事業・制度として位置付
けられた。 

親⼦再統合⽀援事業の対象は虐待ケースのみであるが、親⼦関係の再構築は虐待ケースに限
らず必要な⽀援であり、⽀援体制の強化が求められている。 
 
※１ 事業名である「親⼦再統合」という⽤語は、現⾏の児童福祉法において⽤いられていたため、改正児

童福祉法においても「親⼦再統合」という⽤語を⽤いているが、「親⼦再統合⽀援事業」は、必ずしも家
庭復帰のみを⽬的としたものではない。 

 

２． 本ガイドラインの位置づけ 
児童福祉法の改正により、都道府県は、親⼦再統合⽀援事業が着実に実施されるよう必要な

措置の実施に努めなければならないこととされた。これをうけて都道府県はこどもの福祉にとっての重
要性に鑑み、親⼦関係再構築⽀援を適切に⾏うための体制整備を⾏っていくことが重要となってく
る。 

本ガイドラインは、これを踏まえ、親⼦関係再構築⽀援を適切に⾏うために都道府県として取り
組むべき体制整備について⽰すものである。 

なお、親⼦関係再構築⽀援の進め⽅や留意事項等については、下記を参照すること。 
●児童虐待を⾏った保護者に対する援助ガイドライン 

（児童虐待を⾏った保護者に対する指導・⽀援の充実について別添） 
●社会的養護関係施設における親⼦関係再構築⽀援ガイドライン 
●⼦ども虐待対応の⼿引き 
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第３章 親⼦関係再構築⽀援の原則 

１． こどもの援助指針等における親⼦関係再構築 
児童相談所運営指針や市町村⼦ども家庭⽀援指針にあるように、こどもの⼼⾝の健やかな育ち

のためには親を含めて家庭ごと⽀える視点が不可⽋であり、虐待等により傷ついたこどもの回復のた
めには、こどもと親との関係性の再構築が必要である。 

こどもへの⽀援において、「こどもの健やかな育ちや回復は、親・家族と切り離して考えられるもので
はない」ということを改めて認識する必要がある。つまり、児童相談所におけるこどもの援助指針をは
じめ、こどもの⽀援⽅針・⽀援計画となる⾃⽴⽀援計画や⽀援計画（サポートプラン）等（以下、
「援助指針等」という。）には、「親との関係性を再構築する」という視点が必ず含まれるべきである。 
 

 

２． 当事者である家族（「こども」や「親」）と⼀緒に考える 
援助指針等の案を策定するにあたっては、こどもや家族の意向、意⾒を⼗分に傾聴し、尊重する

こと、児童相談所等が考える援助指針の案を⼗分に説明し、その意向を踏まえて策定することが原
則である。 

特に、親⼦関係再構築の主体はこどもと親であり、その⽀援の⽅針には、当事者であるこどもや
親にわかりやすい説明がなされ、そのうえでこどもと親の意向、意⾒が反映されていること、そしてその
⽅針をこどもと親が理解し、納得していることが重要であるからである。こどもと親が現状をどのように
捉え、どのようにしていきたいかを確認し、そのために何が必要なのかを⼀緒に考えること、親⼦関係
再構築⽀援においては、援助指針等の策定におけるそのプロセスが⼤切である。なお、施設⼊所や
⾥親委託後においても、援助指針や⾃⽴⽀援計画の⾒直し時にはこどもや親の意向等を改めて
確認しながら、「当事者と⼀緒に考える」ことが必要である。 

 

３． こどもと親を⽀える⼈・機関と連携した援助指針等の策定 
こどもが地域で安⼼・安全に暮らしていけるよう地域での⽣活を整えていくためには、こどもや親・家

族を⽀える⼈・機関の存在が重要であり、そのキーパーソンが誰かを家族とともに考え、協働していく
ことが求められる。 

そのため、こどもと親への⽀援においては、親と⼦の関係にとどまらず、祖⽗⺟や友⼈、地域とのつ
ながりなどのさまざまな関係性の構築を含めた総合的な⽀援を⾏うことが⼤切であり、これらの⼈や
機関と連携していけるよう、家族とこれらの⼈たちが⽬標と課題を共有し、家族を中⼼におきながら
⽀援する機関や各々の役割分担等を⼗分に確認することが必要である。 
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４． 親⼦関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラム※2 の活⽤ではない 
親⼦関係再構築⽀援は、こどもの回復を⽬的として、こどもへの援助指針の⼀環として、こども、

親、家族、親族等に対して⾏う総合的⽀援であり、親⼦関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラ
ムを⾏うことではない。保護者⽀援プログラムは、親⼦関係再構築⽀援における⽀援メニューの１つ
の選択肢であり、アセスメントに基づいてこどもと親の状況に応じた適切な⽀援⽅法を選択する必要
がある。 

親⼦関係再構築⽀援の体制整備＝親⼦再統合⽀援事業の活⽤＝保護者⽀援プログラムに
つなげる、という趣旨だけではないことに⼗分に留意されたい。 

 
※２ 本ガイドラインにおける「保護者⽀援プログラム」とは 、CSP（コモンセンスペアレンティング）や、トリプ

ル P、MY TREE ペアレンツ・プログラム等の個々の⽀援ツールや⽀援⽅法を指す。 

 

 

主な参考事例） 

 ■⾼知県いの町 
当事者や関係機関が参加する「家族応援会議」により、親⼦を中⼼とした⽀援体制が充実 

 ■⻑野県伊那市 
親と⼦ども、その関係機関が参加するケース⽀援会議により、個々の家族にあった⽀援を実施 

 ■奈良県奈良市 
ラップアラウンドのマインドをもとに、地域のチカラを活かした当事者主体の⽀援を実施 
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第４章 親⼦関係再構築⽀援のために整備が必要な体制・しくみ 

１． 重層的・複合的・継続的な⽀援が⾏える体制の構築 
親⼦関係の再構築のためには、家庭の⽣活基盤を整えたり、親の⼼⾝のサポートを必要とする

場合や、こども⾃⾝の課題への⽀援を必要とするケース、また家族を⾝近なところで⾒守り、家族を
⽀える環境づくりを必要とするなど、こどもや親の課題や段階に応じて、選択できる多様な⽀援メニュ
ーと、必要に応じて⻑期的にサポートできる体制が必要である。 

これらの実践は児童相談所による⽀援だけでは不可能であり、市区町村や関係機関、⾃治体
内の他部署等を含めた総合的な⽀援体制を構築することが必要となる。特に、こどもと親の⾝近な
ところで⽀援ができる市区町村との連携は必須であり、児童相談所と市区町村とが協働して⽀援を
⾏うための体制づくりが求められる。また、施設⼊所や⾥親委託のもとで⽣活するこどもの親⼦関係
再構築⽀援にあたっては、こどもと⽇常的にかかわる施設や⾥親等との連携も⽋かせない。加えて、
親への⽀援においては、児童相談所以外の⼈や機関のかかわりや、専⾨的なプログラムの活⽤が
望ましいケースもあり、児童家庭⽀援センターをはじめとする⺠間団体と協働しうる体制の構築も必
要であり、都道府県等は、これらの体制構築に向けた取組みを推進する役割を担うことが求められ
ている。 

なお、児童相談所以外の機関等が⽀援を⾏うケースにおいても、児童相談所がかかわるこどもに
ついては、児童相談所がそのマネジメント役を担うことが原則である。 

＜都道府県等が体制整備すべき親⼦関係再構築のための⽀援＞ 

○ 児童相談所職員による⽀援（独⾃プログラムを含む） 
○ 医師や外部の専⾨家からの助⾔等を必要とする⽀援 
○ 児童相談所以外からの⽀援（児家セン等） 
○ 保護者⽀援プログラム等の特化型の⽀援（⺠間団体への委託等） 
○ 市区町村による地域での⽀援 
○ ⽣活基盤を整えるための⽀援・事業等の活⽤（関係機関、他課） 

 

２． 親⼦関係再構築の視点を含めたアセスメント及び援助⽅針の策定 
前述の通り、こどもの健やかな育ちや回復は、こどもの親・家族と切り離して考えられるものではなく、

こどもの回復のためにこどもと親との関係性の再構築は不可⽋であることから、こどもの援助指針には、
親⼦関係再構築の視点が必ず盛り込まれるべきであり、⽀援⽅針・⽀援⽅法についてより具体的
に記載される必要がある。 

そのためには、児童相談所が⾏う調査、診断の過程において⾏うこどもや保護者との⾯接の中で
は、親⼦関係再構築の視点から各々のそして家族の抱えるリスクやニーズ、家族のストレングスにつ
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いてアセスメントする必要がある。施設や⾥親等、市区町村、こどもや親とかかわりのある関係者・機
関等からの情報収集や援助指針に関する検討も同様である。 
 また、⽀援過程においても、こどもや親の変化、親族や地域などの状況等を親⼦関係再構築の視
点から評価し、家庭復帰のタイミング等を適切に判断していくことが重要である。 

 

 

主な参考事例） 

 ■⻑野県 
虐待が主訴の全措置児童を対象に、児童相談所と施設職員が⼀緒に親⼦関係再構築の視点
でアセスメントして⾃⽴⽀援計画策定 

 ■福岡県 
定期的なスクリーニングの「仕組み」と、児童相談所の組織として⽀援する体制を構築 
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第５章 児童相談所における親⼦関係再構築⽀援の体制強化 

１． 親⼦関係再構築⽀援を実施するための児童相談所の組織づくり 
児童相談所が⾏う⽀援の中で、「親への⽀援」はこどもへの⽀援とは切り離された⽀援として捉え

られていることが多いが、親⼦関係再構築⽀援は家族を中⼼とした⽀援という視点が⼤切であり、こ
どもの援助指針の⼀環であるという認識のもと、当然⾏うべき⽀援であることを前提とした組織づくり
が必要である。 

親⼦関係再構築の⽀援体制は、親⼦関係再構築⽀援の専任職員の配置や、専⾨チームの
設置、SV によるサポートの体制をつくるなどさまざまであるが、重要なのは、援助指針の中でその⽬
的を共有し、親⼦関係再構築の視点を持ち続けることにより、各段階において切れ⽬のない⽀援を
⾏えるようにすることである。 

 

２． 児童相談所内でのノウハウ共有をするための研修体系の構築 
親への⽀援の難しさや職員の忙しさから、相談⽀援業務の経験豊富な職員を専任担当者とし

て配置し、親への⽀援に取り組む児童相談所もあるが、その職員の有する経験・ノウハウによる属⼈
的な⽀援であること、またその経験・ノウハウが他職員と共有しきれていないことが課題となっている。 

しかし、職員研修の予算はあっても、職員の新規採⽤や異動がある中で、全職員の研修受講は
予算的にも時間的にも難しいのが現状であり、児童相談所内でノウハウを共有し、組織としてそれを
蓄積していくための⼯夫が求められている。オンライン研修等の積極的な活⽤や、児童相談所職員
がまとまって受講できるよう講師を招聘しての研修実施等、児童相談所全体でスキルアップをしてい
けるよう取り組んでいる児童相談所もあるので、参考にされたい。 

 

３． 多様な主体との「協働」による親⼦関係再構築⽀援の実践 
親⼦関係再構築⽀援においては、こどもや親の抱える課題や段階に応じた多様な⽀援が必要で

あり、市区町村や関係機関、⾃治体内の他部署等を含めた総合的な⽀援体制を構築する必要
がある。 

そのためには、児童相談所が市区町村、、⺠間団体、施設・⾥親等の多様な主体（関係機関
等）との連携・協働を意識し、援助⽅針の検討、共有等を⾏っていくなど、連携・協働していくため
の取組みを児童相談所が率先して実践していくことが必要である。 
 

４． 児童相談所が⾏う親⼦関係の再構築⽀援メニューの充実 
親への⽀援として、保護者⽀援プログラムを活⽤したくとも、実施にあたり職員の研修受講やライ
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センス料を必要とするなどの予算上の課題や、⾝近なところに適切な保護者⽀援プログラムを実施
することのできる機関がない児童相談所も多い。 

しかし、こどもと親の課題やニーズを踏まえて、児童相談所で⾏う⽀援として親⼦関係再構築のた
めのアセスメント⽅法の開発や⽀援メニューづくりを⾏い、実践している児童相談所もある。注⽬すべ
きは、それに取り組む過程が、親⼦関係再構築⽀援に対する職員の意識の変化やスキルアップにつ
ながっていたり、組織的として⽀援の質をあげていこうという原動⼒につながるきっかけ・新たな気づき
の機会となっていることであり、参考にされたい。 

 

 

主な参考事例） 

 ■⼭形県 
児相所内に「家庭⽀援」のプロジェクトチームを設置し、組織としての⽀援体制構築を⽬指す 

 ■京都府 
「寄り添い⽀援チーム」がハブ役を担うことで、当事者や委託先との調整をスムーズに 

 ■埼⽟県さいたま市 
サインズ・オブ・セーフティ・アプローチを組織的に導⼊し、⽀援を展開 

 ■福岡県福岡市 
実態調査から⽀援の⽅向性を明確にし、措置を適切に活⽤するための様々な取組みを展開 

 ■⼤阪府堺市 
外部との連携と内部プログラムの活⽤で多様な⽀援を実施 

 ■福岡県（再掲） 
定期的なスクリーニングの「仕組み」と、児童相談所の組織として⽀援する体制を構築 
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第６章 ⺠間団体との協働による親⼦関係再構築⽀援の充実 

１． ⺠間団体との協働による⽀援体制のメリット 
こどもや親への⽀援においては、児童相談所に対して拒否感や抵抗感を抱いている親もいるため、

児童相談所以外の⼈や機関が親のサポートを⾏える体制づくりは重要である。また、児童相談所が
⾏うアセスメントや⽀援においても、第三者が関わることで児童相談所だけでは気づきにくい視点を
踏まえることができるようになったり、保護者⽀援プログラムの実施団体等との協働により、児童相談
所だけでは難しい専⾨性を活かした⽀援ができるようになるなど、こどもや親にとってよりよい⽀援の選
択肢を増やしたり、多様な⽴場からサポートできる体制づくりにつなげるための、児童相談所と⺠間
団体との協働が求められる。 

なお、⺠間団体と協働することで児童相談所としてのノウハウ蓄積、児童相談所職員のスキルア
ップの効果も期待でき、児童相談所としてのメリットも⼤きい。 

 

２． ⺠間団体との協働における留意事項 
⺠間団体による⽀援を選択する場合、事前のアセスメントを丁寧に⾏ったうえで必要なプログラム

につなぐ、カンファレンスは合同で実施する、事後の親・こどもの変化等を適切に評価したうえでその
後の対応をとる、など、児童相談所としてのかかわりを持つことを前提とし、任せきりにしないこと、協
働による⽀援であるという意識を持つことが必要である。 

⺠間団体との協働実績がない児童相談所においては、外部機関が⽀援に関わることへの不安が
⼤きいと推察されるが、試⾏実施や共同研究から始めてみるなど、まずは⼀緒に実践してみることも
⼤切であり、そのうえで協働が難しい団体であると思われる場合には、⾒直す判断をすることも必要
である。 

また、⺠間団体が実施する保護者⽀援プログラムの活⽤を想定する場合、必要に応じ受講費
等の予算確保が必要となる。予算確保のためにはその効果の把握も必要となるが、児童相談所と
して保護者⽀援プログラムの活⽤に何を期待するのかを明確にして団体を選定する、その効果を可
視化するための指標を設定する等の⼯夫をしている⾃治体・児童相談所もあり、参考にされたい。 

なお、⺠間団体との協働の⽅法は委託契約に限らず、謝礼⾦を⽀払うという⽅法を採⽤してい
る⾃治体もある等、協働先の選定や協働の内容、⾦額等に応じた⽅法が考えられる。 
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主な参考事例） 

 ■⼤阪府堺市（再掲） 
外部との連携と内部プログラムの活⽤で多様な⽀援を実施 

 ■奈良県奈良市（再掲） 
ラップアラウンドのマインドをもとに、地域のチカラを活かした当事者主体の⽀援を実施 

 ■愛知県名古屋市 
事業の⽬的を明確にして対象者を設定し、⽀援効果を「⾒える化」 
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第７章 市区町村における⽀援体制の強化と児童相談所との連携・協働
による⽀援の実施 

１． 市区町村における親⼦関係再構築⽀援の必要性 
親⼦関係再構築に向けた⽀援においては、親⾃⾝・こども⾃⾝の課題に対する⽀援や、⽣活基

盤を整えるための⽀援も重要な要素となる。そのためには、親⼦の課題やニーズを踏まえたサービス
の利⽤や関係機関のかかわりが必要であり、その資源を多く持っている市区町村が地域とともに親
⼦関係再構築⽀援の意義を理解し、⽀援を実践していく⼒が不可⽋である。 

特に、在宅⽀援ケースの場合、市区町村は家族に寄り添いつつも課題の変化に敏感であること
が求められる。また、施設等からの家庭復帰ケースでは、いったん地域から離れたこどもが地域に戻る
こと、また⼊所前と異なるリスクも想定されることを踏まえた⽀援や⾒守りを実践していく⼒が必要で
あり、多くの制度や資源の調整役である市区町村が担う役割は⼤きく、かつ当事者である親⼦の意
⾒を聞きながら⽀援を組み⽴てることが重要である。 

 

２． 市区町村に求められる⽀援体制と児童相談所との連携・協働による⽀援 
児童相談所と市区町村との協働により親⼦関係再構築のための⽀援を⾏うには、市区町村に

おける親⼦関係再構築⽀援の体制を整える必要があり、市区町村における相談⽀援機関との連
携が重要である。 

具体的には、市区町村が提供する家庭⽀援事業※３等をはじめとした家庭環境・養育環境を⽀
える⽀援の提供を通して、切れ⽬のない親⼦関係再構築⽀援が⾏われるよう、児童相談所は親
⼦の課題やニーズについて市区町村や家族と適切に情報提供し、市区町村の⽀援計画（サポー
トプラン）策定に反映させていくことが重要である。 

また、児童福祉法改正に伴い、家庭⽀援事業については、基本的に利⽤者からの申請を契機と
して提供が開始されるものとしつつも、市区町村が必要と判断した場合には、利⽤勧奨・措置※４に
よりプッシュ型で⽀援を提供できることとなったため、⽣活能⼒が不安定な保護者や社会から孤⽴し
た保護者等、申請すること⾃体のハードルが⾼い家庭や、⽀援が必要にも関わらず、保護者の疾
病・⼊院等により申請が困難な家庭をなるべくエンゲージさせるような取組みを⾏い、⽀援が途切れ
ることのないよう、児童相談所においては、市区町村とともに⽀援⽅針を検討する必要がある。 

加えて、⽣活基盤を整えるためのサービスに円滑につながるようにするためには、市区町村内の児
童福祉主管課以外の部署との連携も必要であり、都道府県等には、市区町村での⽀援体制の
構築に向けたサポートが求められる。 
 
※３ ⼦育て短期⽀援事業、⼦育て短期⽀援事業、⼀時預かり事業、⼦育て世帯訪問⽀援事業、養育
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⽀援訪問事業、児童育成⽀援拠点事業、親⼦関係形成⽀援事業を指す。地域⼦ども・⼦育て⽀援
事業に位置付けられ、市区町村は地域の実情に応じて適切に事業を提供する努⼒義務がある。 

※４ 市区町村が⽀援の必要があると認める家庭に対し、家庭⽀援事業の利⽤を勧奨したり、⾏政処分と
してその利⽤を措置する仕組み。具体的な運⽤については、今後「市町村⼦ども家庭⽀援指針」等で
⽰す⾒込み。 

 

３． 都道府県単位での親⼦関係再構築の⽀援体制のあり⽅と市区町村への⽀援の
充実 

親⼦関係再構築の⽀援において、市区町村での⽀援体制の強化が必要ではあるものの、市区
町村単位での体制構築や職員の育成には限界があると推察されることから、都道府県全体として、
親⼦関係再構築をどのような役割分担、連携体制で⾏っていくのかを検討し、その実現に向けて市
区町村をバックアップしていくことが重要であり、都道府県等にはその役割が求められている。 

また、こどもと親とが安⼼して地域で⽣活できるためには、親⼦にかかわる多様な機関や、地域の
理解も重要となる。社会的養育推進計画において、都道府県は親⼦関係再構築の重要性を関
係機関に向けて広く啓発するとともに、都道府県としての親⼦関係再構築⽀援の⽅針を共有したう
えで、その実現に向けて市区町村への⽀援⽅策を講じる等の主導的役割を発揮することが期待さ
れる。 

 

 

主な参考事例） 

 ■茨城県 
県内全市町村でのペアトレ開催により、県全体としての⽀援体制を充実 

 ■北海道⽯狩市 
市職員が作成した⼦育て講座を実施し、それを通じて得たノウハウを個別の⽀援にも展開 

 ■兵庫県加東市 
周辺市町からも参加者を募集し、市が実施するプログラムを広域で提供 
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第８章 施設・⾥親等との協働による⽀援 

１． 施設・⾥親等との連携強化 
分離中の親⼦を対象とした親⼦関係再構築⽀援においては、こどもが暮らす施設や⾥親、ファミ

リーホーム等との協働が必要である。こどもの状況や、親の⾯会等に関する状況、親との外出や外
泊前後のこどもの状態等について、施設や⾥親等からもしっかりと情報収集等を⾏うとともに、援助
指針の策定を含めて、施設・⾥親等と協働しながら親⼦関係の再構築に向けた⽀援を実施するし
くみづくりが重要である。 

また、施設職員や⾥親等にも、⾯会や外出・外泊前後、⽣活場⾯を通じて親の思いをこどもへ、
またこどもの思いを親へ伝えるなど、⽣活の中で親⼦関係の再構築を視野に⼊れたかかわりが⾏わ
れるよう意識した⽀援が求められている。こどもと親、そして児童相談所、施設・⾥親・ファミリーホー
ム、その他関係者間でこどもの最善の利益という⽬標を共有し、役割分担しながら、適宜状況を共
有しつつ⽀援を進めていく必要がある。 

 

２． 永続的な養育を受けることができる場の確保 
家庭復帰の可能性が低い場合には、早期に特別養⼦縁組、養⼦縁組による永続的な養育を

受けられるようにする必要がある。そのような場合において、円滑に対応できるよう、養⼦縁組を⾏う
場合に必要な⼿続きの確認や、⾥親⽀援センター等の⾥親⽀援機関や養⼦縁組あっせん事業者
との連携等の体制づくりに努めることが求められる。また、こどもが⽣い⽴ちを知るための記録の保存
やこどもへのライフストーリーワークを⾏うことが⼤切である。 

 

 

主な参考事例） 

 ■⻑野県（再掲） 
虐待が主訴の全措置児童を対象に、児童相談所と施設職員が⼀緒に親⼦関係再構築の視点
でアセスメントして⾃⽴⽀援計画策定 

 ■福岡県福岡市（再掲） 
実態調査から⽀援の⽅向性を明確にし、措置を適切に活⽤するための様々な取組みを展開 
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参考）関連法令 

第１章 はじめに 

１．親⼦関係再構築⽀援の定義 

■⼦ども虐待対応の⼿引き 
第 10 章 施設⼊所及び⾥親等委託中の援助 
４．家族再統合プログラムの考え⽅と実際 
 （１）家族(親⼦の)再統合とは何か 
  「親⼦の再統合」について児童虐待防⽌法第４条第１項では、「・・・児童虐待を⾏った保護者に対する
親⼦の再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な家庭的環境で⽣活するために必要
な配慮をした適切な指導及び⽀援を⾏う・・・」とその促進を謳っている。ここで⾔う「親⼦の再統合」は狭義に
捉えれば、施設措置等によって分離された親⼦が再び⼀緒に暮らすこと（re-unification）と解される。広
義に捉えれば、親⼦が再び⼀緒に暮らすことだけでなく、親⼦関係の在り⽅の様々な変容、家族機能の
改善・再⽣（re-integration）と捉えられる。 
   実際、施設措置等に⾄った事例の中で、家庭復帰を⽬指せる事例は１５％から１７％程度との報告
がある。（「児童相談所等における保護者援助の在り⽅に関する実証的研究」2010 厚⽣労働科学研究 
⼭本他）⼀⽅で、家庭復帰の可能性にかかわらず、多くの事例では実際に親⼦交流が⾏われており、何らか
の家族⽀援等によって親⼦関係の改善が図られている。したがって「親⼦の再統合」の指し⽰す範囲について
は、これを広義に捉え、親⼦の⽣活形態に応じた様々な⽀援と考えることが、実態を反映している。具体的
には、施設措置等によって親⼦分離の⽣活形態となった親⼦が再び⼀緒に暮らすことを⽬指す⽀援もあれ
ば、当⾯、親⼦が⼀緒に暮らす⾒通しはないものの、親⼦としての関係性を再調整して発展させていく⽀
援までを含んで「親⼦の再統合」あるいは「家族再統合」と理解することが適当であろう。 

URL:https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/ 
dv/dl/120502_11.pdf 

 
■社会保障審議会児童部会社会的養育専⾨委員会 報告書（抄）（2022 年 2 ⽉とりまとめ）    
○ 親⼦の「再統合」は虐待や親⼦分離などにより傷ついた親⼦関係の修復や再構築に取り組むものであ
るが、必ずしも家庭復帰を唯⼀の⽬標とするものではない。この点について、周知徹底を図る必要がある。 
 その上で、親⼦再統合⽀援事業の提供においては、決して「家庭復帰」が唯⼀の結論ではなく、また、この
事業を保護者が利⽤したことのみを以て⼦どもを保護者の元に返すといったこと等が無いよう、当該事業を利
⽤する前段階で保護者や⼦どもの状況のアセスメントを丁寧に⾏うとともに、親⼦再統合⽀援事業によりど
のように保護者や⼦どもの状況に変化があったか等を適切に評価した上でその後の対応をとることが必要で
ある。 

URL:https://www.mhlw.go.jp/content/11920000/000896223.pdf 
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第２章 本ガイドラインについて 

１．令和４年児童福祉法改正における親⼦関係再構築⽀援  

 
■児童福祉法（抄）（令和４年６⽉８⽇公布）    
第６条の３第 15 項 この法律で、親⼦再統合⽀援事業とは、内閣府令で定めるところにより、親⼦の再統
合を図ることが必要と認められる児童及びその保護者に対して、児童虐待の防⽌等に関する法律（平成⼗
⼆年法律第⼋⼗⼆号）第⼆条に規定する児童虐待（以下単に「児童虐待」という。）の防⽌に資する情
報の提供、相談及び助⾔その他の必要な⽀援を⾏う事業をいう。 
第 33 条の６の２ 都道府県は、児童の健全な育成及び措置解除者等の⾃⽴に資するため、その区域内
において、親⼦再統合⽀援事業、社会的養護⾃⽴⽀援拠点事業及び意⾒表明等⽀援事業が着実に実
施されるよう、必要な措置の実施に努めなければならない。 

URL:https://www.mhlw.go.jp/content/000991034.pdf 
 

■社会保障審議会児童部会社会的養育専⾨委員会 報告書（抄）（2022 年 2 ⽉とりまとめ）    
Ⅳ 安⼼して⼦育てができるための⽀援の充実 
（２）⽀援の必要性の⾼い⼦どもやその家庭への在宅での⽀援 
 ③ ⽀援の必要性の⾼い⼦どもやその家庭への⽀援について 
 ⅰ）⼦どもと保護者への⽀援 
○ 児童相談所により⾏われる保護者⽀援は、児童福祉司に加え、児童相談所に配置されている⼼理職
が専⾨的知識を活⽤して対応できるよう、体制の確保や研修の実施を⾏う。また、この場合において、⼼理
職の体制確保について、児童相談所の体制確保を進めていく中で、計画的に取り組む。 
○ こうした中、親⼦関係の⽀援の必要性が⾼い場合、都道府県等が実施する親⼦再統合⽀援事業
（保護者⽀援プログラムなど）を適切に活⽤することができるよう、体制整備を図る。具体的には、親⼦再統
合⽀援については都道府県等がその体制整備を進めることに努めなければならないものとし、整備の促進が図
られるよう、事業として制度に位置づける。 

URL:https://www.mhlw.go.jp/content/11920000/000896223.pdf 
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第３章 親⼦関係再構築⽀援の原則 

１．こどもの援助指針等における親⼦関係再構築 
 
■児童相談所運営指針 

第１章 児童相談所の概要  
第１節 児童福祉法の理念  
１．児童福祉法の理念 
児童福祉法第２条にあるように、⼦どもの養育に対する家庭⽀援も重要である。⼦どもの健やかな成⻑・発
達・⾃⽴のためには、保護者を含めた家庭ごと⽀える視点が不可⽋であり、その観点から、家庭という⼦どもの
環境づくりを⽀えることも⼦どもの権利の保障の重要な側⾯であることを意識すべきである。 
第２節 児童相談所の性格と任務  
１．児童相談所の設置⽬的と相談援助活動の理念 
（2）児童相談所における相談援助活動は、すべての⼦どもが⼼⾝ともに健やかに育ち、その持てる⼒を最
⼤限に発揮することができるよう⼦ども及びその家庭等を援助することを⽬的とし、児童福祉の理念及び児童
育成の責任の原理に基づき⾏われる。このため、常に⼦どもの最善の利益を優先して考慮し、援助活動を展
開していくことが必要である。 

URL︓https://www.mhlw.go.jp/content/000928174.pdf 
 

■市町村⼦ども家庭⽀援指針 

第２章 ⼦ども家庭⽀援における市町村（⽀援拠点）の具体的な業務 
第３節 要⽀援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への⽀援業務 
７．⽀援計画の作成等 
保護者に左右されずに⼦どもの意⾒を聞く配慮が必要である。 ⽀援計画には、⼦どもへの直接の⽀援、保
護者への⽀援、家族への⽀援などをそれぞれ盛り込み、特に、虐待やネグレクトで傷ついた⼦どもへの⽀援は
親⼦関係の改善にも重要な⽀援であり、重視される必要がある。 
第６節 その他の必要な⽀援 
１．⼀時保護⼜は施設⼊所等の措置解除前後の⽀援 
（2）施設退所後の⽀援 
② 市町村（⽀援拠点）が⾏うアフターケア 市町村（⽀援拠点）は、分離された⼦どもの保護者や家族
を継続的に⽀援する ことにより、親⼦関係再構築に重要な役割を果たすことができる。措置を⾏った 児童
相談所と連携し、親⼦関係再構築⽀援を協働して⾏うことにより、アフター ケアに関しても⽀援が継続して⾏
える状況となる。 

URL︓https://www.mhlw.go.jp/content/000824887.pdf 
  



19 
 

２．当事者である家族（「こども」と「親」）と⼀緒に考える 

 
■児童相談所運営指針 
第１章 児童相談所の概要  
第３節 児童相談所の業務 
５．業務遂⾏上の配慮 
(2) ⼦ども、保護者等に対する援助を⾏うに当たっては、アセスメントの結果及び援助指針とその指針（⽅
針）が必要と考えられる理由に関して、年齢に応じた⽅法で⼗分な説明をし、⼦どもや家族の意向、意⾒を
⼗分に傾聴し、尊重するよう配慮する。 
第５節 援助指針の重要性 
２．援助指針を定める過程 
(8) 援助指針案を策定するに当たっては、事前に⼦どもや保護者等に対して児童相談所の案について⼗分
説明を⾏い、その意向等を踏まえて策定すること。 
３．援助指針の内容 
(6) ⽴てられた援助指針については、必ず、⼦ども及び保護者に説明し、理解を促し、可能な限り同意を得
て、それを記載しておく。その際、⼦どもの年齢に応じて理解できるように説明することが必要である。虐待をし
た保護者など、保護者の中には説明すら聞こうとしない者もいるが、その場合でも説明を聞く機会を提供する
ことが必要である。 
(7) 援助指針において⼦どもや保護者が取り組むべき課題が設定される場合、⼦どもや保護者が説明を受
けても、取り組むべき課題が難しすぎたり、多すぎたりすると、取り組む意欲をそぐことにもなるため、⼦どもや保
護者の性格や⼼⾝の状況などに応じた課題設定をする。  
(8) そのためには、判定会議等で、提案された⽀援課題の中から⽐較的変化変容しやすい短期間での援助
効果が期待できる課題は何か、変化することによって⼦ども全体に影響を及ぼす課題は何かなどについて検討
し、その⼦どもや保護者が取り組むべき具体的な優先的重点的課題を明らかにするとともに、これらを⼦どもや
保護者に提⽰しておくことが望ましい。 
第７節 都道府県児童福祉審議会への意⾒聴取 
３ 意向について 
 (1) 「意思」が法的な意思形成能⼒に裏付けられた概念であるのに対し、「意向」は 「意思とまでには⾄ら
ない志向、気持ち」といった意味であり、⼦どもの最善の利益の観点から全ての⼦ども等の意向を、その年齢、
成熟度等に応じて考慮することを基本とするものである。 従って、⼦どもの援助の決定に当たっては、⼦どもや
保護者等に対し児童相談所の援助⽅針等について個々の年齢や理解⼒等に配慮しながら⼗分な説明を
⾏い、その意向を把握するよう努める。 

URL︓https://www.mhlw.go.jp/content/000928174.pdf 
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４．親⼦関係再構築⽀援＝保護者⽀援プログラムではない 

 

■⼦ども虐待対応の⼿引き 
第 10 章 施設⼊所及び⾥親等委託中の援助 
４．家族再統合プログラムの考え⽅と実際 
（5）保護者への⽀援プログラム 
これらの⽀援プランは再統合⽀援の⾻組みであり、この中に様々な⽀援プログラムが配置されていく。家族再
統合の全体的なプロセスを俯瞰的に⽰したものが「⽀援プラン」であり、「⽀援プラン」のいずれかの時期に配置
される保護者、⼦ども、親⼦関係、親族等に⾏う特定の⽀援⽅法等が「⽀援プログラム」である。家族の当事
者性という⽀援プランの⾻組みがあるとき、そこに配置されることになるプログラムの⼀つひとつが価値を持つ。保
護者が主体的に⾃らの家族の課題に向き合い、それぞれの課題に応じてプログラムを選択し、主体的に取り
組めることが望ましい。 
しかし、家族再統合はこれだけで進展するわけではない。⼦どもの回復がなければ、段階的な交流は始まらな
いし、親⼦交流のステージが進⾏していかないのは⾔うまでもない。 
再統合における⽀援対象としては、①⼦どもに対する⽀援、②保護者に対する⽀援、③親⼦関係に対する
⽀援、④親族等に対する⽀援などの領域が考えられ、地域関係機関との⽀援ネットワーク作りをからめなが
ら、これらの領域が重層的、複合的に進展することで再統合が展開される。以上のような総合的⽀援の⼀領
域として児童相談所が中⼼となって⾏う保護者⽀援プログラムが位置づけられる。 
URL:https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/dv/dl

/120502_11.pdf 
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事例1. ⾼知県いの町 
⾼知県いの町 教育委員会事務局  Tel︓088-893-1922 

当事者や関係機関が参加する「家族応援会議」により、親⼦を中⼼とした⽀援体制が充実 

＜Point＞ 
 当事者と関係機関が参加する「家族応援会議」を開催し、⽬指す⽅向性の共通認識をも

って課題解決のために⼀緒に考える場を持っている 
 当事者の希望に応じて、参加者を調整しており、親族が参加する場合もあり 
 関係機関も当事者の声を直接聞けることで、積極的なかかわりに 

 
 家族応援会議について 
 当事者と関係機関が集まる「家族応援会議」（サインズ・オブ・セーフティのソーシャルワークの

⼿法）を実施し、両者が⽬指す⽅向性をすり合わせ、⼼配事や家庭の課題を共有。当事
者を応援する姿勢で困りごとを傾聴している 

 施設⼊所の場合の家庭復帰、虐待、親⼦の衝突、不登校や⾃殺企図というようなケースで
実施。⼦ども家庭総合⽀援拠点と要対協の調整機関を担っているので、虐待ケースに加え、
虐待までは⾏かなくてもこのままでは⼼配な状況といったケースも対象 

 当事者の意向や状況にもよるが、基本的には当事者参加の機会を作っている 
 家族応援会議は、安⼼安全な家庭環境を作りたいという⽬的・意識で⾏っているため、当事

者の「応援団」を増やし、地域で少しでも多くの⽀援者が当事者をサポートできる体制を作れ
るよう、関係機関のほか、祖⽗⺟など、家族が信頼できる⼈たちにも参加してもらうことがある。
児童相談所主催で家族応援会議を実施した際には当事者の希望で知⼈（⽗親の職場の
⼈）が参加したこともあり、町主催の会議でも希望があれば参加してもらいたいと考えている。 

 また、保護者や関係機関が参加しやすい場所（学校・園など）で開催し、意⾒を⾔いやす
いように、信頼関係ができている⼈が近くにいるように配慮している 

 家族応援会議では、当事者が話してくれた想いや意⾒をホワイトボードに書いて視覚化しな
がら整理し、共有していく 

 家族応援会議とは別に、関係機関のみのケース会議も別途開催し、⽀援策を検討している 
 
 事業実施による効果と展開 
 ケースワークにおいて、当事者と⽀援者側の⽬指すところが違うことがあるが、「家族応援会議」

で当事者と⽀援者の⼼配・安⼼・希望などを共有することで、認識のずれをなくして、同じ⽅
向を⽬指すことができる 

 当事者と関係機関が直接顔を合わせることで、応援してくれる⼈がこれだけいるということを伝
えられる。今後地域で⽣活していくにあたり、⽀援者や信頼できる⼈と⼀緒に考えたり、受け
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⽌めてもらえたりすることが親⼦の安⼼につながる 
 家族応援会議に親⼦で参加してもらうことにより、⼦ども⾃⾝の「今後こうしよう」「こうしたい」

といった思いを引き出せることもある 
 多くの関係機関が集まることで、⾊々な視点から解決策・⽀援策が⾒えてくる。例えば、⼦ど

もが中々学校に⾏きたがらないなどの場合は学校の先⽣が良い改善策を⾒出してくれて、町
としても助かっている。家族応援会議に参加することで、⽀援者側の⽀援⼒も⾼まる 

 虐待告知も⼤事だが、⼼配な⾯ばかりに焦点を当てるのではなく、家庭として上⼿くいってい
る部分をより強化していくと、安⼼・安全な家庭環境に向かっていきやすい 

 当事者⾃⾝に改善していく⼒があるため、ケースの課題解決にあたり、当事者と⼀緒に伴⾛
して解決を⽬指していく⼿法はとても役に⽴つ。当事者と⼀緒に安⼼安全な家を⽬指す⽅が
⽀援者も楽しく、モチベーションが⽣まれ、町・⽀援者としても楽になる 

 すべてのケースでうまく⾏くわけではないが、なるべく粘り強く、⼀緒にやっていきましょうという姿
勢で当事者と向き合っている 

 
 取組みの経緯 
 施設⼊所の障害のある⼦どもの家庭引き取りができるかについて、児童相談所主催の「家族

応援会議」で、当事者参加型で話し合ったことがきっかけ。家庭復帰後も町が家族応援会
議を引き継ぎ、学校、保健師、療育福祉センターにも参加してもらい、家族が安⼼安全の⽣
活が出来ているかについて確認する会議を、年３回程度、要対協ケースから外れるまで実施
した。 

 町主催で⾏った家庭復帰後の家族応援会議でも「やってよかった」と実感できたことが⼤きい。
１度やってみることが重要である 

 その後、県主催での家族応援会議等に関する研修が開催された。また、令和 4 年度は児
童相談所向けのサインズ・オブ・セーフティの研修に、市町村も参加させてもらい、市町村にと
ってはとてもよい機会になっている 
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事例2. ⻑野県伊那市 
⻑野県伊那市 教育委員会学校教育課⼦ども相談係  Tel︓0265-72-0999 

親と⼦ども、その関係機関が参加するケース⽀援会議により、個々の家族にあった⽀援を実施 

＜Point＞ 
 ⼦どもと家族を取り巻く関係機関が参加するケース⽀援会議を開催 
 ケース⽀援会議に、親や⼦どもも参加することで、関係機関が当事者の思い・意⾒を傾聴

でき、⼦どもの健やかな成⻑へ向けてより当事者のニーズに沿った⽀援策を意識するように 
 当事者にとって、ケース⽀援会議が⾃分たちを⽀えてくれる多くの⼈がいることを実感できる、

親と⼦どもの関係性改善につながる場に 
 ケース⽀援会議について 
 本市では年間 300 回程度のケース⽀援会議を実施。対象の⼦どもが⼀時保護、施設⼊

所、⾥親委託中の場合には児童相談所が主催。それ以外のケースは市の主催で開催 
 市主催のケース⽀援会議は、主に要対協のケースが対象だが、それ以外にも相談があり、開

催が必要だと判断した場合にもケース⽀援会議を開催（例︓不登校や虐待のリスクがあり
⼦どもが通う⼩中学校だけでは対応が難しく関係機関等での連携が必要と考えられる場合
に、⼦どもの所属機関からの要望で開催。また、施設⼊所中の⼦どもは在宅復帰の１年程
前から、在宅⽣活を⽀えるための⽀援体制を整えることを⽬的にケース⽀援会議を開催） 

 ケース⽀援会議の１つの⽬的は、⼦どもや家族を取り巻く機関はたくさんあるが、各機関がバ
ラバラに動いても解決しないため、家族のニーズや育ちの課題、⽬標を⽀援機関が共有したう
えで役割分担をして取り組んでいけるようにすることであり、⼦どもの所属機関、医療機関、
市の関係課、障害関係の事業者のほか、内容によって警察、保健福祉事務所、⺠⽣委
員・児童委員、⾥親などにも参加してもらうこともある 

 ２つ⽬の⽬的が、当時者である親や⼦どもにも参加してもらい、当事者の意⾒を⽀援⽅針に
反映すること。ケースによっては親族が参加し、思いや意⾒を話してもらうこともある 

 当事者が参加する前に、短時間で関係者のみの話し合いを実施する場合も多い。当⽇の
会議⽬標や、当事者が安⼼して参加できるための役割分担や注意点などを事前に話し合う 

 当事者が参加するケース⽀援会議では、保護者を応援し、⾃⼰肯定感を⾼められるよう働
きかけ、保護者⾃⾝の⼒を引き出すようにすること、保護者を責めたり批判したりせず、共感
して努⼒を労い、当事者が⽀援者とつながることができてよかったと感じられる話し合いを積み
重ねる 

 親の承諾を得たうえで、ケース⽀援会議に⼦どもが参加することもある。その場合は事前に会
議が「⼦どもの意⾒を聞き、守るための場である」ことを説明し、理解を得ている。実際に参加
する⼦どもは少ないが、⼩中⾼⽣になると参加する⼦どももいる 

 当事者の参加は、参加してほしい理由を伝え参加していただけるよう促すが、強制的なもの
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ではなく、あくまで本⼈の意思や状況に応じてのものであり、参加が難しい場合は、事前に個
別の⾯談等の機会を設けて意⾒や想いを聞いている 

 令和３年度は市で進⾏管理しているケース 142 件のうち、ケース⽀援会議をしているのは
107 件 232 回、またそのケースの中で当事者参加は、親の参加が 79 件、⼦どもの参加が
20 件。当事者参加のケース⽀援会議の割合は年々増加している 
 

 事業実施による効果と展開 
 ケース⽀援会議の場で多くの⼈が⾃分の悩みを聞いてくれて、寄り添ってもらえる、関わっても

らえるとわかることで⼼境が変化し、養育に良い影響がでる保護者もいる 
 当事者がケース⽀援会議に参加することにより、関係機関間でニーズを把握・共有しやすく、

それに応じた⽀援を提供することができる 
 市の職員がまず当事者に⻑く寄り添って傾聴したり肯定したりして関係性を作り、何でも話せ

る拠り所となるよう⼼掛けている。市の対応を⾒て良い刺激を受けて、他の関係機関も協⼒
してくれることが増え、連携して役割以上の働きをしてくれるところが増えた。顔の⾒える関係に
なり、⽀援者間のネットワークも強固になっている 

 ⼦どもが参加できず親のみ参加する場合は、保護者の許可を得て⼦どもと⾯談し、⼦どもの
意⾒を⼦どもの許可を得て反映させるようにしている。うまくいったことがあれば、「⼦どもや保護
者が⼀⽣懸命取り組んできた努⼒のおかげ」と伝えて当事者のエンパワーメントを図っている 

 当事者参加がうまく⾏かないケースもある。会議の場で怒鳴って帰ってしまったり、しばらく参加
しませんという⼈もいるが、それでも当事者と関係が切れないように⼼がけて時期を⾒計らって
参加いただけるように働きかけている。 

 当事者が会議に参加せず、想いを聞かずに⽀援の⽅向性が決まってしまうと、その後のずれ
が⽣じ、当事者⾃らが課題と向き合い、主体的に解決に向かうことが困難になるので、当事
者にとってよい⽅向に進めていけるようにするためには、当事者の参加は必要であると思う 
 

 取組みの経緯 
 ケース⽀援会議を積み重ねたことで、庁内や関係者で「当事者抜きに意味のある話し合いは

できない」という認識を持つようになり、ニーズを理解したり、⼦どもの問題を認識し⾏動に繋げ
てもらうために参加できそうな⽅には⾃然と当事者に参加してもらうようになった 

 開始当初、当事者がケース⽀援会議に参加することについて、⽀援機関からは「意味がある
のか」「当事者がいると話せないこともある」といった抵抗があったが、事例を積み重ねている中
で、各機関が効果を実感するようになっている 
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事例3. ⻑野県 
⻑野県 県⺠⽂化部⼦ども若者局こども・家庭児童相談・養育⽀援室  Tel:026-235-7099 

虐待が主訴の全措置児童を対象に、児童相談所と施設職員が⼀緒に親⼦関係再構築の視
点でアセスメントして⾃⽴⽀援計画策定 

＜Point＞ 

 虐待が主訴の全措置児童を対象に、児童相談所と施設職員が⼀緒に親⼦関係再構築
の視点で現状をアセスメントし、⾃⽴⽀援計画を策定 

 ⾃⽴⽀援計画では現在の課題と具体的な⽀援内容、それら⽀援の役割分担を明らかに 

 その後も定期的に同じアセスメントシートで評価し⾃⽴⽀援計画を⾒直すことにより、⽀援
の結果と次に⾏う⽀援を明確化 

 ⼀時保護解除時も同じアセスメントを組み込むことで、在宅におけるリスクに対する⽀援策を
明らかにしケースワークの⼀環として取り組める体制を確保 

 

 家族関係⽀援プログラムについて 

 ⼦どもと保護者の認識や精神状態、関係機関とのかかわり状況、親⼦の関係性など分離中
の状態等をアセスメントし、親⼦関係再構築⽀援の経過を確認していく枠組み 

 家族関係⽀援については、県内ほとんどの施設が加盟している児童福祉施設連盟、ながの
⼦どもを虐待から守る会（⺠間団体）、県主管課、県内すべての児童相談所の代表者が
参加し、毎年数回課題や取り組むべき事項の検討を⾏い、実施について合意している 

 親⼦関係に関するアセスメント項⽬を、A３⽤紙１枚のアセスメントシートにして各項⽬４段
階で評価し、レベル４（最⾼レベル）にあげていくことを⽬標に⽀援 

 施設⼊所や⾥親委託を⾏う際は全措置児童を対象に、児相が⾃⽴⽀援計画の作成時に
本アセスメントシートによりアセスメントを⾏い、その結果を⾃⽴⽀援計画に反映している 

 施設とファミリーホーム措置で、虐待のような親⼦関係の調整を要する⼦どもについては、措
置後も児童相談所が主体となって親⼦関係再構築のためのアセスメントを実施する 

 再アセスメントは⾃⽴⽀援計画の⾒直しにあわせて定期的に実施（年２回程度） 
 アセスメントは必ず児相、施設とも複数⼈で⾏い、親⼦の⾯会交流や家庭復帰についての

可否判断を⾏うとともに、４段階で評価をつけるだけでなく、⾯会交流開始や家庭復帰の際
には、⼦どもの安全をどう確保するかについて記載する欄を設け、適切な判断を⾏うための⼯
夫をしている。そのため職員の経験による判断や⽀援の差が出にくい 

 ⾃⽴⽀援計画の⼦どもの短期的課題と⽬標の⼀つには「家族について」を⼊れており、家族
や⼊所理由について認識がない⼦どもには認識を持たせていくこと、関係に不安を抱えている
場合はその解消など、⼦どもの状態に応じた⽀援を必ず設定している 
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 事業実施による効果と展開 

 虐待のような親⼦関係調整の必要性のある全児童に対して、親⼦関係再構築の視点でア
セスメントし⾃⽴⽀援計画を策定することにより、⼦どもや家族、地域の何に対して、誰が何
を⾏うかが明確になる 

 児相と施設が同じ計画をもとに地域への働きかけを⾏うことで、市町村（要対協）において
も同計画に基づいた地域養育⽀援体制づくりができる 

 必要に応じて市町村（要対協）等の関係機関とも共有することで、課題や⽅向性（家庭
復帰か否か等）など共通認識に基づく⽀援が可能に 

 ⽀援途中における定期的な⾒直しにおいても、同アセスメントシートで評価することにより、⽀
援の効果等がわかりやすい 

 ⼀時保護中の⼦どもについても、解除時には同アセスメントシートを⽤いて、在宅におけるリス
クに対する⽀援策を明らかにし、ケースワークの⼀環として取り組める体制を確保 

 虐待以外の措置児童についても、同プログラムの研修を受けた施設職員が同アセスメントを
利⽤することで、⼀定レベルの⾃⽴⽀援計画策定が⾒込める 

 現在、⾃⽴⽀援にあたってのこどもの意⾒聴取とその反映の⽅法を検討中 
 

 取組みの経緯 

 施設退所児童の虐待死等の課題があり、弁護⼠等を中⼼とする⺠間団体「ながの⼦どもを
虐待から守る会」から、家庭復帰の判断を適切に⾏うための⽅法の⾒直しについて提⾔があ
り、翌年（平成 18 年）県に「親⽀援プログラム作成委員会」を設置し、親⽀援プログラム
を作成（ここでいうプログラムとは、各種⽣活課題の解決や養育環境調整等を図るソーシャ
ルワークを基本とし、親や⼦どもへの⼼理的⽀援、親への治療的教育⽀援なども含む、⼀定
の計画に基づいて継続的に⾏われる取り組みの枠組みと流れを指す） 

 「親⽀援プログラム作成委員会」は、県内の５児童相談所、⻑野県児童福祉施設連盟、
提⾔を⾏った⺠間団体、県主管課で構成 

 当該委員会は、親⽀援プログラム作成後もアセスメントの検証を⾏う委員会として活動を継
続し、親⽀援に限定せず⾃⽴⽀援計画等の検討も取り扱うものとの考えから名称を変更し、
現在は「家族関係⽀援プログラム等検討委員会」として年度毎にテーマを決めて年４回の検
討会を開催している（R３年度︓ファミリーホーム、R４年度︓⼦どもとの⾃⽴⽀援計画等
の共有⽅法等） 
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参考︓家族交流開始及び家庭復帰を判断するためのアセスメント項⽬（抜粋） 

【⼦ども】 
項⽬ 状態

常に専⾨的⽀援が
必要 

随時、専⾨的な
⽀援が必要 

モニタリングなどは
必要 

特に問題はない

家庭・家族
への思い/ 
信頼感 

家族⾯会、⼿紙・
電話による交流も
拒否 

家族への意思表⽰
が曖昧か、家族の
前で緊張する 

家族交流を望み、
外出、外泊で問題
がない 

家族と⾃然に⽣活
がおくれている 

【視点】 ・家族交流や家庭復帰を望む     ・家族交流後・試験的外泊後も安定
・試験帰省に慣れ、家庭復帰を望む 

養 育 者 へ
の愛着 
【乳幼児】 

愛着に重⼤な問題
がある 

愛着に問題がある 愛着にやや問題が
ある 

愛着上の問題を⼼
配せず対応できる 

【視点】 ・家族交流等の場⾯で観察する   ・児童と養育者等の相互関係性 
・児童⾃⾝の育てやすさ、育てにくさ 

リスク回避
/モニタリン
グ 

助けを求めることが
困難。所属がない 

助けを求めることが
困難。所属が不定
期利⽤ 

助けを求めることは
不⼗分でも⽇常的
な所属でのモニタリ
ング可能 

児童⾃ら助けを求
められ、⽇常的な
所属でのモニタリン
グあり 

【視点】 ・児童⾃⾝のリスク回避⼒      ・児童のコミュニケーション⼒ 
・⽀援者との関係            ・所属でのモニタリング状況 

  

【保護者・家族】 
項⽬ 状態

虐待解決の⽅向
性がみられない 

保護状況下の
交流は可能 

試験外泊〜条件
次第で家庭復帰
可能 

家庭復帰が可能
である 

虐待認識/
解決努⼒ 

虐待を否認、もしく
は認識していない 

虐待を認めても、
解決⾏動がない 

虐待を認め、少し
の助⾔で問題解決
可能 

適切な対応⽅法を
⾃ら考えて実施で
きる 

【視点】 ・虐待、不適切な養育を認める
・解決意欲と⾏動があり、⼀定の成果がある 
・助⾔を聞き⼊れる姿勢がある     ・保護者間での認識の相違がない 

⼼理・精神
的安定 
性/対⼈関
係 

⽇常⽣活もままな
らない 

⽇常⽣活が⾮常に
制限され、対⼈関
係不良 

⽇常⽣活や対⼈
関係がやや制限さ
れる 

⽇常⽣活⾯や対
⼈関係で問題はな
い 

【視点】 ・精神的な健康度、情緒的な安定度 ・抑うつ気分や疲労感 
・精神疾患等の治療状況        ・育児等のストレスの有無 
・依存問題の有無と治療状況 

攻撃性 
（⾔動）/
衝動性 

攻撃性抑制が困
難、虐待可能性が
⾼い 

ストレス状況で虐
待する可能性が⾼
い 

⽇常的に安定し、
ある程度抑制でき
る 

⼗分に安定し、⾃
ら解決可能 

【視点】 ・怒りや衝動等を⾃覚しているか
・衝動的⾏動を緩和する適切な⼿段の有無 
・ストレス下での攻撃性なし       ・ストレス因を特定し対応できる 

養 育 意 思
と態度 

養育意思なし、⼦
育てに無関⼼ 

養 育 意 思 は ⽰ す
が、態度が曖昧、
⾃信⽋如 

明確な養育意思と
⾏動努⼒がある 

主体的養育姿勢
と、困れば⾃ら相談
できる 

【視点】 ・家庭引取希望と保護者間の意思⼀致  ・養育に向けた準備の状況 
・他⼈任せか、⾃助努⼒ありか        ・児童を含めた⽣活設計 
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項⽬ 状態
虐待解決の⽅向
性がみられない 

保護状況下の
交流は可能 

試験外泊〜条件
次第で家庭復帰
可能 

家庭復帰が可能
である 

養育スキル
(安全/衛
⽣/健康/
⽇課) 

⾐ ⾷ の 世 話 、 安
全・衛⽣管理がで
きない 

⾐⾷の世話はでき
るが常に援助・確
認が必要 

少しの援助や助⾔
でまかせられる 

⼗ 分 な ⾐ ⾷ の 提
供、安全・衛⽣の
管理ができる 

【視点】 ・基本的な⾐⾷の提供            ・安全・衛⽣・健康⾯への配慮 
・予防接種、通院、服薬管理ができるか  ・乳児等の授乳、夜泣き対応 
・年齢に応じた適切なしつけができるか 

⽣活・経済
基盤/住環
境 

深刻な問題があり
児童を受け⼊れら
れない 

短時間なら児童の
受け⼊れは可能 

家庭⽣活に問題は
ないが、確認は必
要 

経済・住環境に問
題ない 

【視点】 ・経済的に児童を養育できるか       ・借⾦ギャンブル問題がないか 
・住環境が適切か、清潔に保たれているか 
・進学・就労への経済⽀援が可能性か 

親 ⼦ 関 係
性【乳幼児
以外】 

親⼦ともに交流の
⽷⼝がない 

第三者がいれば交
流が可能 

家庭への外泊も含
めた交流後も安定 

親 ⼦ が ⾃ 然 に 安
⼼・安定して過ごせ
る 

【視点】 ・児童への適切な働きかけ     
・児童の表情や態度から気持ちを察する 
・親⼦の適切な距離感（過⼲渉、無関⼼でない） 
・児童にとって居⼼地良い環境を提供  ・きょうだい間の待遇の違いがないか 

親 ⼦ 関 係
性 【 乳 幼
児】 

情緒的反応に対
応できない、無視・
拒絶 

⾏動に⼾惑い、常
に助⾔や⽀援が必
要 

良好な親⼦相互の
反応があるが⽀援
継続は必要 

良好な親⼦相互の
交流が認められる 

【視点】 ・親⼦相互に良好な関わりがあるか
・保護者が児童の表情や⾏動の変化に気づけるか 
・交流後の⼦の様⼦に問題がないか 

児 童 の 特
性理解/⽀
援 

特性に無頓着、否
定的、能⼒の過⼤
評価 

⼀定の理解はある
が、適切に対応で
きない 

特性を理解し、少
しの助⾔で対応で
きる 

特性を⼗分理解
し、適切な⽀援が
可能 

【視点】 ・特製の理解（性格、障がい、LGBT 等） ・教育や⽣活⾃⽴への関⼼ 
・特性を理解した上での適切な⾃⽴⽀援 

保 護 者 間
の 意 思 疎
通 と 協 ⼒
態勢 

相互の意思疎通が
ないか、⾮常に乏し
い 

意 思 疎 通 は あ る
が、合意できにくい 

意思疎通があり、あ
る程度合意が可能

意思疎通が⼗分か
つ、役割分担が出
来ている 

【視点】 ・保護者（養育者）間で共通理解に基づく合意がある
・合意を得るための相互の話し合い努⼒ 
・主張の対等性、⾮依存関係     ・協⼒・協働体制と役割分担 

家族の資 
源（親戚/
友⼈/知⼈
/近隣） 

家族、親戚がいな
いか、関係がとれな
い 

連絡はとれるが直
接的⽀援は望めな
い 

関係調整等で、⽀
援が受けられる 

直接的な⽀援を⾃
ら希望して受けられ
る 

【視点】 ・困ったときに相談できる相⼿はいるか  ・⾝近で⽀援してくれる相⼿はいるか
・地域で孤⽴、対⽴関係はないか 

関 係 機 関
受⼊れ(児
童の所属/
市町村/医
療 / 児 相
等) 

関係機関の⽀援を
拒否 

関係機関の⽀援を
受け⼊れるが関わり
に課題がある 

関係機関の⽀援を
受け⼊れる 

関係機関との関係
が良好、積極的に
利⽤する 

【視点】 ・所属のモニター機能             ・関係機関との相談関係 
・困り感があり、解決を求めている   
・公的機関やサービス等の⽀援受け⼊れ   ・コーディネートする機関の有無 
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事例4. 福岡県 
福岡県 福祉労働部児童家庭課  Tel︓092-643-3256 

定期的なスクリーニングの「仕組み」と、児童相談所の組織として⽀援する体制を構築 

＜Point＞ 
 施設⼊所と⾥親委託中の全児童を対象に、年１回スクリーニングを実施 
 きずな担当の職員や県全体での SV 配置など、組織として親⼦関係再構築⽀援を⾏う体

制を構築 
 当事者である親や⼦どもに説明し、親の了承のもと⽀援を開始 
 家庭復帰に限定しない、親⼦関係再構築を必要とするケースも⽀援対象としている 

 
 「親⼦のきずな再⽣事業」について 
 親⼦関係の再構築を⽬的として、個々の家庭の課題や環境に合わせて⽀援計画を作成

し 、計画に基づき、⼦どもや保護者への⽀援・指導を⾏う事業。 
 各児童相談所に児童福祉司と児童⼼理司各１名を「きずな担当」として配置。また、外部

の専⾨家によるスーパーバイザーを配置し、毎⽉ SV を受ける体制を構築。年数回、「きずな
担当」による勉強会も開催し、担当者間の情報共有を図っている。 

 対象ケースは、①施設・⾥親等に措置中で、家庭復帰を⽬指すケース、②施設・⾥親等に
措置中で、親⼦関係が希薄・交流が乏しいケース、③在宅だが、親⼦関係が不調で専⾨
的な調整が必要なケース、④保護者が“不在”の児童を⽀える家族⽀援。 

 年度末に、施設⼊所や⾥親委託をしている児童の担当福祉司にスクリーニングを依頼。それ
をもとに児童相談所内で協議を⾏い、次年度の対象ケースを決定する。その後、施設・⾥親
等の意⾒を聞き取り、親や⼦どものニーズを確認し、事業実施の了承が得られた場合に⽀援
を開始する。 

 丁寧な⽀援を⾏うため、各児童相談所の体制に応じて対象ケース数を調整している。必要
に応じて年度途中にケースを追加することもある。 

 ⽀援内容は、親⼦関係構築・改善のための⽀援の他、⽣活⾯や精神⾯の安定を図るため
の⽀援など多岐にわたり、各ケースにとって効果的な⽀援を検討し、実施している。また、必
要に応じて、家族応援会議やペアレントトレーニングなど、各種プログラムを活⽤している。 

 家庭復帰ケースに対しては、復帰が現実的になれば、地域の関係者との協議、地域のサポ
ート体制の構築、市町村⽀援への移⾏等を⾏っている。また、復帰後も半年程度きずな担
当が関わり、アフターフォローを⾏っている。 
 

 事業実施による効果と展開 
 施設⼊所と⾥親委託を⾏っている全児童を対象に、年 1 回のスクリーニングを定期的に⾏う
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ことで、必要な⽀援を適切なタイミングで⾏えるようになった。 
 また、事業の対象とするケースをスクリーニングにより定期的に確認・検討することで、親⼦関

係再構築に取り組む⽀援対象や⽬標が明確になり、かつ所内で共有されることで、所として
の親⼦関係再構築⽀援に対する意識や動き⽅が⼀体的に取り組めている。 

 親⼦のきずな再⽣事業として「事業化」したことで、組織として取組が明確となり、必要なプロ
グラムを丁寧に⾏うことができるようになった。 

 対象ケース数の増減はあるが、平成 30 年度に⽐べて令和 2 年度では効果があがっており、
難しいケースへの対応や家庭復帰後の⽀援等に密に取り組めるようになっている。 

＜参考︓令和 2 年度の事業成果＞ 
☐ 令和２年度は６児相全体で 119 ケースを対象とし、⽀援により家庭復帰したのは 15 ケース

（12.6％）、親⼦関係や⽣活の改善が⾒られたのは 76 ケース（63.9％）で、全体の約８割
に良い変化が⾒られた 

☐ 保護者・児童⾯接などの直接⽀援のうち、⾯接や各種⼿続き⽀援などの保護者⽀援が 1,406
回（62.2％）で、全体（2,262 回）の約 6 割を占めている 

☐ ⾯接やライフストーリーワーク等の児童⽀援は 594 回（26.3％）、親⼦交流プログラム等の親⼦
⽀援は 177 回（7.8％）で、プログラムなどを活⽤しながら⼦どもにも積極的に働きかけている 

☐ 間接⽀援のうち、施設職員とのカンファレンスやアセスメントは 1,089 回（50.3％）で、施設と緊
密に連携を図ることができている。また、地域の学校・市町や医療機関等とのカンファレンスは 652
回（30.1％）で地域の関係機関との連携や家庭復帰に向けたサポート体制の構築も⾏っている 

 
 取組みの経緯 
 平成 20 年度から福岡児童相談所において、専任スタッフ（児童福祉司、児童⼼理司）

による、家庭復帰や親⼦の関係改善を⽬的とした「家族再統合⽀援事業」を開始、３年間
モデル事業として実施 

 平成 23 年度より県内３児童相談所にて「親⼦のきずな再⽣事業」を開始、平成 27 年度
より県内の全６児相において、施設からの家庭復帰と親⼦関係や⽣活の改善を⽬標とした
⽀援を⾏っている 
 

参考︓福岡県児童相談業務概要（令和２年度版） 
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/gyosei-shiryo/r03-jidousoudansho-gyoumgaiyou.html 
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事例5. ⼭形県 
⼭形県 中央児童相談所  Tel︓023-627-1195 

児相所内に「家庭⽀援」のプロジェクトチームを設置し、組織としての⽀援体制構築を⽬指す 

＜Point＞ 
 所内に「家庭⽀援」「施設⽀援」「⾥親⽀援」「市町村⽀援」の４つのプロジェクトチームを

設置し、児童福祉司・児童⼼理司全員がいずれかのチームに所属することで、組織として
機能強化を推進 

 家庭⽀援の専⾨ PT の設置により、親⼦関係再構築⽀援を後回ししない意識に変化 
 PT がケース以外の仕事・コミュニケーションの場や相談先になることで、⼀⼈で抱え込まず、

課題に対して組織的に、前向きに考えていけるきっかけに 
 
 家庭⽀援のプロジェクトチームについて 
 親⼦関係再構築⽀援を、職員個⼈のスキルに委ねるのではなく、組織としての⽀援体制を

整えていくことを⽬的としたプロジェクトチーム（PT）を設置。 
 PT は児童福祉司３名、児童⼼理司２名と統括者で構成しており、活動は⽉ 1 回。 
 家庭⽀援について⾃分たちが感じている課題、前年度からの継続検討事項等を踏まえて、

年度当初に活動内容に関する年間計画を作成。 
 PT では、親⼦関係再構築に関するアセスメントや会議にかけるタイミング、様式、家族との話

し合いの進め⽅、⽀援におけるポイント等の⼿順や視点等について整理。児童相談所として
の考え⽅を統⼀しながら、⽀援⽅法の選択肢や選ぶ際の視点をとりまとめ、各ケースに応じた
適切な⽅法を選択できるようにしたいと考えている。 

 また、所内での研修に加え、保護者⽀援・カウンセリング事業を活⽤し、外部講師を招いて
職員の家庭⽀援に関するスキルアップ研修も実施。 

 家庭⽀援 PT の他、「施設⽀援」「⾥親⽀援」「市町村⽀援」の PT もあり、全児童福祉司・
児童⼼理司がいずれかの PT に参加。 

 
 PT 設置の効果と展開 
 PT を設置したことで、「家族への⽀援を後回しにせずに取り組む」という意識に変わった。 
 親⼦関係再構築に関する⽀援の必要性や、課題があがったときの所内での相談先が明確に

なり、担当だけで抱え込むのではなく、組織全体として相談しやすい雰囲気ができた。 
 通常業務に加えての PT の活動になるので負担が無いわけではないが、所としてどのように取

り組んでいくかの検討に⾃分も組織の⼀員として参加することで、組織としての動きになってい
くため、結果的に楽になっている。PT があるため⼀⼈で悩むのではなく、所全体で検討していく
ことができ、また前向きに考える機会にもなっているのは⼤きなメリット。 
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 ケースを担当していると視野が狭くなったり、精神的にも疲れてしまうことがあるが、PT で他の
職員とケース以外の仕事をすることが気分転換にもなっている。特に若い職員にとっては率直
に悩みを相談できる場になっている点も PT の効果。 
 

 取組みの経緯 
 平成 30 年に「児童虐待防⽌対策体制総合強化プラン（新プラン）」が⽰され、職員を⼤

幅に増やしていくことになったが、未経験者の育成に⼀定の期間を要する中で、新プランに⽰
されている児童相談所の機能強化を併⾏してどう進めていくかという対応策の１つとして、令
和元年度に PT を設置した。 

 職員の増加に伴い、経験の浅い職員の⼈材育成も担いながら、増加する担当ケースの対応
もしなければならないということで、中堅以上の職員の業務量が急激に増えたことにより、これ
までのように、各ケース担当者がそれぞれに家庭、施設、⾥親、市町村の⽀援も⾏っていくと
いうことには限界があったため、「家庭⽀援担当」「施設⽀援担当」「⾥親⽀援担当」「市町
村⽀援担当」の４つの PT を⽴上げ、該当ケースについてこれらの PT の担当者も係る体制と
し、組織としての機能強化を図った。 

 ⽴上げ時に、PT のミッションや具体的な動き⽅を所⻑等のリーダー役が丁寧にフォローし、参
加者がどうしていったらよいかをイメージできるようになるところまで引っ張っていくことが重要。 
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事例6. 京都府 
京都府家庭⽀援総合センター  Tel︓075-531-9650 

「寄り添い⽀援チーム」がハブ役を担うことで、当事者や委託先との調整をスムーズに 

＜Point＞ 
 「寄り添い⽀援チーム」が外部委託先との窓⼝になり、児童相談所との連携をスムーズに 
 「保護者⽀援」を切り⼝に市町村へのプログラム広報を⾏い、ケースの拾い上げへつなげる 
 「寄り添い⽀援チーム」への相談がケースを⾒直す機会となる 
 プログラムと個別カウンセリングを組み合わせて、当事者のニーズに対応 

 
 寄り添い⽀援チームについて 
≪寄り添い⽀援チームの位置づけ・構成≫ 
 京都府家庭⽀援総合センターは児童虐待・DV・障害・ひきこもりなど家庭問題に関する総

合的な相談機関であり、京都府の中央児童相談所としての役割も担う 
 「児童虐待・DV 被害者⽀援チーム（通称 寄り添い⽀援チーム）」は京都府家庭⽀援総

合センター内に設置されているチームで、同センター内の児童相談所とは別の組織 
 寄り添い⽀援チームはグループ⻑１名、保健師１名、⼼理職等の会計年度任⽤職員５名

から構成され、主に保健師 1 名が保護者⽀援を担当。ケースワークは⾏わず、コーディネート
を中⼼に⾏う 

≪主な活動内容≫ 
 児童相談所や市町村の職員が選定したケースに対し、紹介元や委託先の意⾒を聞き、プロ

グラムやカウンセリングとのマッチングを⾏う 
 外部団体に委託して実施するプログラムに同席し、記録や事務的な対応を⾏う。カウンセリン

グ状況についても事後にミーティングを開催し、ケースの進⾏管理を⾏い、児童相談所等の
紹介元と委託先の間の必要な情報共有を⾏うなど、ハブ役を担う 

 →現在は⼼理職 3 名で構成される外部団体（MY TREE ペアレンツ・プログラム京都）に
プログラムやカウンセリング実施を委託 

 児童相談所や市町村に新しく⼊った職員を対象として、各年度の事業展開や寄り添い⽀援
チームの活動内容、プログラムやカウンセリングの対象となるケースについて説明会を開催し、
児童相談所や市町村において、親⼦関係再構築⽀援の視点でアセスメントが実施され、⽀
援を必要とするケースの拾い上げにつなげている 

 紹介によりプログラムを受講したケースに関して、プログラムを通じたケースの⾒⽴て、受講前
後の変化等について報告会を開催し、今後の⽀援について検討する 

 ⼀部プログラムについて、今年度から保育所・幼稚園を通じて当事者への直接広報を実施 
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 寄り添い⽀援チームの活動による効果 
 寄り添い⽀援チームの職員が外部で実施するプログラムに同席し、カウンセリングの進⾏管理

を⾏うことで、外部団体との情報共有や⽀援⽅針のすり合わせがスムーズに 
 ⾏政機関ではあるが、児童相談所とは別組織の第 3 者の⽴場として接することで、児童相

談所からの介⼊に抵抗のある保護者も⽀援の受け⼊れが進みやすくなる 
 児童相談所のケース担当職員は、緊急対応など他の業務に時間が割かれるため親⼦関係

再構築⽀援に集中しづらく、また、定期的な⼈事異動により専⾨性の継続が困難な状況の
中、寄り添い⽀援チームにおける外部委託実施により、専⾨的かつ継続的な⽀援が可能に 

 プログラムやカウンセリングにつなげる前に、ケース担当職員と寄り添い⽀援チームでケースの状
況確認及び必要な⽀援内容や⽅向性等について丁寧なやりとりを⾏っており、ケースについ
て改めて⾒直す機会となっている 

 児童相談所や市町村への説明会や報告会を通して連携体制を築くとともに、保護者への寄
り添い⽀援を切り⼝とした⽀援が広がり、プログラムやカウンセリングの対象となるケースへの理
解が進み、より受講に適したケースが紹介されてくるように 
 

 取組みを始めた経緯 
 京都府として被虐待児・DV 被害者等に対し寄り添い型の⽀援が求められるようになり、平

成 25 年に寄り添い⽀援チームが設⽴ 
 寄り添い⽀援チーム設⽴時から、児童相談所の担当ケースのみではなく、市町村の担当ケー

スも対象として市町村との連携体制を構築 
 京都府内で課題となっていた保護者への⽀援に⼒を⼊れるため、外部団体への委託をスター

ト。外部委託先の職員は児童福祉司任⽤前研修等の講師としても関わりがあり、事前に課
題を共有し⽅針のすり合わせができるなど、委託先として信頼できている 
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事例7. 埼⽟県さいたま市 
さいたま市北部児童相談所  Tel︓048-711-3917 

サインズ・オブ・セーフティ・アプローチを組織的に導⼊し、⽀援を展開 

＜Point＞ 
 専⾨チームがサインズ・オブ・セーフティ・アプローチの研修やコンサルテーションを実施 
 当事者の希望を踏まえてゴールを設定し、当事者と協働して⽀援を⾏うことが習慣化 
 組織内の共通⾔語ができ、職員のスキルが向上することで組織全体の底上げに 

 
 専⾨チームの設置とサインズ・オブ・セーフティ・アプローチ（以下「サインズ」）を活⽤した⽀援 
≪専⾨チームについて≫ 
 所内に「家族⽀援チーム」、「性暴⼒対策チーム」、「ペアレンティングチーム」の３つの専⾨チ

ームを設置。3〜4 年⽬以上のある程度職務経験があるケースワーカーや⼼理⼠、研修・調
整業務を⾏う職員がメンバーとして参加。 

 「家族⽀援チーム」では、国内のサインズ団体の講習を受講したコアメンバーをはじめ、サイン
ズを学んだ職員が所内研修を開催してノウハウを共有したり、OJT の⼀環として新⼈職員が
⽀援に困っているケースにサポートとして⼊ることで、ケースのコンサルテーションを実施。 

≪サインズの院内研修やサインズを⽤いた⽀援について≫ 
 職員向けの所内研修として、年度初めの新⼈研修（半⽇×3 回）と、職員全体向けの継

続研修（繁忙期を除いて⽉ 1 回、⾃由参加）を開催。 
 組織としてサインズの考え⽅を中⼼にケースワークを⾏うことが基本になっており、通常⾯接の

中で保護者や⼦どもが「どうなりたいか」という希望を聞き、児童相談所として必要だと考える
⽀援と組み合わせて⽀援のゴールを設定。 

 ⼀時保護ケースについても、サインズの考え⽅を⽤いて⽀援の⽅向性を定め、保護者の同意
を得た上で再発防⽌のためのプランを作成。 

 ⼦どもに対しては、サインズの⼿法である「スリーハウス」を利⽤し、聞き取った意⾒やこれからの
希望について児童記録票に記録。 

 

 家族⽀援チームの活動とサインズを活⽤した⽀援の効果 
 家族⽀援チームがあることで、難しいケースについて相談しやすい環境になっている。また、SV

とは異なる⽴場からピア的にサポートできる存在となっており、SV が⼀⼈で何⼈もの職員を指
導するような構図がなくなり、SV の負担も軽減された。 

 サインズの研修を継続的に⾏うことで、職員のスキルが向上。組織内での共通⾔語ができ、
組織全体の底上げができている。 

 サインズを⽀援に取り⼊れることで、保護者や⼦どもの意⾒を聞き、協働して⽀援内容を考え
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ることが習慣化された。 
 
 取組みを始めた経緯／取組みを進める上でのポイント 
 政令市のため、児童相談所設⽴時は児童相談所の経験がない職員が多く、職員の⼈事異

動による⼊れ替わりも多かったため、所内でノウハウを蓄積し、ケースワークの質を担保するた
めに専⾨チームを⽴ち上げた。 

 サインズによる効果を所内に⽰すため、最初は効果が⽰しやすい⽐較的重度のケースからサ
インズを活⽤した⽀援を開始。 

 親⼦関係再構築に関して⻑期的に関わることのできる専⾨チームを設置することで、ノウハウ
が組織に定着しやすくなる。 

 所内でノウハウを浸透させるためには、単発の研修で終わらせるのではなく、外部講師にもモ
デルケースに SVとして参加してもらうことが効果的である。外部の研修を受講する場合は、研
修担当などの内情を理解している職員が複数名で同じ研修を受講し、所内にどのように還元
できるかミーティングを⾏うことが望ましい。 
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参考︓新プランニングシート（R2.4.1〜） 援助方針会議（資料） 

相談種別 虐待（ ） 児童名         （ 歳 か月） 集団所属  担当名  

担当者意見：         （令和  年 月 日付） 

問題の概要・取扱の経過・再調査時の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪子に起きた危害（期間・頻度・程度・影響度）≫ 

 

 

 

 

アセスメント（詳細） 

リスク要因 

・ 

 

安全・うまくいっていること 

・ 

 

ネットワーク（どう機能するのか）

【私的】 

 

 

【公的】 

 

 

     

子どもに今後心配されること 

・ 

 

 

 

安全プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期的な支援計画（終結時の目標到達点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリングの方法（方法・頻度・確認する要点）

 





19 

事例8. 福岡県福岡市 
福岡市こども総合相談センター  Tel︓092-832-7107 

実態調査から⽀援の⽅向性を明確にし、措置を適切に活⽤するための様々な取組みを展開 

＜Point＞ 
 施設⼊所児童の実態調査をもとに、児童相談所が⾏うべき⽀援の⽅向性を明確化 
 「家庭移⾏⽀援係」を設置し、取組みを推進 
 児童家庭⽀援センターに、市から親⼦関係再構築⽀援事業を委託 
 ⼦どもの意⾒表明の仕組みの導⼊により、⼦どもの意向・希望を確認できることも 

 
 福岡市における親⼦関係再構築⽀援の⽅針 

●平成 27 年に施設⼊所児童を対象とした実態調査を⾏い、以下の３点が明らかに 
 措置期間が３年を超えると、実親または親族への家庭復帰率が急激に低下する 
 乳児院から児童養護施設に措置変更となったケースは施設⼊所が⻑期化しやすい 
 頻繁に親⼦の交流があるものの、家庭復帰に⾄らないケースが存在する 

●調査結果の考察として以下３つの必要性を認識し、⽀援の⽅針とする 
 交流や家庭復帰を妨げる要因への⽀援（在宅⽀援を含む）、アプローチの必要性 
 親と⼦に交流や引取りの意欲低下を防ぐアプローチの必要性 
 家庭復帰が⾒込めない児童への特別養⼦縁組を含む家庭的代替養育の提供の必要性 

 

 福岡市における親⼦関係再構築⽀援に関する取組み 
≪⽀援体制について≫ 
 児童相談所内に親⼦関係再構築⽀援を担当する「家庭移⾏⽀援係」が設置されており、

令和4年度は児童福祉司6名、社会的養護⾃⽴⽀援員2名で構成（毎年8名程度） 
 全措置児童に⼼理担当者を配置 

≪取組みについて≫ 
●ケース進⾏管理のための会議開催 
 ⼊所後 1 ヵ⽉会議（施設との 2 者協議 or 親を交えての 3 者協議 or ⼦どもを交えての４

者協議）と担当者会議（全施設措置児童が対象で、年 2 回⽀援について検討）を実施 
 施設で⽉ 1 回実施されている職員会議に施設担当 CW が同席し、情報共有を実施 
 ファミリーSW と児童相談所との連絡会を年 2 回開催し、家庭⽀援の課題について検討 

●MY TREE ペアレンツ・プログラムの実施 
 児童相談所直営で⼼理⼠が担当し、MY TREE ペアレンツ・プログラムを実施 

●CRC（チャイルドリソースセンター）親⼦プログラムふぁりの委託 
 平成 30 年より、保護者指導・カウンセリング強化事業を活⽤し、児童相談所 OB が所⻑を
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務める児童家庭⽀援センター1 か所に委託する形で CRC 親⼦プログラムふぁりを実施（年
2〜3 件、これまでの実施件数 11 件） 

 毎年 5 ⽉に CRC のファシリテーターから児童相談所職員に向けて CRC 親⼦プログラムふぁ
りの周知研修を開催 

 年度はじめにプログラムを適⽤したいケースを児童相談所内で公募し、CRC ファシリテーター
が担当児童福祉司と協議の上、適⽤ケースを選定 

●⼦どもの意⾒をくみ取る「⼦どものキモチ便」導⼊ 
 ⼦どもが⾃分で判断して意⾒を出せるツールを持つ必要があると考え導⼊ 
 児童養護施設・⾥親に委託している全児童に⼦どもの権利⾯接（年 1 回）を実施する際、

権利ノートと併せてキモチ便の封筒と説明書類を⼿渡し、１年活⽤ 
●「ライフストーリーワーク」の視点を活かした⽀援 
 児童相談所の措置に係る内容について説明する際や、⼦どもからニーズが出てきた際など、そ

れぞれのケースに合わせたタイミングでライフストーリーワークを活⽤ 
 令和 4 年度からライフストーリーワークの基礎研修・導⼊研修を年 1 回開催 

●実親以外の引取り⽀援 
 実親の引取りが難しい⼦どもは親族調査をもとに実親以外の引取りを検討 
 措置から 1 年経過して引取りにならないケースは、その理由を記載した「児相⻑申し⽴てを⾏

わない⽅針決裁」を所⻑まで回覧 
 

 取組み実施による効果 
 「家庭移⾏⽀援係」を設置して様々な取り組みを推進したことで、児童相談所内や児童養

護施設をはじめとする関係機関の親⼦関係再構築に対する理解が進み、同じ⽬標を持って
親⼦を⽀援するという意識に変化 

 ⽀援の⽅向性を明確にして在宅⽀援を強化した結果、児童養護施設・⾥親への措置児童
数が年々減少 

 児童家庭⽀援センターにプログラムの実施を依頼。児童家庭⽀援センターが CRC ⼤阪から
SV を受け、親⼦関係再構築⽀援のスキルや理解が⼤幅に向上 

 ⼦どものキモチ便やライフストーリーワークなど、知る権利や意⾒表明権に関する⽀援を導⼊
することで、⼦どもが⾃⾝の処遇や将来について意⾒を表明してくれることもあるため、⽀援⽅
針の検討を進めやすい 
 

参考︓ 
①「児童相談所改⾰と協働の道のりー⼦どもの権利を中⼼とした福岡市モデル」藤林武史編著 
②福岡市こども総合相談センター事業概要 令和３年度版  
https://www.city.fukuoka.lg.jp/data/open/cnt/3/12986/1/220214.pdf?20230227143400  



21 

事例9. ⼤阪府堺市 
堺市⼦ども相談所  Tel︓072-245-9197 

外部との連携と内部プログラムの活⽤で多様な⽀援を実施 

＜Point＞ 
 プロジェクト体制により、⼀体的なケースワークとノウハウの共有が可能に 
 ⾃由度の⾼い内部プログラムの活⽤で、それぞれのケースに柔軟に対応 
 外部委託により、専⾨性の⾼い⽀援が実施でき、職員のスキルも向上 

 
 親⼦関係再構築⽀援に関する取組み 

●堺市では外部と上⼿く連携して、多様な親⼦関係再構築⽀援が実施できる体制を構築 
 認知⾏動療法のノウハウがある外部講師監修のもと、「堺版親プログラム」として⼦どもの成

⻑段階に合わせた独⾃のプログラムを作成し、主に家庭引取りのケースを対象として運⽤ 
 外部団体の CRC（チャイルドリソースセンター）へ委託し、乳児〜⼩学校低学年までを対

象とした親⼦プログラムや⼀時保護解除予定・解除後の親向けプログラムを実施 
 外部カウンセラーが定期的に出務しており、個別カウンセリングのニーズのあるケースについては 

個別のカウンセリングを利⽤ 
 ⼤学との連携で当事者参画を促すラップアラウンドアプローチの活⽤を試⾏ 

●それぞれの取組みを上⼿く活⽤するための組織内体制として、取組みごとにチームを編成し、各
課の職員全員がいずれかのチームに所属する「プロジェクト体制」を構築 
 プロジェクト担当が毎年職員向けに「堺版親プログラム」について周知研修を実施 
 CRC のプログラム、個別カウンセリングや「堺版親プログラム」を適応するケースについては 
 各担当ケースワーカーからケース候補をあげ、プロジェクト担当で検討 
 プロジェクトチームが情報共有の場となっており、プロジェクトメンバーが第 3 者的な視点でケー

スワークに関わったり、若⼿職員がケースワークについて相談できる場にもなっている 
 
 取組み実施による効果 
 ≪プロジェクト体制の強み≫ 
 プロジェクトチームでケースの共有を⾏うことで、課や係によって分断されず、⼀体的にケースワ

ークができる 
 職員全員がチームに所属してプロジェクトに関わることで、組織全体にノウハウが浸透する 

 ≪「堺版親プログラム」活⽤のメリットと効果≫ 
 「堺版親プログラム」は令和元年より施⾏を開始し、令和 4 年度までで計 27 件実施 
 堺市独⾃のプログラムであるため、対象の親に合わせて⾔葉遣いを変更するなどのカスタマイ

ズがしやすく、それぞれのケースに合わせた活⽤が可能 
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 児童相談所の職員で実施するため、親の都合に合わせた曜⽇や時間帯の調整がしやすく、
プログラムのノウハウを⽤いて⾯接を⾏えるなど、職員のスキル向上にもつながる 

≪外部との協働のメリットと効果≫ 
 プログラム実施後のミーティングや中間報告会、必要に応じて⾏う個別カンファレンスなどに職

員が参加し、ケースの振り返りやその後のフォローについて確認を⾏うことで、CRC の講師や外
部カウンセラーの考えや最新の知⾒を吸収でき、職員のスキルアップにつながる 

 外部と協働することにより、児童相談所のみでは実施が難しい専⾨的な⽀援が可能になる 
 児童相談所とは別の⽴場からの⽀援であるため、親の抵抗感が少なく受け⼊れられやすい 
 児童相談所はコンサルテーションの⽴場を取りやすくなり、親⼦に対してはより有効な複層的

⽀援が可能となる 
 
 取組みを始めた経緯と進める上でのポイント 

≪内部プログラムについて≫ 
 多くの職員が資格を取得していたプログラムがライセンスの問題で使⽤不可になり、外部委託

のみでは⼗分な⽀援が難しいことから、児童相談所で柔軟な⽀援を⾏うための⼿段として独
⾃の親プログラム使⽤を開始 

 個⼈で研修を受けノウハウを持ち帰っても所内に浸透させることが難しいため、児童相談所の
知的財産としてノウハウを共有するという⽅針のもと、組織として外部講師を招いて研修を実
施するなど、組織全体で取り組むことが重要 

≪外部委託について≫ 
 平成 27 年度から CRC への委託を開始。児童相談所としてのニーズが障害児への⽀援から

育成困難や虐待対応へ移り、障害児の親⼦向けプログラムで使⽤していた予算を CRC への
委託予算として移⾏し活⽤ 

 CRC には元児童相談所職員も所属しており、委託先として信頼できたことは⼤きい 
 予算取りにあたっては、プログラムの試⾏状態でのケース数や、再保護に⾄らず⽣活できてい

るなどの効果の報告が必要になる 
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参考︓ 堺市こども相談所版ペアレントトレーニングの案内チラシ（1 枚⽬） 
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参考︓ 堺市こども相談所版ペアレントトレーニングの案内チラシ（２枚⽬） 
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事例10. 奈良県奈良市 
奈良市⼦どもセンター  Tel︓0742-93-6595 

ラップアラウンドのマインドをもとに、地域のチカラを活かした当事者主体の⽀援を実施 

＜Point＞ 
 「当事者主体と⼀緒に考える」ことを⼤切にした⽀援を展開 
 社会福祉協議会との連携により、様々な地域資源を活⽤した⽀援が可能に 
 地域の⼈・機関等につなぐことが、家族が安⼼安全に暮らせる環境づくりに 

 
 ラップアラウンドの活⽤と社会福祉協議会との連携について 
・ 奈良市⼦どもセンターでは⼦ども⽀援課の中に、児童相談所部⾨と、もともと市が担っていた⼦

ども家庭総合⽀援拠点部⾨を置いており、両部⾨を⼀体として機能させることで、専⾨的な⾒
⽴てもしつつ、地域ネットワークを活かした⽀援を⾏っている。 

・ 本市の社会福祉協議会は、サポーター登録制度、登録相談員とのマッチングのシステムをつく
るなど、地域資源の発掘や⼈材育成に⼒をいれており、専⾨職や市⺠、⼤学⽣等のボランティ
ア等の様々なサポーター（理解者）とのマッチングなどのコーディネートを進めている。その強み
を活かして、社会福祉協議会と連携して個々のケースについての事例検討を⾏い、親⼦が地
域で暮らしていくために必要な社会資源につないだりしながら、地域で孤⽴しないよう継続的な
サポートができる体制づくりに取り組んでいる。 

・ どのようなサポートにつなぐかを考えるときに⼤切なのは、当事者が「どのようになりたいか」「どのよ
うな家族になりたいか」であり、「そのためにどのようなサポートがあればいいか」「課題をどう乗り越
えればいいか」を当事者と⽀援者が⼀緒に考えていくことであるため、当事者主体のミーティング
を実施し、「どんな家族になりたいか」というビジョンを聞くなど、当事者の主体性や強みに視点を
置いた⽀援を実施。 

・ この考え⽅が「ラップアラウンド」の 10 原則ととても通じるところがあり、ラップアラウンドを⽤いた取
組みを開始。フルパッケージでの実装は難しいが、そのマインドは常に意識しながら⽀援を⾏うよ
う取り組んでいる。 

 取組み実施による効果 
 ラップアラウンドのマインドを取り⼊れた⽀援の効果 
 ⼀⽅的に⼼配し注意する「For」の関係から、当事者に寄り添って夢を応援するためにサポー

トする「With」の関係に変化。寄り添い型の⽀援を⾏うことで当事者も意⾒を表明しやすくな
り、本⼈のモチベーションアップにもつながる。 

 これまではリスクに重点を置いてケースを⾒ていたところを、ラップアラウンドの視点を取り⼊れる
ことで、当事者との会話の幅が広がり、より多くの強みに気付くことが可能となり、⼦どもと家族
の強みにフォーカスした多⾓的なアセスメントができるようになった。 
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 社会福祉協議会との連携による効果 
 社会福祉協議会と連携することで、社会福祉協議会のネットワークを活かして様々な社会

資源を開拓し、⽀援の幅を広げることが可能に。児童相談所の職員も地域資源に関する知
識を得て、地域と連携した⽀援について検討する視点ができた。 

 児童相談所と市町村とで役割が分断されていたところ、相互に連携することで⼀体的に⽀援
を⾏うことが可能に。また、児童相談所のみでは⽀援できる範囲に限界がある中、⼦ども家
庭総合⽀援拠点と共に家族関係再構築に向けて親⼦を⽀援したり、社会福祉協議会との
連携の中で、再構築後も家族が地域とつながり続けられるよう社会資源のチカラを活⽤した
⽀援に取り組んでいる。 

 
 取組みを始めた経緯と進める上でのポイント 
 ラップアラウンドのマインド活⽤について 
 平成 28 年度から市町村のアドバイザーや⼦どもセンター⽴ち上げの有識者会議委員として

関りのあった外部講師に依頼し、ラップアラウンドの所内研修や事例検討会を実施。 
 全てのケースにラップアラウンドの⼿法を適応することは難しいが、ラップアラウンドのマインドを取

り⼊れて当事者と関り、⽀援を⾏うことは可能である。 
 社会福祉協議会との連携について 
 社会福祉協議会が⼦ども若者⽀援や権利擁護、困窮者⽀援などの事業を多数担っていた

こともあり、互いの役割を共有するために連携会議を開始。ここ数年で地域における⼦どもへ
の⽀援に重点が置かれるようになり、令和 2 年度より社会福祉協議会との連携体制を本格
的に構築。 

 親⼦関係再構築を⾏う上では、家族が地域で⽣活していくための社会資源を活⽤し、家族
と伴⾛してくれる存在が必要である。特に児童相談所が抱える困難なケースになるほど社会
資源の活⽤は不可⽋であり、親⼦関係再構築に社会福祉協議会や市町村を巻き込んで
いく仕組みが重要である。 

 社会福祉協議会との連携においては、家族と伴⾛をするサポーターの主体性や関わることで
の相互のエンパワメントを⽣み出す地域づくりの視点が重要になる。 

 
参考︓ 「ラップアラウンドの基礎知識」 久保樹⾥ 

https://youtu.be/Soe2xPtBLvU 
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事例11. 愛知県名古屋市 
名古屋市中央児童相談所（企画調整担当）  Tel︓052-757-6111 

事業の⽬的を明確にして対象者を設定し、⽀援効果を「⾒える化」 

＜Point＞ 
 事業の⽬的を「再発防⽌」とし、⽀援対象と効果指標を設定 
 ⽀援効果(再来率)を⾒える化＝効果の共有が可能となり、安定的な予算確保が可能に 
 中央児童相談所が企画調整機能を担うことで、本庁と課題や施策の⽅向性を共有 

 
 保護者⽀援事業について 
 「再発防⽌」を⽬的とし、⼦どもと親とのコミュニケーションを軸としたプログラムを提供する事業。 
 原則は、「在宅指導ケース」であり、かつ、⼦どもと親の意思疎通が重要であることから、学齢

児以上のある程度理解⼒のある⼦どもがいる家庭が対象であり、事業の要綱にて定めている。 
 プログラム受講が在宅復帰の条件と思われてはいけないこと、また⼦どもと親のコミュニケーショ

ンが軸なため、すぐに実践できない親⼦分離中の親⼦は対象外としている。 
 CPA プログラムのトレーナーを養成している法⼈から、トレーナーを講師として派遣してもらい、

謝⾦を⽀払うという形態で実施。派遣依頼は法⼈に対して⾏い、誰を派遣するかは法⼈側
で調整。現在は⼗数名のトレーナーが市内３か所の児童相談所に派遣されている。 

 プログラムは１回２時間程度で８回。しかし、継続が難しい対象者もおり、５回のショートバ
ージョンもつくった。 

 児童相談所の職員はプログラムに同席してはおらず、その前後での親・⼦どもとの会話や、講
師との振り返り、次回に向けての打ち合わせを⾏い、状況を常に把握、共有している。 

 対象者は、担当福祉司が候補をあげ、各児童相談所の援助⽅針会議において組織として
決定する。その際に、親にプログラム参加について提案し、親が参加の意思を⽰していることを
条件としているため、⼦どもとの接し⽅や⼦どもとの距離の取り⽅に悩んでいたり、虐待したこと
に反省していたり等、親⾃⾝に「悩み」や「変わりたい」という意識があるケースが対象となる。 

 担当福祉司が候補ケースをあげたり、親や⼦どもに提案できるようにするために、派遣元の法
⼈による研修会を年２回実施している。 

 
 事業実施による効果と展開 
 本事業の⽬的が「再発防⽌」のため、「再来率」を効果指標として設定。 
 本事業の対象は⼀時保護解除後のケースが多く、平成 29 年度以降の本プログラムの受講

者の再保護率が 13％程度であるのに対し、令和３年度の相談受付件数に占める再来率
は約３割であり、効果が出ている。 

 講師との振り返りの中で、親⼦の変化などが職員に共有されることで、職員も効果を実感で
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きている。また、プログラム実施３か⽉後の親へのアンケートや、家庭訪問時に⼦どもから聞く
話の中でも、効果を感じることができている。 

 プログラム講師を外部に依頼していることで、それなりの費⽤はかかるが、⽀援の効果が⾒える
ようになっているため、年間 50〜60 件程度を超えて対応できるだけの⼗分な予算が確保で
きている。（令和３年度の受講者数は約 50 件） 

 プログラム講師の外部への依頼は、児童相談所職員の負担軽減になっている。現在の状況
の中、児童相談所内で全て⾏うことは難しく、外部に依頼することで職員の異動や個⼈のス
キル等の影響が少なく、安定した⽀援が⾏うことができている。「委託」ではなく講師を依頼す
る形になっており、かつフィードバックの仕組みを整えているため、任せきりではない⽀援を⾏うこ
とができている。 

 また、児童相談所と親との関係がよくないケースもあるため、第三者のかかわりは重要。児童
相談所の職員がプログラムに同席しないことで、職員に話せないことを話せたり、職員には⾒
せない⼀⾯が⾒られることもあり、親にとってのメリットも⼤きい。 

 今後は、受講後のフォロー⾯談等に参加してもらいやすくなるよう、オンラインを上⼿く使ってい
けたらと思っている。 

 また、未然防⽌のための取組みとして、各区役所での相談ケースも対象として検討しているが、
実際には親の意欲を含めて対象となりそうなケースはほとんどない。（なお、名古屋市では各
区役所・⽀所の合計 22 か所に、児童相談所兼務の児童福祉司を配置しており、児童相
談所での実地研修や情報共有等ができるようになってきている。） 

 
 取組みの経緯 
 虐待対応件数の増加を受け、何か新しい取組みが必要という状況の中で、保護者⽀援プロ

グラムの活⽤を試⾏してみたことがきっかけ。 
 平成 25 年度からボランティア的に取組みをはじめ、平成 27 年からモデル的に実施。 
 平成 29 年度から本格実施。 
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事例12. 茨城県 
茨城県 福祉部⼦ども政策局⻘少年家庭課  Tel︓029-301-3258 

県内全市町村でのペアトレ開催により、県全体としての⽀援体制を充実 

＜Point＞ 
 県の重要施策として、市町村による保護者⽀援のレベルアップを位置づけ、全市町村でペ

アトレが開催できるよう、養成研修を実施 
 県担当課と児童相談所が⼀緒に、養成研修やペアトレ開催に向けた訪問等による個別説

明及び依頼を実施 
 令和４年３⽉３１⽇時点で、全市町村でペアトレを実施（1 ⽇体験講座等を含む） 

 
 全市町村でのペアトレ開催について 
 県中⼼で進める虐待防⽌対策、及び虐待未然防⽌対策として、県内のペアトレ未実施の

市町村職員向けのペアトレリーダー養成研修を開催 
 養成研修の講師は児童相談所職員が担当 
 児童相談所と市町村との連絡会議等で、ペアトレ開催に向けた説明や共通理解に努めると

ともに、ペアトレ開催に向けては訪問により個別説明等を実施 
 

 取り組みの効果と展開 
 県や市町村が⾏う保護者への⼦育て⽀援、虐待未然防⽌対策としてペアトレは効果的 
 市町村による温度差があるため、市町村任せ、児童相談所任せではなく、県の重要施策と

して位置づけて主管課主導の取組みとして実施 
 ペアトレを開催する市町村は、令和元年度時点で 14 市町村であったが、令和４年 3 ⽉

31 ⽇時点で全 44 市町村で開催された（１⽇体験講座等を含む） 
 県内の全ての市町村でペアトレを開催することで、県⺠が、より⾝近な市町村において⼦育

て⽀援を受けられる機会を全ての市町村で設けることができるようになった 
 県としてペアトレに関する予算を継続して確保しており、今後も市町村での⽀援レベルを上げ

ることで、児童相談所はその後⽅⽀援に回れる体制を⽬指している 
 

 取組みの経緯 
 虐待対応件数の増加等の課題認識から、県として「⽀援体制の充実」を⽬標に設定 
 県全体での⽀援体制の充実、児童虐待の未然防⽌のためには、引き続き、児童相談所で

の保護者⽀援を継続すると同時に、市町村の⽀援レベルを上げ、児童相談所がその後⽅⽀
援に回る体制が必要と考え、ペアトレ未実施の市町村職員を対象としたペアトレリーダー養
成研修や説明及び依頼等の取り組みを実施した 
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参考︓⾏⽅市 「ペアレント・トレーニングのお知らせ」 
     https://www.city.namegata.ibaraki.jp/page/page011119.html 
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事例13. 北海道⽯狩市 
⽯狩市保健福祉部⼦ども相談センター  Tel︓0133-72-3195 

市職員が作成した⼦育て講座を実施し、それを通じて得たノウハウを個別の⽀援にも展開 

＜Point＞ 
 市の職員で作成した「いしかり⼦育て応援プログラム」を実施 
 職員⾃⾝が講座を担当したり、親に説明するために講座内容の理解を深めることで、職員

にノウハウが蓄積され、個別ケースの⽀援にも役⽴っている 
 プログラム作成時の当初のコンセプトを⼤事にしながら、ニーズを踏まえて毎年バージョンアッ

プをし、⽀援メニューの充実を図る 
 
 市事業「いしかり⼦育て応援プログラム」（IP）について 
 市の家庭児童相談員が講師となって講座形式で実施している市独⾃のプログラム。 
 しつけの⽅法や⼦どもとのコミュニケーションに悩む、「何とかしたい」と感じている 0〜12 歳児の

⼦どもを持つ親を対象に、約３か⽉間で全６回（２週間に１回程度）、8 名程度（現在
はコロナ禍で５〜６名程度）の集団形式で⾏う講座で、話の聴き⽅・伝え⽅、怒りのコント
ロール、発達期に応じた⾏動と対処法について学ぶ機会を提供。特に、コミュニケーションと怒
りのコントロールがポイントだと考えている。 

 普段の⼦育てが楽になり、楽しめるようになってほしいという想いをもっており、予防的な意味
合いが⼤きい。 

 受講の翌年には、プチ同窓会のような形で継続できているかを確認するフォローアップも実施。 
 参加者は広報や⼦育てマガジン等を活⽤して公募しているが、虐待のケースで児童相談所

から親に⼦育て講座を個別にしてほしいとの要望があり、実施した親もいる。（平成 30 年度
の開始以降の児童相談所からの紹介は 20 件弱程度） 

 また、全６回の参加はハードルが⾼い保護者もいるため、プログラムのイメージを持ってもらうこ
とを⽬的とした２時間のダイジェスト版を令和３年度から開始したが、そこから全６回の通常
の講座につながった⼈はまだいない。 

 講座の講師は主に経験の⻑い家庭児童相談員が務めているが、他の職員も同席して学び、
令和４年度は２年⽬の職員が講座内の⼀部を担当した。 

 なお、受講者の状況に応じて、市の⼦ども発達⽀援センターや精神科病院等につなぐことも
ある。 

 
 事業実施による効果と展開 
 プログラム終了後に受講者に⾏ったアンケートで、「⼦どもの発達に関する理解が深まった」

「受講により⼦どもとの接し⽅を練習することでうまくコミュニケーションがとれるようになった」とい
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った感想があった。 
 市の職員が IP を実施していることで、親を⽀援するためのノウハウが蓄積され、講座以外でも

各ケースの個別の状況に応じて親⼦に対し必要な⽀援を提供できるようになった。 
 職員で IP をつくるためにいろいろと勉強したため、職員の知⾒やスキル習得にもつながった。ま

た若⼿職員も、講師までは担当できなくても、親に説明をするためには職員がその中⾝を理
解していないと伝わらないため、そこでの学びも⼤きい。各⾃で学んで欲しいと考えている。 

 IP は、ベースは変えずに、新しい情報があれば加えたり、⾒直したりしながら、毎年バージョン
アップさせている。ニーズや課題に応じて「変えていく」ことが可能なため、メニューを充実させて
いくことができるのもメリット。 

 中学⽣の⼦どもを持つ親からの相談も増えてきており、今後 13〜15 歳の思春期の⼦どもの
親にも対象を拡⼤したいと考えている 

 
 取組みの経緯 
 平成 29 年度まではトレーナー資格が必要なプログラムを実施していたが、職員が誰でも実施

できるものとしたかったこと、また保護者の状況に応じた⽀援メニューを選択できるようにしたいと
考え、市の職員で実施できるものを家庭児童相談員や臨床⼼理⼠などでつくり、平成 30 年
度から開始。 

 新しい取組みを始めるときには、何のために、何を伝えたいか、何がしたいかといったコンセプト
を決めることが第⼀歩。そこから、⼤体こんなものは必要だよねと、具体的な形を作っていく。ま
た、メインでやっていきたいところから少しずつ広げていくのがやりやすい。⽯狩市の場合は、⼦
育ての基本を知らない⼈が多く、先輩の助⾔をうけるような場所がないという問題意識から「0
〜２歳児はこんなもの」と親に伝えていく必要があると考え、平成 29 年までの３歳〜12 歳
の対象から０歳〜12 歳に変更した。 

 また、当初のコンセプトとしておいた「相談員の誰もができる」「全員がその視点で⽀援できる」
を⼤事にしているため、バージョンアップの際も専⾨性が⾼くなりすぎないようによう意識してい
る。 
 

参考︓いしかり⼦育て応援プログラム「IP」(Ishikari Program) 
https://www.city.ishikari.hokkaido.jp/soshiki/k-soudan/14306.html 
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事例14. 兵庫県加東市 
加東市 福祉総務課 家庭児童相談室  Tel︓0795-43-0441 

周辺市町からも参加者を募集し、市が実施するプログラムを広域で提供 

＜Point＞ 
 直接家族や保護者の⽀援に関わる、市の職員によるプログラムを実施 
 「虐待は社会の問題であり、⼀つの市だけの問題ではない」という思いのもと、周辺市町にも

案内し、広域連携型でプログラムを提供 
 保護者にとっても地元では話しづらいことも話すことができ、参加しやすいメリットがある 

 
 プログラムの提供状況について 
 10 年前から、⼦育てに苦しさを感じている親のために「MY TREE ペアレンツ・プログラム」を

市の予算で実施。⾝体的虐待、⼼理的虐待、ネグレクトをしている保護者で、⾃⾝が変わり
たい、⼦どもとの関係を良くしたいと強く望んでいる⼈が対象 

 直接家族や保護者の⽀援に関わる市の職員３名が研修を受講し、市の職員がプログラムを
実施している 

 毎年度 10 名程度を公募し、グループ形式で講座を実施 
 参加者の⼦どもの所属が違うことが前提となるため、市内だけでなく、北播磨管内や加東市

へ通える範囲の 12 市町の担当課に案内チラシの配布を依頼し、各市町の幼稚園、保育
所、認定こども園、⼩・中学校に配布してもらっている 

 周辺市町へ事前に、訪問や電話でプログラムの説明と募集への協⼒を依頼 
 ⼀般公募に加え、当室やその他の相談⽀援機関から保護者に紹介することもある 

 
 事業実施による効果と展開 
＜プログラムの広域提供＞ 
 他市町からの参加者であれば「どこの誰だかわからない」⼈であるため、⾃分の地元では話し

づらいことも話すことができ、保護者にとっても⼼理的に参加しやすくなる 
 他市町の担当者にとっては、本市のプログラムへの参加も選択肢となるため、選択できる⽀援

メニューが増えている 
 ⽀援していた家庭が市外に引越しする場合でも、連携している近隣市町であれば、継続して

プログラムを受けてもらうことが可能 
 モチベーションを維持して継続的に参加できるよう、市町間で連携し、参加者の居住する市

町の職員にもフォローをしてもらっている 
 プログラム終了後も定期的な⽀援が必要な保護者については、本⼈の許可を得たうえで居

住市町の家庭児童相談室につなぎ、フォローできるようにしている 
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 周辺市町とは別に、県下で同じプログラムを実施している尼崎市とも連携しており、定員超過
の場合や、地元では参加しづらいという保護者にお互いのプログラムを紹介することもある 

 今後、できればより多くの市町に参加してもらいたい。全⼩中学校に案内しきれていない市町
もあるため、全ての保護者に配布することが望ましい。申込者の中にはチラシを何年も持ち続
けてやっと勇気を出して来ることができたという⽅もおり、潜在的に⽀援が必要な⽅は沢⼭いる
と思われる。1 度⾃⾝の担当ケースでつないでもらえればプログラムの有⽤性を実感してもらえ
ると思う 

 現在連携している他市町に声掛けをして、本市で実施しているプログラムとは別に、誰でも参
加できるオープングループのプログラムの実施が可能かを検討している。また、各々の開催時
期をずらせれば、参加できる選択肢がより増えるのではないか 

 県として補助⾦などを出してもらえると広域の事業として取り組みやすい 
＜市職員によるプログラム提供＞ 
 職員がライセンス取得のための研修で学んだ考え⽅や⼿法をプログラム以外の相談⽀援に活

かすことができる 
 市の職員がプログラムを通して参加者を理解し、その上で継続的に⽀援に臨める意義は⼤き

く、信頼関係も築きやすい 
 また、保護者の変化を⽬の当たりにすることによって、⽀援者側が刺激を受け、⼤きな学びが

あり、職員のモチベーション向上にもつながっている 
 

 取組みの経緯 
 ⼦どもと親の分離後に家庭環境を調整して⼦どもが家庭に戻っても、同じ状態に陥ってしまう

ケースが多かったことから、根本的改善を図るため親の回復に繋がるプログラムが必要と考えた
ことがきっかけ。当時の課⻑と相談員が熱意をもって取り組み、実施に⾄った 

 ⼦どもの所属機関が同じ保護者は同じグループに参加できないことから、プログラム開始当初
から本市のみで参加者を募るのは難しく、プログラムを実施するために他市町にも案内を⾏う
ことにした。 

 プログラム⽴ち上げ時の課⻑が「虐待は社会の問題であり、⼀つの市だけの問題ではない」と
いう思いを持っていたことで、周辺市町との連携を前提に開始できた。管理職や庁内での理
解が重要である。 
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